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はじめに
1988年 以来、海外諸外国における日本研究機i関と個人研究者のデータベ「スの基礎資料に
と、ファイルを作って きた。米国だけで573機 関 と4080人 のファイルが出来た。なぜ ファイ
ルしたか と言 えば、当時 コンピュータがな く、仕方なしに20年 前のや り方で仕事 を始めたの
である。 まず、ファイル用フォルダーを山のように買いこみ、国際交流基金の調査報告書を
始め、外国の日本研究機関のニューズレターや学会の開催案内やレポー ト、内外の新聞雑誌
の記事か ら日本研究 に関連 の人名や論文、書評 を集め、来訪者の名刺や研究相談の問い合
せ、個人研究者からの書信 など、手許の資料をもとに国別 にファイルを作 ってきた。 これは
現在、日文研の情報課でコンピュータライズが進んでおり、近い将来実用 に供せ られるはず
である。 このような機関、団体、個人研究者のファイルを作 ると同時に、海外各地で日本研
究がどのように発展、展開しているかを知 るために、時代別のファイルも作 ってきた。 この
ようなファイルの一つ、米国篇を、将来完ぺ きなものとするための受け皿 として、何 らかの




需要の問題 もあ り、それぞれの時代の社会的な背景を抜 きには説明で きない。米国での日本
への興味関心、学術的な研究は、 とりわけ社会的な要因、特に外交、経済政策、経済関係の
破綻か ら起 る戦争などが大きな引 き金 とな り、進化展開してきた。その意味で米国における
日本研究の変遷 は日米関係の動向の反映ともいえる。 また、このような政治、経済、外交問
題 はそれぞれの時代の米国社会の状況の産み出したものである。米国人になることを選んだ
人たちの作った国故に、米国では政府 と学界の関係 も日本 とは異なる。国家 のために個人が





種問題に加 えて、 日米間の交流の手段、即ち咸臨丸からジャンボジェットまで、 日米間の時
間的距離 を短縮してきた交通機関の発達、また飛脚、船便からファックス、人工衛星 による
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リア ル タ イ ム の通 信 報 道 時 代 まで の 情 報 通 信 技 術 の発 展 、 そ し て市 民 レベ ル の 日米 交 流 の指
標 に姉 妹 都 市 提 携 や旅 行 者 数 な ど を この年 表 の キー ワ ー ドと し た。
ま た 、 米 国 は移 民 の 国 で あ る故 に、 国籍 につ い て の考 え方 が 日本 と は違 う。 米 国 の大 学 で
教 鞭 を と り、 米 国 の 出 版 社 か ら論 文 を 出版 し、 米 国 の 日本 研 究 に 目覚 ま し い業 績 を残 し、 大
き な影 響 を与 え た学 者 で も、 必 ず し も米 国籍 とは限 らな い 。 そ れ故 に、 国 籍 は米 国 で な くて
も、 米 国 で 業 績 の あ る人 や そ の 研 究 の成 果 で あ る 出版 物 等 が この 年 表 に は含 まれ て い る。 ま
た 、 こ こ に い う 日本 研 究 者 の 定 義 は 日本 につ い て研 究 して い る人 、 専 門 分 野 で 日本 に 出会 っ
た 人 、 日本 に関 連 し た専 門 職 、 日本 専 門 家 で あ り、 「知 日家 」 「日本 専 門 家 」 「日本 研 究 者 」
「日本 学 者 」 そ の他(英 語 で はJapanologists,JapanSpecialists,Specialistsinthefieldof
Japanesestudies,orJapanstudies,orstudiesofJapan)の 呼 び 名 で 各 種 の 文献 資 料 に挙 げ
られ て い る人 た ち を含 ん で い る。
こ の 年 表 に挙 げ た 書 籍 に つ い て は、 ア ジ ア 学 会 のTheJournalofAsianStudies,




Colorado,1989,そ の 他 に 収 録 さ れ た も の 、2冊 以 上 の 論 文 、 書 籍 に 引 用 さ れ た も の を 中 心
に 選 ん だ 。
(1)近 世:米 国 と日本 との出会 い
1868年 に明治維新が起る日本 と、1865年 の南北戦争により合衆国の統一 と奴隷解放を達成
した米国は、国内の前近代的な トラブルを解決して近代国家 として出発する時期がほぼ同じ
である。 その文化の成立過程 を見ても、ヨーロッパや中国大陸の先進文化の断片が海 を越 え
て流れ着 き、土着の現地人 を征服統合 して新しい文化 を作るパ ターンが同じである。英国の
植民地か ら出発 し、英語 を母国語 とするアメリカと英国の関係 は、中国から来た漢字 を使っ
て自国の文化 を表現する日本 と中国文化の関係 とよく似ている。
200年 余の鎖国を破 り、日本 を開国させたの は、 まさにハーマン ・メル ビルの 『白鯨』に
述べられているように 「鯨のお手柄」(第24章)で 、当時の米国の捕鯨産業抜 きには語れな
い。即 ち経済の問題である。1845年 頃、米国の極東での捕鯨 には1700万 ドル以上の資本金が
投 じられ、約1万 人が従事 していた。国交のない日本に時々漂着する難破 した米国捕鯨船の
水夫 たちに充分な保護 を与え帰国させるのが、アメリカ政府の課題であった。
1848年 、米国の捕鯨船ラドガ号が蝦夷の地で難破 し、乗組員15名 が、松前領 に上陸、囚わ
れの身 となった。 これを聞いた米国の広東事務官CaptainGeisengerが 米国の東印度艦隊司
令官Glynnに 連絡、プェプロ号が長崎へ行 くが、長崎奉行 に拒否された。帰国後Glynnは
兵力をもってで も日本 に開国をせまる時期が来たと主張している。1851年 、米国船オークラ
ンド号が一群の日本人漂流者 を救助し、サンフランシスコへつれ帰った。 これを知った日本
開国論者CommodoreAulickは 日本人 を送 り帰すのを口実に開国交渉 をするよい機会 と、
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DanielWebster国 務長官に日本開国計画を進言、大統領 の国書をもらい日本へ向か うが、
政府の許可なしに私人を軍艦に乗せた科で召還された。その後任にペ リー提督が任命 され、
1953年 の来航、1854年 の日米和親条約の調印、1858年 の 日本が外国 とはじめて結んだ条約、
日米修好通商条約の締結 となり、日本の開国 となる。来 日に先立ち、ペ リー提督 はシーボル
トの収集 した地図や大著 『日本』を買込み、中国で発行された英文定期刊行物を中心 に、日
本についての情報収集につとめている。
一方、難破 して外国に漂着 した日本の漁師たちが、外国船で送 り返されて きて も、1837年
のモリソン号の場合のように鎖国のため入国出来ないケースも出てきた。また、1841年 米捕
鯨船に救助され渡米するジョン ・万次郎(1827-1898)の ように、鎖国下の日本についての
貴重な情報源 として珍重 されたケースもあった。広東 に派遣 されていた米人宣教師S・W・
ウイリアムズ(1812-1884)は 、モ リソン号に乗 り込んで浦賀 まで行 き、その上陸失敗の体
験 を契機 に日本研究に打ち込み、ペ リーの日本遠征 にも通訳官 として参加 し、記録 を残す
が、彼の見た日本人 は、基本的には16世紀の南蛮人たち、即ちヨーロッパ、キリス ト教徒 の
視点 を踏襲したものである。
19世紀になると蒸気機関の発達 と航海法の進歩により、西欧諸国では前代 よりはるかに多
くの人が外国に行 くようにな り、情報交換の手段 も格段に広 くなったものの、極東にある鎖
国下の日本についての認識 はきわめて低 く、その気 になればいつで も簡単 に征服出来 る、半
開化の怠惰な黄色人種の住むアジアの島々の一つに過 ぎないと考えられていた。あまりにも
遠方なので、難渋をきわめた遠征 とそれに要する出費 に見合 う価値があるかどうか疑わしい
と思われていたのである。
しかし、1846-1848年 のメキシコ戦争が終結 し、米国 はカリフォルニア州を併合。 このカ
リフォルニアで金鉱が発見 され、ゴール ドラッシュが起 り、1849-1854年 間に10万人以上が
カリフォルニアへやってきて金鉱の採掘 に従事 した。太平洋岸への関心の高まりは、海路 に
よる西海岸への交通網を発達 させ、太平洋岸の米国人が太平洋および大西洋船舶運河会社 を
設立するのは1850年 である。19世 紀の中頃から米国の太平洋岸への関心の高まりは、米国産
綿花の中国への輸出が上海航路 を発達 させるとともに、米国の東洋への実利的な関心 をより
高めていったのである。
(2)19世 紀後半:米 国の 日本研究のあけぼの
日本の 「お雇 い外人」 と日本人米 国留学生
海 外 渡 航 が 難 しい 鎖 国 中 の 日本 で は明 治 維 新 前 、 各 藩 が 西 洋 の力 の秘 密 を学 ぶ べ く、外 国
人 を教 師 と して 雇 い、 科 学 技 術 を 中 心 に西 洋 知 識 の 吸 収 に 努 め て い た。 お 雇 い 外 人 時 代 の 始
ま りで あ る。 福 井 藩 の 招 き で 来 日 し、 維 新 後 は東 京 大 学 の 前 身 で 自然 科 学 を教 え たW・
E・ グ リ フ ィス(1843-1928)の た め に、 文 部 省 が つ くっ た リス トに よ る と、1860年 か ら
1906年 ま で 日本 の 公 立 教 育 機 関 で 専 任 で 教 鞭 を と っ た 米 国 人 の 数 は190名 に の ぼ っ て い る
(GriffisPapers,RutogersUniversityLibrary)。1870-1890年 代 に は、 美 術 研 究 家 のE・
F・ フ ェ ノ ロサ(1853-1908)や 、 大 森 貝 塚 を発 見 し、 また 日本 の 陶器 の コ レ ク シ ョ ンで 有
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名な博物学者E・S・ モース(1838-1925)等 が帰国後、 日本での実地調査研究 をもとに講
演を行い、米国で教職 につ く朝河貫一など日本か らの留学生等の活動 と共に、米国知識階級
の日本についての意識 を高め、米国での学術的な日本研究の基礎づ くりに貢献 した。
当時の米国の日本観は、近世南蛮時代以来のヨーロッパ と同様に異国趣味的ジャパノロジ
ーが主流である。L・ ハーン(1850-1904)の 著作が広 く読まれたことも大 きな影響を与 え
ている。彼は日本人 と結婚 して帰化 し、小泉八雲 と名乗 るが、 日本語 は片言程度で、「小 さ
くて子供 のように無邪気で素朴な日本人」 を愛した。 この日本人が一人前の大人で、相応の
知恵をもち、手 を差 し伸べてやらなくても、一人で歩めることがわかるようになると、彼 は
幻滅 して行 く。言葉が分からず幻想が結晶作用で輝いている間 はよいが、現実が見えて くる
と幻滅 し、反動で憎 しみに変わることも多い。 これは当時の日本趣味の好事家 に多々見 られ
た現象である。
(3)20世 紀初頭:米 国における日本研究の創世紀
1905年 に日本 の連合艦隊がロシアのバルチ ック艦隊を撃破 し、日露戦争が終結するが、 こ
の日露講和の斡旋を当時の駐米公使高平はルーズベル ト米大統領 に依頼 している。 しかし、
マッキンレー法(中 国人排斥法を日本人に適用する;1905)以 来、西海岸では黄色人種に対
する排斥が強まり、サンフランシスコで日本人学童の公立小学校入学禁止(1906)な ど緊張
を高めている。1907年 、日露協約調印の年、 日本政府は帝国防衛の指針 を発表するが、 この
中で初めて米国を戦略の対象 としている。同年、米国の対外軍事戦略構想 に初めて日本を含
む太平洋戦略を取 り上 げたオレンジ ・プランが作成されている。 また、この1907年 は米国移
民制限法が成立 した年である。
米国の高等教育研究機関で、 日本 についての研究や教育が行われるようになったのは20世
紀に入 ってか らであった。1906年 にイエール大学で朝河貫一が日本近代史 を、1907年 には
P・ トリー トがスタンフォー ド大学で東アジア近代史の講義をはじめ、1910年 代 には新渡戸
稲造や姉崎正治等が客員講師 として渡米 し、日本文明について講義。スタンフォー ド大学で
は市橋倭が日本史の講座 を開いた。1920年 代 になる と、ノースウエスタン大学でラング ド
ン ・ウオーナーが、カリフォルニア大学バークレー校でフローレンス ・ウオルンが、 ミネソ
タ大学ではハロル ド・クイグリーがそれぞれ日本について講義 を始めた。 しかし、 この米国
の日本研究創始者たちの殆 どは日本語 も出来ず、その研究 も趣味的傾向が強かった。
(4)1920年 か ら1930年 代::黄 禍 ・排 日 と国策
第一次世界大戦後、 日本の経済力が向上し、対米貿易 も増大、また、中国の利権問題で米
国と対立するようになる1920年 代には、政策上の必要か らも米国内での極東への関心が高 ま
った。また西海岸一・帯から広がった東洋系移民排斥の問題 もあって、バース ト系の新聞によ
る黄禍排斥キャンペーンなど、社会的にもアジア人問題への関心が強まり、 日本 についての
研究制度の発展を促 した。ちなみに排 日移民法が制定されるのは1924年 である。
1925年 に民間学術団体である、太平洋問題調査会(IPR)が 組織 され、米国546の 高等教
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育 機i関の極 東 関 係 の研 究 や 教 育 につ い て の 調 査 を行 っ た結 果 、1928-1929年 に、111の 機i関
が 中国 や 日本 につ い て の281の 教 育 活 動 を 行 っ て い る こ とが わ か っ た 。 し か し、 そ の殆 どが
中 国 中心 で 、 日本 語 で授 業 を行 っ て い るの は 、 ワ シ ン トン、 カ リフ ォル ニ ア、 ス タ ン フ ォ ー
ドの3大 学 、 す べ て ア ジア 人 移 民 排 斥 問 題 を 抱 え る太 平 洋 岸 の大 学 で あ っ た。
1928年 に ハ ー バ ー ド大 学 に ハ ーバ ー ド ・燕 京 研 究 所(Harvard-YenchengInstitute)が
設 立 さ れ 、 中 国 研 究 の 一 環 と して 日本 研 究 も取 り上 げ られ 、1934年 に 白系 ロ シア 人 で 東 京 帝
国 大 学 に留 学 し た経 験 も あ り、 亡 命 地 フ ラ ンス の ソル ボ ン ヌで 日本 史 と美 術 史 を教 え て い た
セ ル ジ ュ ・エ リセ ー エ フが 教 授 と して 招 か れ た。 彼 を も っ て米 国 の 日本 研 究 の 始 ま り とす る
のが 通 説 に な っ て い る。
1930年 代 に は、 コ ロ ン ビ ア大 学 で 角 田 柳 作 が 日本 宗 教 史 の講 座 を開 き、 東 部 で はハ ーバ ー
ド、 コ ロ ン ビ ア の両 大 学 、 西 海 岸 の カ リフ ォル ニ ア 大 バ ー ク レ ー校 、 ス タ ン フ ォー ド、 ワ シ
ン トン大 学 に加 え て 、 中西 部 の ミ シガ ン、 シ カ ゴ の7大 学 で、 日本 に つ い て の 教 育 や 研 究 が
始 まっ た 。
1935年 、 太 平 洋 問 題 調 査 会(IPR)の 委 嘱 で行 っ た高 木 八 尺 の 「米 国 諸 大 学 に お け る 日本
研 究 の現 状 調 査 」(ASurveyofJapaneseStudiesintheUniversitiesintheUnitedStates)
報告によれぼ、日本 に関心 を持つ学者、研究者 は107名 で、約2分 の1が 大学関係者。その
中で日本語の原書 を研究に利用出来る米国人 は13名であった。高木は、将来が期待出来る日
本研究者 として、日本生まれの日本語が出来 る若い優れた研究者5人 、ライシャワー兄弟
(兄ロバー トは東京で、弟エ ドウィンはパ リ極東言語学院に留学中)、H・ ボー トン(オ ラン
ダのライデン大学 に留学中)、G・ ボールズ、C・ ファーズ(京 都で 日本語の勉強中)を 挙
げている。1920年 から1930年 代にかけて、ハーバー ド、 コロンビア、 シカゴ大学を中心にこ
のエ リセーエフ門下の若い日本学者たちが育 ち、米国で 日本に関する98本 の博士論文が完
成。日本研究の中心 は異国趣味 と伝統的な古い日本の研究が中心の旧大陸か ら新大陸、日本
の現状 に興味 をもつ米国の新しい世代へ移っていった時代であった。
(5)1940年 か ら1945年:太 平洋戦争 前後 米国政府主導の 日本研究の発展
1930年 代 には満州事変が起 り、国際連盟による日本軍の満州撤退勧告可決に続き、日本 は
国際連盟 を脱退 し、米国ではニューディール政策が行 き詰 り、 日米通商条約廃棄な ど、 日米




日本の侵略行為 は同会設立の精神に反す るものと、米国政府への全面協力 を発表 し、①極東
専門家の斡旋、②米国政府の委託研究、③米国軍教育資料の作成、④啓蒙的出版物の刊行 を
実施 した。
実際に、 日米戦争の開始 により、米国ではあまり知 られていなかった極東の敵国に関する
知識 と情報の需要が高 まり、数少ない日本専門家はすべて政府関係機関に動員され、諜報戦
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術的領域か ら戦後の政策立案まで行 った。 また同時に、大量の情報要員を速成するため、米
国主要大学に増設 された日本語コースに教官 として配属 された。例 えば、国務省では、H・
ボー トンやカール ・レーマー(ミ シガン大学)、 陸軍情報部ではエ ドウィン ・ライシャワー
(ハーバー ド大学)、戦時情報局(OWI)で はルース ・ベ ネディク トやオーエ ン ・ラチモア
(ジョンズ ・ホプキンス大学)、J・K・ フェアバ ンク(ハ ーバー ド大学)、 ジョージ ・タイラ
ー(ワ シントン大学)、W・ ホランド(太 平洋問題調査会)、H・M・ ヴィナック(シ ンシナ
ティ大学)、 クロー ド・バ ス(ス タンフォー ド大学)、 外国経済局(FER)で はルパー ト・
エマソン(ハ ーバー ド大学)、 戦略局(OSS)で はK・ コールグローブ(ノ ースウエスタン
大学)、C・ ファーズ、T・A・ ビッソン、A・J・ グランジェフ、E・M・ ハー ドレイ、
ブレークモア、海軍情報部(ONI)で は、A・ ロス、W・ シーボル トなどである。彼等の名
前や著書が戦後の日本研究史上に日本研究者 ・専門家 とその業績 として現れる。
1942年 には国務省特別調査部 に極東班が設置され、G・H・ ブレー クスリー(ク ラーク大
学教授)が 統括、H・ ボー トン(コ ロン ビア大学助教授;日 本史)、J・W・ マスラ ンド
(スタンフォー ド大学助教授;政 治学)ら6名 の日本専門家が配属、対 日戦後政策 を中心に
研究討議 を重ねた。1943年 には国務省が陸 ・海軍 と部局問地域委員会をつ くり、その中の極
東地域委員会(ブ レークスリー座長、ボー トン幹事)が 討議、承認 した政策文書が対 日占領
政策の原型 となった。
1942年 、米国陸軍はヨーロッパ大陸および太平洋 ・アジア地域への大規模な進攻作戦 に対
応 して占領地の行政計画のため、バージニア大学(シ ャーロットビル)に 陸軍軍政学校 を新
設 した。海軍 は太平洋諸島の一部 のみを担当。適性ある将校を選び、対戦国の言語を含む軍
政要員の教育を行い、1942年5月 か ら1946年2月 の閉校 までの期間に2905人 が卒業 した(第
1-7期 生 まではヨーロッパ、8;期 〔1944年6月 〕以降は極東向け要員であった)。極東関係







集委員会 を結成、『民事ハ ンドブック』や 『民政ガイ ド』 など、軍政学校 や後方部隊で使用
する対戦国の地理、経済、政治、社会、文化 についての教材や手引き書を作成 した。海軍、
司法省、戦略局、外国経済局等 は各機関独自の日本に関する参考文献 『民政の研究』 シリー
ズなど、数百冊 を作成 したが、海軍の 『琉球列島ハ ンドブ ック』(1944)の ように日本 につ
いての調査研究報告書 として今 日も高 く評価 されているものも多い。
1941年 、太平洋戦争の勃発後、対 日戦争の遂行 と戦後処理の必要から、 日本語の出来 る人
材養成のため、米国各地 に日本語学校が設置 されたが、なかで もミシガン大学(ア ンナーバ
ー)の 陸軍 日本語学校 とコロラ ド大学(ボ ールダー)の 海軍日本語学校が有名である。戦争
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中養成 された日本語 の堪能な将校 は約2000人(陸 軍800人 、海軍1200人)で 、戦時中の 日本
人捕虜の尋問や戦後の日本 占領軍の通訳な どとして活躍 した。その中の400人 が戦後大学 に
戻 り、米国での日本語教育および日本研究の発展に貢献 した。彼等の中か ら出て くるのが後
述の50年代の日本研究の第2世 代のグループである。
1940年 にコロンビア大学に設 けられた国際関係の研究所で、戦時情報局の後援のもとに、
マーガレット・ミー ドやルース ・ベネディク トなど人類学者や心理学者が、外国各国の国民
性の研究 を行 っていた。開戦後 は日本研究に重点が置かれ、 日本移民の調査な どを行い、そ
の研究成果の一つがルース ・ベネディク トの 『菊 と刀』(1946)で ある。 このような人類学
的アプローチは1930年 代にシカゴ大学のJ・ エンブリーが熊本県須恵村で行ったフィール ド
ワークによる農村調査 に端を発 し、1940年 代 に文化人類学的な研究方法 として発展 し、次代
の 日本 についての学際的な地域研究に大 きな影響を与 えた。 この背景にもニューディール政
策の一環 に学者の経済的救済 として政府が地域研究 を奨励、助成 したことがあ り、 これが今
日のアメ リカ研究の発端にもな り、米国における地域研究の政府の奨励や発展方向 として一
つの流れを形成 しているといえよう。
(6)1945年 か ら1950年 代:太 平洋戦争後の 占領時代
第二次世界大戦後、世界の指導者 となった米国 は非西欧地域の研究に力をいれ、特に日本
については占領政策 を効果的に実施するため地域研究 を重要視 した。
1945-1952年 間の占領期間中、連合軍最高指令部(SCAP;GHQ)に より日本の多角的な
実地調査が行われ、この報告書が、戦時中米国政府の行った日本 についての調査研究 ととも
に、戦後 の米国における日本研究の基礎資料 となった。また、 日本 の民主化の諸問題、即ち
農地改革や新憲法、学校制度の改革などが米国の日本専門家により企画立案 され、その実施
は絶対的な権力をもつ占領軍主導の壮大な実験にも似た ものであった。
1945年 から1949年 にかけて、イエール(1945)、 ワシントン(シ ア トル;1946)、 ミシガン
(1947)、 ハーバー ド(1947)、 コロンビア(1948)、 カ リフォルニア(バ ークレー;1949)の
6大 学 に東アジア研究所が設立され、1947年 か らカーネギー、次いでフォー ド、ロックフェ
ラーの各財団による日本を含むアジア研究への財政援助が始 まった。
1950年 代になると、さらに各地の日本研究 プログラムが増設 され、既成の東アジア研究部
門の一部であった ものも、独立す るようにな り、東部(ハ ーバー ド、イエール、コロンビ
ア)、 中西部(ミ シガン、シカゴ)、西海岸(カ リフォルニア大バークレー校、スタンフォー
ド)の3地 域に日本研究の拠点が設立 され、全米 をカバーするネッ トワークを形成 していっ
た。当時の日本研究の特色 は、学際的な 「地域研究」 と文化人類学的フィール ドワークの手
法である。1958年 にフォー ド財団の助成でアジア学会 の中 に近代 日本研究会議(Confer-
enceofModernJapan)が 設置され、米国学術団体協議会(ACLS)と 米国社会科学研究評
議会(SSRC)が アジア研究合同委員会 を設立 し、学際的な研究プロジェク ト 「日本の近代




文化 についての軍政教育が契機で日本研究に興味をもったマ リウス ・ジャンセ ン、 ドナル
ド・キーン、エ ドワー ド・サイデンステッカー、ハ ンス ・ベ アワル ドなど、② 日本生 まれ
(宣教師の子供が多い)で 、米国高等教育機関の日本研究第1世 代のライシャワーをはじめ、
ジョン ・ホール、 ドナル ド・シャイブリーな ど、③朝鮮戦争が契機で興味 を持 ったエズラ ・
ヴォーゲル、アルバー ト・クレイグなど、日本研究者の第2世 代の学者たちであった。1950
年代の終わ りに、全米で 日本研究者 は100-200名 とされ、日本語履修登録学生数 は837名 と
なった。
(7)1960年 か ら1970年 代:冷 戦構造 と世界戦略のための 日本研究
55年体制が定着 し、冷戦構造が深 まり行 く2大 超大国米ソ対立の時代、 ソビエ トのスプー




潤沢な研究費 の助成が行われる時代 となった。1963年 度にはNDEAの 援助 によ り、197名
の日本語専攻の大学院生が奨学金を受けている。
1950年 代 に設立 された各大学の日本研究プログラムや研究所 は、60年 代になると一段 と充
実発展 し、日本研究専任8名 以上、日本研究4科 目以上、日本語文献2万5000冊 以上を備 え
た研究所 は、1945-1949年 に発足した6大 学 に60年代 に出来たシカゴ、スタンフォー ド、プ
リンス トン、ハワイ、UCLAの5大 学を加 えて、合計11大 学 となった。1960年 にスタンフ
ォー ド大学は東京に現地教育センターを設立 し、 これは現在米国とカナダの大学15校 が加盟
し、横浜のアメリカ ・カナダ大学連合 日本研究センター となっている。
SSRCとACLSの 合同調査委員会により1968-1969年 に実施され、1970年3月 に発表 さ
れた、イエール大学ジョン ・W・ ホール教授による日本研究 の総括的な調査報告(「 ホール
報告」;JapaneseStudiesintheUnitedStates:AReportontheStateoftheField,Current
ResourcesandFutureNeeds)に よれば、1968年 に135の 大学及び研究所 に416名 の日本研究
スタッフがお り、 日本語教育は75校 が学部 レベルで、23校 が大学院レベルで行われていた。
この日本研究者の49%が41歳 以下で第3世 代の進出を示 し、その専門分野の65%は 人文科学
系であった。
研究動向の特色は、学際的な 厂日本近代化」プロジェクト(1958年 発足)に 見られるよう
に、 日本の近代化の成功 と成長の秘密を、政治的展開、経済的発達、社会的変化、文化的変
容、思想 ・態度の継承 と発展の面から総合的 に分析する研究であり、他の発展途上国に対す
る米国政策の参考にするのが このような研究の目的であった。各専門分野の トップレベルの
日本研究者が集 まり、1962年 か ら6回 の学際的な共同討議が行われ、その成果が 「日本近代
化シリーズ」の出版(1965-1971)と なった。 このような日本研究の進展につれて、政治学
や近代史の分野で研究が細分化、専門化 し始める一方、『菊 と刀』の延長線上で 「甘 え」や
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終身雇用制度、官僚機構 などの日本特有のテーマを取 り上げる傾向が強まった。同時に、50
年代に日本研究の主流であった 「地域研究」 に対する 「ディシプ リン」(専 門の学問分野別
研究)と の相克の問題が60年 代中期から起 る。「ホール報告」は、日本研究が学問 として正
統な地位 を得るためには、既成の学問体系 に準 じた専門分野において評価 されねばならない
ことを指摘 している。即ち、米国政府の国策による地域研究 として発達 した日本研究が 「地
域研究」に安住 していると 「特殊計画」的な性格 を保つ ことであ り、国策上不要になれば切
り捨て られる危険がある。正統の学問体系に組み込 まれるために、理論的な比較研究 として
の日本研究が必要 とされた。
この背景には米国の社会的価値観に革命的な変革の起 こった時代の影響があった。対外的
にはベ トナム戦争への介入からその泥沼化への焦 り、国内では50年代から表面化 してきた人
種問題が60年 代 の公民権法の制定 とな り、米国社会を構成 している多様 な弱小民族が各々の
権利を主張 し、民族的背景に誇 りを持つようにな り、同時にWASPの 主導力が揺 らぎ、既
成の価値観が崩れ、大学紛争の火の手が上がった時代であった。一方、1960年 代に日本 は高
度成長期に入 り、経済面での日米関係が逆転 してい くターニング ・ポイントを迎 える。 ま
た、20世 紀初頭から米国で発展 してきた中国研究が中国本土 との国交断絶以来停滞し、優秀
な中国研究者が 日本研究に転 じた時代で もあった。
(8)1970年 代:地 域研究か ら専門分野へ
1975年 のベ トナ ム 戦 争 か らの敗 退 は米 国 の社 会 に 深 い傷 跡 を残 し、 米 国 の 繁 栄 成 長 の 時 代
は終 る。 海 外 の 「地 域 研 究 」 よ り も深 刻 化 す る 国 内 の人 種 、 犯 罪 、 環 境 な どの 社 会 問 題 に関
心 が 高 ま り、 経 済 的 不 況 か ら米 国 の高 等 教 育 は停 滞 し、141大 学 が 閉 鎖 され た。 に も拘 らず 、
日本 研 究 は伸 長 し続 け た 。1976年 日 米 文 化 会 議(CULCON)の 日 本 研 究 実 態 調 査 の 報 告
(「マ シー 報 告 」;Elizabeth&JosephA.Massy,CULCONReportonJapaneseStudiesat
CollegesandUniversitiesintheUnitedStatesintheMid-70's)に よれ ば、70年 代 前 半 に50
大学で新たに日本研究が始 まり、1975年 には全米2000大 学の約1割 にあたる196校 で 日本研
究 ・教育が実施され、日本研究者 は推定846名 とな り、地域的に全米各地に広がっていった。
この理由の一つとして、1965年 以来赤字 となった米国の対 日貿易が年 を追 って累積増大
し、繊維や自動車、肉 とオレンジなど貿易 をめぐる日米間の経済摩擦が深まる一方、日米経
済関係の緊密化から、日本の法制、金融、投資などについて高度な知識が必要 とな り、大学
のロウ ・スクールやビジネス ・スクールなど、専門職 の分野で日本研究者が増加 したことが
挙げられる。 日本研究者が象牙の塔か ら社会の専門職へ と拡大 を始めた時代である。
同時に強 まった米国内の対 日批判に対 して、 日本 についての誤解を解 くべ く、日本政府や
民間企業が米国の日本研究へ資金援助 を行 うようになり、イエール大学の日本研究の廃止を
食 い止 めた り(1970年 住友銀行)、 ハ ーバー ド ・ロウ ・ス クール に日本法 の講座 が設立




買い取った代金で1975年 に米国政府が 日米友好基金を設立し、 日本での米国研究、米国での
日本研究 の振興、 日米芸術交流事業、米国での市民レベルの日本の普及活動を始めた。
この時代の日本研究の動向の特色 としては、1960年 代か ら起 こった 「地域研究」 と 「ディ
シプリン」の相克が続 く中に、「ホール報告」で提唱 された 「地域研究」か らの脱却 と理論
的比較研究面の重視が、新 しい潮流 として現れてきた。「政策決定過程」や 日米 の社会や言
語の比較か ら社会構造や文化の違いを分析するコミュニケーションやイメージの研究など、
西欧的理論 と手法で日本研究問題 を比較研究する傾向が増大 し、 これまでの研究対象 として
日本を観察することか ら、文化的な交流 をめざす学問に変わってきた。
21世紀 は日本の世紀 と予測 したH・ カーンに始 まって、E・ ヴォーゲルのJapanasNo.1
にいたるまで、 日本への興味が学術書のベス トセラーを輩出させた時代であった。
(9)1980年 代:日 米貿易戦争か ら世界的構造変化の時代ヘ
ジャパン ・バ ッシング とリビジョニス トたち
1970年 代後期のベス トセラー小説J.Clavellの 『将軍』がテレビドラマ化 され、1980年 代
初頭 に全米で放映、大衆 の日本への興味をか きたて、大学 の日本研究過程の学生を増や し
た。 また、一方で歴史を下層民の立場から再検討する新歴史学派がシカゴ大学を中心 に起 こ
り、シカゴ学派 と呼ばれ、近世 日本の小作制度などの研究書出版が増えた。
1983年 に国際交流基金が米国社会科学研究評議会(SSRC)に 委託 した調査 による と、
1982年 度に日本研究が行われている米国の大学 は197校 。 これ らの大学の多 くが、例えばア
メリカ ・カナダ11大 学連合 日本研究センターなど、日本研究 ・教育のための共同出資や共同
研究計画を持ち、図書館の共同利用、日本 の大学 との学生交換や共同セ ミナーなどを行って
いる。 日本語 ・日本研究のプログラムをもつ高等教育研究機関の地方分散化が進み、後発の
弱小新興研究機関が連合 してプロジェクトを行 うケースが増 えてきた。
この報告によれば、日本研究者 は1025名 だが、「日本研究者」の定義が難 しく、大体1100
人から1300人 と推定される。その90%が 大学に所属し、40歳 台が一番多い。 またその大多数
が米国人であるが、日本で育 った り、日本人 の先祖 を持 つ者が多い。博士号取得者が81%
で、そのうちの54%が イエール、ハーバー ド、 コロンビア、 ミシガン、シカゴ、スタンフォ
ー ド、カリフォルニア(バ ークレー)の7大 学か ら取得 しており、専門分野 としては社会科
学、言語、文学、歴史が多い。彼 らの日本語能力は極めて高い。 日本研究者のみの学会 はな
いが、殆 どがアジア学会(AssociationforAsianStudies;AAS;1941年 設立;1985年 度会員
約5000名)に 所属 し、文学や 日本語教育関係ではAssociationforTeachersofJapanese
(ATJ;1962年 設立;1975年 度会員412名)の 会員が多い。
また、全米の大学で日本語を履修する学生数は、1986年 度で2万3454名 とな り、1983年 か
らの3年 間に単純1頂位が9位 から6位 へ躍進、45%増 加で、他の外国語に比べて最高の伸び
率であった(ModernLanguageAssociationNewsletter,Fall,1987)。
日本が経済大国と呼ばれ、最長寿国の一つ となった80年 代の終 りに、P・ ケネディはベス
トセラーになった著書 『大国の興亡』の中で、軍事費 を使いすぎて滅びる米国や ソ連 にたい
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し て、 軍 備 を持 た ず 経 済 大 国 とな る 日本 の 興 隆 を 予 測 した 。 国 内 で の 人 件 費 の 高 騰 に つ れ
て 、 米 国 に 工 場 を作 り、 現 地 の 米 国人 を雇 っ て 生 産 す る 日本 の会 社 が80年 代 に入 って1000社
を越 え た 。 日本 語 能 力 が 就 職 に有 利 とな り、1989年 に全 米 の大 学 で の第 二 外 国語 と し て 日本
語 を履 修 す る学 生 数 は さ ら に増 加 し、 順 位 が あ が っ た(ス ペ イ ン語 に 次 い で2位 と言 わ れ て
い るが 情 報 源 未 確 認)。 一 方 、 レ ー ガ ノ ミ ッ ク ス の破 綻 を 日本 の 経 済 発 展 の故 に さ れ た り、
日本 の市 場 開 放 にか らみ 結 論 の 出 な い 政 府 間 の 日米 構 造 協 議(StructuralImpedimentsIni-
tiative)や バ ブ ル 経 済 日本 企 業 の 米 国 不 動 産 の買 い 占 め へ の 反 感 な どか ら、 日本 を攻 撃 す る
ジ ャパ ン ・バ ッ シ ン グ が80年 代 後 半 の 流 行 語 とな っ た。 こ の言 葉 が 最初 に使 わ れ た の は1986
年 のForeignAffairs冬 期 号 。Revisionistた ち の 日本 異 質 論 が 盛 ん にな り、 学 界 で も日本 に
肯 定 的 な 学 者 はJapanapologist(Japanologist+apologist;日 本 の弁 護 人)と 呼 ば れ 、 日
本 政 府 関 連 の奨 学 金 、 研 究 助 成 金 へ の 応 募 が減 っ た。1988年 の米 国 大 統 領 選 の後 、 従 来 の 対
ソ戦 略 に 代 わ っ て、 日本 を ど う扱 うか が 新 政 権 の 最 大 の 問 題 と して 浮 か び上 が っ て 来 た 。
1989年 の 国 際 交 流 基 金 が ア ジ ア 学 会 に 委 託 調 査 し た報 告 書(JapaneseStudiesinthe
UnitedStates:DirectoryofJapanSpecialistsandJapaneseStudiesInstitutionsinthe
UnitedStatesandCanada)に は、Japanspecialists(日 本専門家)と 思われるカナダ、ア
メリカ在住の4009人 に調査票を送 り、回答 した1224人 の人名録および、 日本研究プログラム
をもつ大学や研究機関が記載されている。 しか し、 この名簿にはE・ サイデンステッカーや
J・ ダウワー、S・ ハンレイなど、日本研究で有名な学者が記載 されていない。この調査報
告を監修 したハワイ大学のバ トリシア ・スタインホフ教授によれば、 これ は現在活躍中の専
門家の約3分 の2程 度が収録 され、大学研究機関 については実数の90-95%を 網羅した とい
うことである。ジョージ ・アキタ ・ハワイ大学名誉教授はこの調査結果を分析 して、① 日本
研究 ・教育機関の規模 と所在地の拡大、②弁護士など大学研究機関外の日本専門家の増加、
③女性専門家の増加、④ 日本語が出来る学者の増加、⑤ 日本生 まれの学者の増加、を特色 と
して挙 げている。
なお、 この報告書で 日本研究所、 日本研究講座 または日本研究に関す るプログラムを持っ
米国高等教育 ・研究機関の地域別分布状態を見ると、全米50州 のうち43州 にわたり延べ306
機関 となる(表1;次 ページ)。47機 関が所在するカリフォルニア州 を筆頭に10機 関以上所
在の州 は7州 でその合計 は154機 関となる。東部13州 が全米の機関数の30%を 占め、次いで
南部12州 約30%、 中西部10州 が25%、 西部3州 で約3%、 あ とハワイ、アラスカ、グアム と
続 く。日本研究プログラムは35大学 とSSRCな ど4研 究機関で行われている。
大学での学位 と単位履修 を種類別に見ると、学部 レベルで 「アジア研究」(日 本を含む)
の学士号 を出す大学が42校 、「東アジア研究」42校 、「日本 または日本語」が50校 で、全米の
合計134校 。大学院レベルでは 「アジア研究」16校 、「東アジア研究」18校 、「日本/日 本語」
25校 である。 この他、履修単位が認定 される特別プログラム としては 「アジア研究」が9
校、「東 アジア研究」8校 、「日本 または日本語」が6校 で全米の合計23校 となり、総計216




西部 南部 北東部 中西部 その他 地域 機関数
1)カ リフ ォル ニ ア州
2)ニ ュ ー ヨー ク州
3)マ サ チ ュ ー セ ッツ 州
4)オ ハ イ オ州
5)イ リノ イ州
6>ペ ン シル バ ニ ァ州
7)ヴ ァ ー ジニ ア州
8)ワ シ ン トン州
9)ワ シ ン トン特 別 区
10)オ レ ゴ ン州
11)テ キ サ ス 州
12)イ ンデ ィア ナ州
13)ミ ネ ソ タ州
14)ミ シガ ン州
15)ハ ワ イ州
16)ノ ー ス カ ロ ラ イ ナ 州
17)コ ネ テ ィカ ッ ト州
18)テ ネ シー 州
19)フ ロ リダ州
20)ジ ョ ー ジ ア州
21)ウ ィ ス コ ン シ ン州
22)ロ ー ドア イ ラ ン ド州
23)ニ ュー ジ ャ ー ジ ー 州
24)メ リー ラ ン ド州
25)ミ ズ ー リ州
26)ア リ ゾナ 州
27)ケ ン タ ッ キ ー州
28)ル イ ジア ナ 州
29)オ ク ラ ホマ 州
30)カ ンザ ス 州
31)ア イ オ ワ州
32)コ ロ ラ ド州
33)メ イ ン州
34)ウ エ ス トヴ ァ ー ジ ニ ァ 州
35)バ ー モ ン ト州
36)ア イ ダ ホ州
37)ア ラバ マ 州
38)ネ ブ ラス カ州
39)ユ タ 州
40)サ ウ ス カ ロ ラ イ ナ州
41)ア ラス カ 州
42)ニ ュ ー ハ ンプ シ ャ ー 州




























































一ズは70機 関で行われている。また、訪 日グループのためのオ リエンテーションは87機関、
研究会は42校 、中 ・高校教師のための夏期講座 は23校、ワークショップは37校で行われ、そ
の他 の特別プログラムは63校で行 っている。
研究成果の発表 としての日本研究プログラムに関する刊行物 は、16機 関がジャーナルを発
行 し、モノグラフは14機i関、ニューズレターは35機 関、オケージョナル ・ペーパー は25機
関、研究報告書は17機 関で発行 されている(但 し重複機関あ り/表2;次 ページ)。
また、舞台芸術の分野での日本研究 は、歌舞伎 を11大学で、能を13校 、日本舞踊 を16校、
邦楽を15校 で、また一般教養の中で取 り上げているのは29校 ある。美術 について言えば全米
71の美術館(大 学付属美術館 を含む)や 図書館が日本美術資料 を所蔵 している。
図書館所蔵の日本関係資料 について見 ると、60の 大学や研究機関の図書館が 日本語の文献
資料 を所蔵 している。そのうち8万 冊以上を所蔵 しているのは14図書館で、2万 冊以上か ら
7万9999冊 まで所蔵の図書館 は15館、500冊 か ら1万9999冊 まで所蔵が31あ る。西欧語で書か
れた日本研究文献資料は149図 書館で所蔵されているが、1万 冊以上所蔵しているのは19館
で、500-9999冊 所蔵が46、 特別 コレクションを所蔵 しているのが84機 関である。1980年 代
と比較すると、オハイオ州立大学の63%増 を トップにオレゴン大学の52%増 、カリフォルニ




AssociationforAsianStudies,Inc.)の 日本部門に収録 された論文 を分析すると、1980年 に
129だ った論文数が毎年増加 し、1987年 には約2倍 近 い226と なっている。現代 日本 を主題 に
したものが1980年 に約30%だ ったが、1987年 には60%と なっている。また、博士号 を専門分
野別にみると、経済学が一番多 く、ついで政治学、社会学、教育学が多いが、1984年 以降、
環境工学、土木工学、薬学、地震学など、 自然科学分野へ と拡大 されていく。 ヨーロッパで
の日本研究成立以来正統派 とみられていた近世以前の日本文学、文化芸術などが主流 を占め
る人文学系の分野 は80年 に約30%を 占めていたが、1988年 には19%と なっている。
以上のことからも、80年 代の米国の日本研究の特色 は、人文科学分野の比率の低下 と社会
科学分野 の興隆、自然科学分野への拡大が挙 げられ、 日本研究がすでに地域研究の域 を脱 し
て、学問上の専門分野に吸収されたことを示 している。
(10)1990年 代初 頭 の現状
1990年 代 に 入 る と、AASは 設 立50周 年(1991)を 迎 え、 会 員 数 は7561名 と な り(AAS
MembershipDirectory1990)、 日本 を研 究 対 象 に す る会 員 は1660名 で 全 体 の22%を 占 め る
よ うに な っ た 。1986年 度 の名 簿 で は会 員 総 数5823名 中 、 日本 を研 究 対 象 とす る会 員 は1021名
で 全 体 の17%で あ っ た。 日本 研 究 者 や機 関 数 の増 大 につ れ て、10万 冊 以 上 の 日本 語 文 献 を持
つ 大 学 図 書 館 が 増 加 した(表3;p.207)。 米 国 の 日本 研 究 は新 し い段 階 に入 り、 ①E・ ラ イ
シ ャ ワ ー の死 やD・ キ ー ンやM・ ジ ャ ンセ ン な どの 日本 研 究 者 の 世 代 交 代 、 ② イ リエ ・ア キ
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TheNationalPlanningTeamforAcademicJapaneseLibrariesに よ る1991年12月 一1992年1月 施 行 の調 査 結 果
AAS,CEALの1979/80(CEALBulletin,#67,P.27)お よび1989/90(CEALBulletin,#92,P.33)の 調 査 結 果 の
比 較
1989/90ASS,CEAL調 査 結 果 の 数 字(CEALBulletin,#92,P.33)
CJK(中 国 ・日本 ・韓 国 混 交 で 日本 の み を 抽 出不 可)
*3十*4
100%デ ー タベ ー ス化
ラ(日 本人)ハ ーバー ドのライシャワー研究所長、テツオ ・ナジタ(日 系人)ア ジア学会
(AAS)会 長、フクイ ・ヨシハル(日 本人)の アジア学会東北 アジア部会長就任な ど、日系
人および 日本国籍の研究者が指導的地位 につ く構造的変化、③SSRC、ACLSとJSPSの 国
際的な共同研究の強化、④ 日米経済摩擦、構造'協議の慢性化が学界へおよぼす影響の懸念、
⑤ 日米間の大学や姉妹都市提携プログラムの一環 としての交換留学生などの増加、米国での
日本語教育の普及などにより日本語の一次資料 を使える学生 ・研究者の増加 などが この80年
代末から90年代初頭の特色 として挙げられよう。
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このような日米関係を反映 して、1990年 に安倍外務大臣が日本政府特使 として米国へ派遣
され、 日米親善交流基金(GlobalPartnershipFund)の 創設 を発表。1991年4月 に500億 円
が出資 され、国際交流基金の中に日米センター(TheJapanFoundationCenterforGlobal
Partnership)が 設立された。このセ ンターの目的は 「日米両国が国際的責任を分かちあい、
世界に貢献す るため、世界的視野に基づ く協力 と日米相互理解のため両国各界各層における
対話 と交流の促進」 とうたわれている。事業領域は知的交流 と地域および草の根 レベルの相
互理解の推進で、東京 とニューヨークに事務所が置かれた。 この日米センターの資金をもと
に、安倍 フェローシップ(AbeFellowship)が 設けられ、1992年 よりACLSの 協力のもと
にSSRCが 運営し、①グローバルな課題、②先進工業国に共通な課題、③ 日米関係 の緊密
化に重要な課題 について日米の人文、社会科学領域の研究を推進 しようとしている。具体的
な研究の主題 は、日本学術振興会(JSPS)とSSRCの 委員の両国の学者たちにより選定 さ
れ、 日米共同研究が進められてお り、その成果は1990年 代の米国における日本研究に大 きな
影響を与えるものと思われる。
また、1980年 代末の二階堂一ゲ ッパー ト会談から始まった米国大学の日本進出は、米国連
邦政府や州政府の大学助成金の激減、学生数の減少 と大学経営の危機感、 日本での国際化流
行などか ら、熱心に進められ、!990年 には米国大学33校(内15校 が1990年 設置)が 日本国内
に開講 した。いずれ も日本の文部省の管轄外である。15校 が私立で残 りが州または市立で、
地域的には15校が東京近辺、9校 が大阪周辺、その他は北海道、秋田、新潟、富山、広島の
各県に点在。26校 が米国本校留学準備 を目的 としている(TheMainichiDailyNews,Dec.
3,90)。 しか し、 このような日本進出大学の米国人教官には広島のニューヨー ク市立大学 リ
ーマン校学長 として来 日したG・ カメロン ・バース ト3世 など、著名な日本研究者 も多い。
横浜 のアメ リカ ・カナダ大学連合 日本研究センター、京都のスタンフォー ド日本センター
など日本についての研究を目的にした機関は別格であり、滋賀県一 ミシガン州の姉妹都市の
成果 ともいうべ き、 ミシガン州立大学連合 日本センターのような成功例 は別 として、 日本の
地方自治体 の 「活性化」や 「国際化」事業の一つ として誘致された米国大学 は不成功に終わ
ったものが多 く、1993年12月 現在16校 に減っている。
世界経済 の中で日本 と米国の占める位置の変化が1970年 代後半からの米国における社会科
学の分野で日本への高い評価をうみだし、次いで、1980年 代初期 には日本の経済発展の奇跡
の秘密を学ぶべ きだ とい う風潮がうまれた。しかし、冷戦構造崩壊 の兆 しが表れる1980年 代
後半には日米経済戦争 と呼ばれる時代 とな り、日本問題が米国の外交問題にまで発展、ジャ
パン ・バ ッシングが流行語 となった。
1980年 代後期以来、近代化 によって西欧と同質になるはずだった日本が、いつ までたって
も西欧 とは異なるルールを変 えようとしないのは、 日本が本来異質な国だったか らだ、 とす
るリヴィジョニス ト(修 正論者)が 台頭 し、日本についての理解 を主張する日本研究者が 日
本のエージェント 「菊クラブ」会員などとよばれ、非国民的扱いをされた りする時代 を迎え
た。
また、貿易問題だけでな く、ソニーのコロンビア映画や三菱 のロックフェラー ・センター
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の買収など、1980年 代末の日本の米国侵略 とよばれた日本企業による米国企業の買収 は米国
マスコミの日本叩きを煽 り、1990年 の湾岸戦争への日本 の対応 は米国の日本叩 きを激化 さ
せ、厂言葉の戦争」 と呼ばれるようになった。1991年 には日米友好基金が リヴィジョニス ト
の総帥 と目されているチャルマーズ ・ジョンソン教授のカ リフォルニア大学サンディエゴ学
校の日本研究資料購入資金の助成を打 ち切 り、「ジャパン ・バ ッシャーへのバ ッシング」 と
ロサンゼルス ・タイムズに皮肉られている(ThelosAngelesTimes,5/10/91)。 ついに1992
年2月 には米国連邦政府機関、米国公民権委員会がアジア系米国人に対する人種的、民族的
偏見 を調査 し、米国政治家たちの日本を叩 く言動が日系およびアジア系米国人への暴力や差




公開の 「日本2000年 レポー ト」が問題になった。




また、 日本の人気 コミック 「沈黙の艦隊」 について、米国中央情報局の内部 レポー ト 「日
本研究:裏 切 りの原子力潜水艦物語大 ヒッ トの原因」などの米国政府機関の日本 に関する報
告書が毎月50本 を越えるなど、米国政府機関による日本人 の意識をさ ぐるための広範囲な調
査研究が盛んに行われている昨今である(『文藝春秋』1993年8月 号)。
現実に即 した政府主導の研究が表面に出る時代がまためぐって来たようだ。 しかし、経済
大国 日本が不況で失速 している昨今、 日本攻撃 もトレンディでなくなりつつあるとか、1990












研 究機関,研 究動向の変遷 と文献資料
モ リソン号,船 主 米 国 人 商 人D.W.C.Oliphant(米 国オ リフ ァ ン ト商会)が 漂 流 水 夫 救 助 を機
会 に 日本 との交 易 と米 国 対外 宣教 委 員会(TheAmericanBoardofCommissionnersforFor-
eignMission;1810年 米 国で 設 立)の 日本 布教 所 設 立 を計 画 した が失 敗 。 この報 告 書"Narra-
tiveofavoyageoftheshipMorrison,CaptainD.Ingersoll,toLewchewandJapan,the
monthsofJulyandAugust,1837"が 中 国最 古 の英 文 定 期刊 行 物TheChineseRepository,
Vol.VI,pp.209-229,353-380に 記 載 。 日本 の 防 衛 状 態 に つ い て 記 述
MannersandCustomsoftheJapaneseintheNineteenthCentury,Haper&Row(編 纂 者
不 明,大 部 分 がvonSieboldの 書 物 に よる もの)刊 行
『米 国東 洋学 会 誌 』(JournaloftheAmericanOrientalSociety)発 刊





スポ ール デ ィ ング,ニ ュー ヨー クで 『日本 遠 征記 』 刊 行
日本 に関 す る著作 ・出版:






Putnam,1885(ペ リー の太平 洋 艦 隊 に参 加 し,発 表 した 旅 行記)
,JapanasItWasandIs,Boston,1855(北 村 勇訳 『中世 近
世 日欧 交渉 歴 史 』上 ・下,現 代 思 潮 社,1981[古 典文 庫6,63])
ペ リー探 検 隊公 式報 告 書,(FrancisHaWks,NarrativeoftheExpeditionofanAmerican
SquadrontotheChinaSeasandJapanundertheCommandofCommodoreM.C.Perry,
UnitedStatesNavy,Washington,D.C.:Nicholson,1856(土 屋 喬 雄 他 訳 『ペ ル リ攝 督 日 本
遠 征 記 』 岩波 書 店,1948-1953)
TownsendHarris(1804-1878),TheCompleteJournalofTownsendHarris,FirstAmer一
icanConsulandMinistertoJapan,ed.MarioConsenza,1930『 日本 滞在 記 』(邦 訳,岩 波
文庫)
幕 府 の英 語教 授 要 請 で米 国 長老 派 医療 宣教 師JamesCurtisHepbum(1815-1911)来 日,神 奈
































日米関係 に影響 を与 えた事柄
歴 史的背景=米 国社会,経 済,日 米 関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
アメ リカ独立宣言(バ ージニア権利章典)を採択
連合規約 が成立,新 大陸の植民地側はアメ リカ合衆国 を称す る
米国,独 立戦争終了。米国連 邦憲法発効
G.ワ シン トン初代米 国大統領 に就任
紀州熊野浦大島で米 国の毛皮会社の傭船 アルゴノー ト号(英国船籍)が糧水 を得た。米 国船 イラ
イザ号(1797,1798,1809),長 崎 に寄港
米 国人 「ステワル ト」(CaptainStwart)長 崎近海で破船 し,来 日米人第1号 となる 『通航 一
覧』(自称米国人説あ り。『日米交渉50年 史』)
米国船エ ク リプ ス号長崎 に来航。薪水,食 物 を許可 され,出 帆
米人R.フ ノレトン蒸気船 クラモン ト号を設計,商 業汽船 の始 ま り
米国最古 の超教派キ リス ト教外国伝導 団体,ア メ リカン ・ボー ド創立
米国大西洋岸捕鯨基地 か ら日本 を中心 に北太平洋海域(Japanesegrounds)に マ ッコウ鯨 を求
めて米国船421隻 が殺到
英清アヘン戦争。清開国,米 国の綿花 の最大 の輸 出先に
徳川幕府,異 国船打払 い令緩和,外 国船 に救助 された漂流 日本人受入開始
米清修好条約締結。サ ンフランシス コー上海直通(80日)太 平洋航路営業開始
米国極東捕鯨盛行 。資本金1700万 ドル以上 が投 じられ,約1万 人が従事
米国船 マンハ ッタン号,日 本漂流民11名(22人 説 あ り)を浦賀 に護送
米国東イン ド艦隊司令官JamesBiddle(1783-1848)提 督,日 本 の開国の意志確認 のた め来航。
浦賀奉行 と通商条約他の交渉 に失敗
米国メキ シコ戦争。メキシコ との和約 によ り米 国,カ リフォル ニア州 を併 合,同 州 に金鉱発
見。太平洋岸への関心高 まり,ゴ ーノレドラ ッシュが起 こる
米国捕鯨船 ラ ドガ 号,蝦 夷の地で破船,乗 組員15名 松前領内に上陸
米国広東事務 官Geisenger,上 記米 国船 乗組員の引 き渡 し要請。東印度艦 隊プエブ ロ号(司令
官Glynn)長 崎へ。オランダ商館長の斡 旋で米船乗組員の引 き渡 しを受 け帰航。帰国後Glynn
は兵力を もって 日本開国をせ まる時期到来 と主張
米国船 アウク ラン ド号,漂 流 日本人一群 を救助,サ ンフランシスコへ。 これ を契機 にCom-
modoreAulickが 日本 開国 を国務 長官 に進言,大 統領 の国書 を託 され 日本へ向か うが,許 可
な く私人 を軍艦 に乗せ召喚され,後 任 にペ リーが任命
ジョン万次郎(1841年 よ り漂流)米 国よ り日本 に帰国,書 信通訳 となる
米国48州 の地域確 定
MatthewCalbraithPerry(1794-1858)東 イン ド艦隊司令官,来 航
ペ リー艦隊ふたたび江戸湾 に来航,日 米和親条約(神奈川条約)調 印
徳川幕府,米 国,オ ランダ,フ ランス,ロ シア と安政和親 条約調印
米国測量隊(提督 ロジャース)来航
初代駐 日米国総領事 タウンゼ ン ト・ハ リス着任
米国,西 欧 に経済恐慌起 こる
米国総領事T.ハ リス と徳川幕府,下 田条約締結
日本が初 めて外国 と結 んだ条約,日 米修好通商条約,勅 許 な しに締結(1894年,日 米航海条約
が調印され1899年 に発効す るまで存続)
横浜開港。長崎 に英語伝習所設立
日本開国後最初の米人宣教 師C.M.ウ イ リアムズ,J.C.へ 隶 ン,S.R.ブ ラウン等6名,長 崎
や神奈川へ到着
日本の輸 出総額9万 ドル



















研 究機関,研 究動向の変遷 と文献資料
税関のため必要 に迫 られ横浜英語所(通訳 の学校)が 開か れ,SamuelRobinBrownな どの米
宣教師が教 えた(同 志社編 『新 島襄書簡集』岩波文庫)
J.C.Hepburn,AJapaneseandEnglishDictionarywithanEnglishandJapaneselndex
(美国平文編訳 『英和語林集成』北辰,1966年,1867年 版復刻)
明治政府,フ ェルベ ックを大学設立のため東京 に招待。開成学校で教鞭 を取った
福井藩の招 きで来 日 したWilliamGriffis(1843-1928),米 国 に帰国 し日本 に関す る著述 と講
演 を行 なう
東京 で英 ・米 人 に よ るア ジ ア研究 団 体 日本 東 亜 学会(AsiaticSocietyofJapan)設 立
TransactionsoftheAsiaticSocietyofJapanを 日本 東亜 学 会(AsiaticSocietyofJapan)よ
り発 刊 。 英 語 に よ る ア ジ ア 研 究 に 貢 献




一訳 『明 治 日本 体 験 記 』平 凡社
,1984)1913年 まで に12版 刊行 。 約 半 世 紀 に わた り米 国 で 日本
に関 す る基 本 図 書 とな る
DavidMurray(1830-1905;1879ま で 文 部省 学 監),OutlineH:istoryofJapaneseEducation,
RutgersUniversity,1876
博 物 学 者EdwardS.Morse(1838-1925)来 日。大 森 貝 塚 な ど縄 文 遺跡 の発 見 者
米 国 初 の 日本 に関 す る博 士 論 文,コ ロン ビア大 学 のHenryMunroe,YessoCoals(蝦 夷 の 炭
田)が 提 出 さ れ た
哲学 者 で美 術 研 究 家ErnestF.Fenollosa(1853-1908)来 日。政 治 学,経 済 学,哲 学 を教 え る
EdwardS.Morse,ShellMoundsofOmori(近 藤義 郎,佐 原真 編 訳 『大森 貝 塚 』 岩波 書 店,
1979)
E.フ ェ ノ ロサ,日 本 の 帝 国博 物 館館 長 お よ び美 術 事 業 部 幹 部御 雇 に任 命 さ れた
PercivalLowell,TheSouloftheFarEast,Boston:HoughtonMifflin,c.1888
EdwardS.Morse,JapaneseHousesandTheirSurroundings(斎 藤 正 二,藤 本 周 一訳 『日本
人 の 住 まい』 八坂 書房,1979)
























歴史的背景 米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
月18日 品川港発,横 浜一 ホノルルーサ ンフランシスコーパナマ経由で3月25日 ワシン トンD.
C.着;所 要 日数66日)
軍艦:操練所教授方頭取,勝 海舟(1823-1899)咸 臨丸でサンフランシスコ訪問
日本 の外国への輸出,47万 ドル に急増
米 国南北戦 争勃発
イエ ーノレ大学で米国最初の博士号 を授与
幕府外交顧 問シーボル ト,米 国に軍艦二隻 を発注。造船専門留学生米国へ派遣
米 国政府,奴 隷解放宣言発布(黒人奴隷約400万 人の解放)
長州藩が攘夷実施,下 関海峡通 過中の米 国商船ペ ンブ ロー ク(Penbroke)号 を砲 撃。米 国公使
は寄港中の米国軍艦 ワイオ ミング号艦 長マク ドウガル(McDougal)に 報復 を命令,長 州攻撃 を
す るが損害 を受 け,幕 府が75万 ドル を賠償(地 方の事件 に中央政府 か ら賠償 を とるべ きで はな
い,と の議論がお こり,米 国政府 は78万5000ド ル87セ ン トを1883年 に日本の外務省 に返却)
ジ ョセフ ・ヒコ(浜田彦蔵)『漂流記』(米 国の情報が 日本へ)
日本の国別貿易額の うち対米 国は7%(英 国80%,オ ランダ7%)
米国の南北戦争終結
砂糖栽培労働者 として日本人153人 がハ ワイ渡航(ハ ワイ移民のは じま り)
日本徳川幕府が大政奉還上表 を朝廷 に提 出,明 治維新。明治新政府樹立。官制改革 と大学設置
オランダ生 まれの米入宣教 師 フルベ ッキ(GkuidoFridolinVerbeck;1830-1898)明 治政府最
高顧問 として来 日,日 本の近代化政策 を推進
日本政府電信事業 を国営で創 設
アメリカン ・ボー ド最初の宣教師,D.C.グ リー ン来 日,同 志社 と神戸女学院の設立 に尽 力
日本政府,在 外使 臣制度 を設け,弁 務使 を英,仏,普,米 国に駐在開始
日本の国旗,日 の丸制定
右大 臣岩倉具視特命全権大使(一 行48名)欧 米 へ派遣。 日米修好通商条約(不平等条約)改正のた
め米国訪問(米 国汽船 アメ リカ号で1871年11月10日 横浜 を出航 。1872年1月21日 ワシン トン到
着。所要 日数72日)
日米郵便条約 ワシン トンで締結(日 本が欧米諸国 と初 めて結んだ対等 の条約)
ワシン トンD.C.に 日本政府公使館 を設置
吉田 ・エヴァー ツ条約締 結(在米吉田公使 とWilliamM.Evarts米 国国務長官間の交渉 の結果,
関税問題等の改正)
この交渉の際,雇 い入れ米 人H.M.Millerの 「我輸入税 ノ過廉ナル状 況報 告」(外務省調査 部
編纂 『日本外交史資料2:日 米外交史』)日本政府側の資料 として提示
米国でアレキサンダー ・グラハ ム ・ベル電話機 の発明
米国の図書館員 メル ビノレ・デ ューイ,図 書十進分類法 を創始
フィラデル フィア独立100周 年博覧会 に 日本出展
ジョンズ ・ホプキンス大学で最初の大学 出版部設置






日本郵船会社設立(世 界最大 の船舶会社 に)





















E.フ ェ ノ ロサ,ボ ス トン美 術 館 の東 洋 部 長 に任 命 され る
LafcadioHearn(1850-1904)来 日
JohnHenryWigmorsed.,NotesonLandTenureandLocalInstitutionsinOldJapan,
fromposthumouspapersofDr.D.B.Simmons(米 人 医 師;1834-1889)(ReadDec.10,
1890)
JohnHenryWigmoreが 『日本 亜 細 亜 協 会 紀 要 』(TransactionsoftheAsiaticSocietyof
Japan)に"LawandJusticeinTokugawaJapan"の 連 載 発表 を開始(1980年 代 に国際 交流 基 金
に よ り 『徳 川 時 代法 制資 料 集』 全9巻 が刊 行)










カ リフ ォル ニ ア大 学 バ ー ク レー校 に東 洋 言語 学 科(DepartmentofOrientalLanguages)設 立
朝 河貫 一,歴 史 研 究 の た めダ ー トマ ス大 学 に留 学,そ の後 イエ ール 大 で 研 究
仏教 哲 学 者鈴 木 大 拙(1870-1966),仏 教 教典 翻 訳 の た め渡 米 。 イ リノ イ州 の 出版 社 オ ー プ ン コ
ー トに入 り,哲 学 者 ポ ー ル ・ケー ラス を助 けて東 洋 学 関係 の出 版 に従 事 す るか た わ ら,『 老 子 道




日本 に関す る7本 の博 士 論文 が1890-1899年 に提 出 され た
LafcadioHearn,InGhostlyJapan,1899,London:SampsonLow,Maston&Co.,1899
InazoNitobe,Bushido:TheSoulofJapan,Putnam,1899
*WilliamAston,AHistoryofJapaneseLiterature(*著 者 は米 国人 で は ない が,米 国で よ
く読 まれ た)
文 部 省 がGriffisめ た め に作 成 した リス トに よ る と 日本 の 公 立教 育機 関 に専任 で教 えた米 国 人
は190人(GriffisPapers,RutgersU.Library).
カ リフ ォル ニ ア大学 バ ー ク レー校 東 洋 言語 学 科 でYoshiKunoが 日本語 の授 業 を開始
FrankBrinkley,Japan:ItsHistory,.ArtsandLiterature,Boston:Tokyo:J.B.Millet,
1901
朝 河 貫 一 がダ ー トマ ス大 学 で 東西 関 係 の講 義 を開 始
L.Hearn,Kotto:BigJapaneseCurios,withSundryCobwebs,c.1902
KakuzoOkakura,TheIdealsoftheEast,Dutton,1903(夏 野広,森 才 子 訳 『東 洋 の 理想 』



















歴史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
米国,ス ー族酋長殺害,ア メ リカ ・インデ ィアンの組織 的抵抗終わ る
日本吉佐移民合名会社設立,ハ ワイへ の契約移民 を中心 に送 り出す
米国経済不況,フ ィラデル フィア鉄道破産,ウ オーw街 の市場崩壊(600銀 行 閉鎖,1万5000会
社倒産,他)
サ ンフランシス コ学務局(BoardofEducation)の 例会 で 日本人の公立学校入学禁止議 決案が
可決
シカゴ万 国博覧会 開催。 日本 出展
日清戦争勃発
日米通商航海条約締結。徳川幕府が締結 した 日米修好条約(1858)の 不平等条項改正,明 治政府
が米国 に対 し法権 を回復
米 国,ハ ワイ(ハ ワイ王国領)併合条約調 印
ノ・ワイ日本人移民665人 中463人が上陸を拒否 され る
渡米 日本移民数1年 に約3000人 にお よぶ
米 国,ス ペイン との戦争の結果,フ ィリピン全土 を領有
日本政府,北 海道旧土人保護法制定,ア イヌ を給与地 に封 じ込め政策実施
日本移民の渡米,1万2000人 にのぼる
米国で ライ ト兄弟設計のエ ンジンつ き飛行機が初 めて飛行 に成功
米国,中 国人移民排斥法 を全米 に拡大決定
米国,フ ランスのJ`oナマ運河会社の権利 を買収
日英同盟締結(1902-1923)
日本政府,日,露,米3国 共同保障による韓 国中立構 想案を拒否
バ ンクーバー とニ ュージー ラン ド間 に太平洋横断 ケーブル完成,英 国 の電信線が世界 を一周
(英国)
シベ リア鉄道 ウラジオス トックーハバ ロフスク間が開通(ロ シア)















岡倉 天心,日 本美 術 と日本 の生 活 につ い ての講 義 を米 国 とヨー ロ ッパ で 開始
ボ ス トンで 日本協 会(JapanSociety)設 立

















ボ ス トン美術 館 の東洋 部 副 部 長(AssistantCurator ,OrientalCollection)に 任 命 さ
TheAwakeningofJapan ,Century
ChristianityinModernJapan,1905
ス タ ン フ オー ド大 学 に極 東 史 講座(ProfessorshipinFarEastemHistory)設 立
朝 河貫 一,イ エ ー)V大 学 の 日本語 と近代 ア ジ ア史 の助 手(ResearchAssociate)と な る
KakuzoOkakura,TheBookofTea:AJapaneseHarmonyofArt,Cultureandthe
SimpleLife,Angus&Robertson
LangdonWarner,日 本 へ美 術 と日本 語 の研 修 に来 日
ニ ュー ヨー ク 日本協 会(JapanSociety)設 立
P.Treatが ス タ ン フォー ド大学 で 東 ア ジ ア近 代 史 の講 義 を開始
朝 河 貫 一,イ エ ー ル大 学 講 師(日 本 文化 史)と な り,同 大 東 ア ジ ア ・コ レク シ ョン部 長 兼任
鈴 木 大拙,OutlineofMahayanaBuddhism(『 大 乗仏 教 概 論』)
GalenM.Fisher,"TheLifeandTeachingofNakaeToju ,"Translations,AsiaticSociety
ofJapan,lstseries,36,1908
1900-1909年 の 間 に 日本 に関す る16の 博 士 論 文 が完 成 。 ほ とん どが 日本 人 留学 生 に よ る もの




カ ー ネギ ー 世 界平 和 財 団(CarnegieEndowmentforWorldPeace)が 米 国 と日本 にお け る講 義



























歴史 的背景:米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
日露戦争勃発
日本連合艦隊 ロシアのバルチ ック艦隊を撃滅,日 露戦争終結
高平駐米公使,ル ーズベル ト米大統領 に日露講和の斡旋依頼
ポー ツマス講和条約調 印
カ リフォルニ ア州 で 日韓 人排斥 同盟会(指 揮者Tveitmore;Anti-JapaneseandCorean
League;外 務省編纂 『外交史資料2:日 米外交史』)結成
中国人排斥法 を日本人に拡張通用す るマ ッキンレー法案提出
カ リフォル ニア州議 会,日 本人労働者の移民阻止決議案 を採択
米 国鉄道王ハ リマ ン(EdwardHenryHarriman)が 来 日。満州鉄道 日米共同管 理計 画(米 国鉄
道 と連絡 して世界一周路線の計画)を 日本政府 と予備協定覚書を交換(1906年 に日本政府,協 定
を破棄)
第2次 日韓条約調印
サンフランシスコ学務 局,日 本学童隔離命令(公 立小学校入学禁止。 日本,清 国,朝 鮮人学童
は東洋人小学校 に入学すべ し)
日本人移民排斥運動の一環 として,サ ンフランシスコの 日本人学童差別事件が起 こり,上 野領
事が市長代理 に抗議 書を送 り外交上の問題 に
日本 と米 国間の海底ケーブルが小笠原 を中継 して結ばれた
日露協約調 印(東 アジアの現状維持,秘 密条項 として満州 の勢 力範 囲分割,日 本 の朝鮮支配 と
ロシアの外蒙古支配の相互確認)
日本政府,対 米戦略を盛 り込んだ帝国防衛 の指針 を作成。は じめて米 国を戦略の対象 に
米 国の対外軍事戦略構想 に対 日,太 平洋戦略構想(コ ー ドネーム,オ レンジ ・プラン)が作成 さ
れた
米 国移民制 限法成立(日本移民のハ ワイよ り米本土への転航禁止)
サンフランシスコ学務 局,日 本学童 を公立小学校 へ復学許可
日本人のアメ リカ移民の制限協約 として 日米紳士協約制定(1907-1924)
高平 ・ルー ト協定成立。高平小五郎 日本帝国特命全権大使 とエ リヒュー ・ルー ト(ElihuRoot)
米 国国務長官の間で太平洋南国商業や清 国問題 にお ける日米 両国の機会均等 と自由平穏 な発展
の確認の公 文を交換
カ リフォルニア州 に排 日問題再然
日本 の生糸輸 出高が世界一 に







米国人口9400万 人,日 本人口5400万 人
日露協約調 印(米国 を主導者 とす る中国への列強借款 団の形成 に対抗,日 露提携 の強化)


















東 京 外 国語 大 学 で 日本 語 学校 を開 校(主 に米 国 宣教 師 を教 育)
ハ ー バ ー ド大 学 に 日本 文 明 の講 座(LectureshipinJapaneseCivilization)設 置 。 初代 の講 師 は
日本 宗教 の研 究 者,姉 崎 正 治


























1910-1919年 の間 に米 国で18本 の 日本 研究 の博 士論 文 が完 成
W.W.McLaren(Prof.,WilliamColl.,Mass.),Present-DayJapaneseGovernment,1919






























歴史的背景 米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
米 人 宣教 師 三 人(SamuelA.Moffett,0.R.Avison,NormanC.Whittemore)が キ リス ト教
会 と政 治 運 動 は無 関係 で あ る と し,逮 捕 者 の 再 調 査 を総 督 に要 求 。米 国 の有 力紙TheNew
YorkHerald,TheWashingtonPost,TheNewYorkTimes,TheNewYorkSunな どが
日本を非難。在東京米国連合通信 東洋支局主幹Kennedy,裁 判は公正 とンポー ト
排 日運動 の結果 カ リフォル ニア州外 国人土地法(第1次 排 日土地法)成立
第1次 世界大戦勃発
日本,ド イツに宣戦布告,大 戦 に参戦
パナマ運河開通
米国,世 界大戦 に参戦
日本,大 戦景気。東京株式市場暴騰。 日本,貿 易黒字1億7585万 円
日露協約調 印(第三国の中国支 配を防 ぎ,極 東 にお ける軍事行動を含 めた 日露提携強化)
米 国,フ ォ ンス トの ラジオ放送局設立(最初 のニュース放送)
船橋一ハ ワイ間の国際無線電信業務開始
ロシア十月革命。 ソビエ ト政権 成立
ロシア革命のため日露協約破 棄
石井 ・ランシング協定(石井菊次郎 日本帝国特派特命全権 大使 とRobertLansing米 国国務長官
が支那での 日本 の特殊利益等 を承認 の公文を交換)
日本,米 国政府 に協力 してシベ リア出兵
露欧 よ りシベ リアを経て帰 国す るチェ コ軍を独軍 か ら守 り援助す るため連合国軍協定に従 い日




米 国移民法制定(ア ジアの一定地域以外の外国人[日 本 は除外]と 帰化不能外国人入国禁止)
米国で農作物が暴落,世 界農業恐慌の始 まり
米国,外 国人土地法(第2次 排 日土地法)が成立。バース ト系の黄色紙が排 日キャンペー ンを繰
り広 げ る




日本,第1回 国勢調査の結果,人 口7698万 人,内 地5596万 人
軍備制限,太 平洋及び極 東問題 について国際会議,ワ シン トンで開催。英,米,仏,日,伊 の



















LangdonWarner ,JapaneseSculptureoftheSuikoPeriod,YaleU.Press,1923(寿 岳 文 章















太 平 洋 お よ び ア ジア 地 域 十 数 か 国 の 学 術 交 流 を 目的 に国 際 的 学 術 団 体,太 平 洋 問 題 調 査 会










コ ロ ン ビア大 学 に米 国最 初 の 日本 史 の 学位 論 文 として滝沢 マ ツ ヨの 「徳 川 時代 の 日本 にお け る
貨 幣 経済 の浸 透 」 が提 出 され た
鈴 木 大拙,EssaysinZenBuddhism,Series1(Series2&3,1933&34)刊 行.米 国 大衆 の禅
へ の 関 心 を集 めた
EvartsB.Greene(Prof,,ColumbiaU.)
Greene,1927
コ ロ ン ビア大 学 に 日本 文 化 セ ンタ ー 設立
ANewEnglanderinJapan,DanielCrosby
RyusakuTsunoda(角 田柳 作)が コ ロ ンビ ア大 学 教 師 に任 命 さ れ る。1955年 の 引退 まで 同 大 学
の 日本研 究 と資料 収 集 に主要 な役 割 を果 たす
ハ ーバ ー ド大 学 に・・」 バ ー ド燕 京 研 究所(Harvard-YenchingInstitute)設 立
米 国議 会 図 書館(LibraryofCongress)に 東洋 部(OrientalDivision)設 立
ロ ツク フ ェ ラー財 団が 国 際教 育 委 員 会(InternationalEducationBoard)設 立,米 国 の 大 学 で




太 平 洋 問題 調 査 会(IPR),E.C.カ ー ター が.中心 とな り,「 米 国 大 学 の カ リキ ュ ラ ム に お け る
中 国 と 日本 」 に関 す る調 査 を行 う。全 米546の 高 等 教 育機 関 の極 東 関係 の研 究,教 育 活 動 の 実
態 を調 査 。 この調 査 の結 果111機 関が281の 中 国及 び 日本 を対 象 の授 業 を行 っ て い るが,中 国 中










歴史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
日本,航 空法 公布,外 務省 に情報部設置
石井 ・ランシング協定廃棄
米国陸海軍長官が対 日 ・太平洋戦 略構想 オレンジ ・プ ランを承認。米 国に挑戦で きる唯一の海
軍国 として日本を想定,次 の戦 争 は対 日 ・太平洋戦争 と予測。1904年 以来大西洋 ・対英(レ ッ
ド),対 南米戦(ブ ルー)の 中でオ レンジ ・プ ランが最重点 に
米国,新 移民制限法(排 日移民法)制定
米国,ク ー ・クラツクス ・クラン(KKK)に よる排 日運動深刻化
米国,ア ー ト・ス ミス世界一周飛行に成功
日本,東 京放送局(JOAK)放 送開始
米国,NBCネ ッ トワーク25局 を結んで放送 開始
東京,大 阪,名 古屋3放 送局 を統合,日 本放送協会(NHK)設 立
日米英 ジュネーブで海軍軍縮会議
ATT米 英間の大西洋横断無線電話サー ビス開始
米入 リン ドバーグ,大 西洋無着陸横断飛行 に成功
米国,パ ン ・アメ リカ ン ・エ アウェイズ社設立
ケロッグ ・ブ リアン不戦条約調印(米仏英 日など15か国)









研 究機関,研 究動向の変遷 と文献資料
み。 ハ ーバ ー ドや コ ロ ン ビア 大 学 で は 中 国 研 究 の み で,日 本 関 係 授 業 は な し と回 答(E.C.
Cartered.,ChinaandJapaninOurUniversityCurricula,1929)
1920-1929年 の間 に53の 日本研 究博 士 論 文が 完 成 。1910-1919年 の3倍







米 国学 術 団体 評 議会(AmericanCouncilofLearnedSocieties;ACLS)に 日本研 究 委 員会
(CommitteeonJapaneseStudies)設 置



















セ ル ジ ュ ・エ リセー エ フ,フ ラ ンス よ りハ ーバ ー ド大学 燕 京 研 究所 の教 授 として招 か れ る
ハ ワ イ大 学 に太 平 洋 ・東洋 問 題 研究 学 部(SchoolofPacificandOrientAffairs)設 立
ハ ーバ ー ド,コ ロ ン ビア 両大 学 で 日本 語 課程 が常 設 にな る
米 国学 術 団 体評 議 会(AmericanCouncilofLearnedSocieties;ACLS)極 東研 究 夏 期 セ ミナ ー
開催 。 ロ ッ ク フェ ラー 財 団 の助 成で,日 本 専 門家 育 成 の た め学 位取 得 前 の 学生 を留 学 させ る奨
学 制度 の実 施 を 開始 。HughBortonnが 最初 の奨 学 生 として1932年 か ら2年 間 オ ラ ンダ の ライ
デ ン大 学 へ,1年 間 日本 の東 京 帝 国大 学 へ 留 学
太 平洋 問題 調査 会(InstituteofPacificRelations;.IPR),FarEasternSurvey創 刊(『極 東研
究 』;1932-1961;AsianSurveyの 前 身)
米 国歴 史 学 会太 平 洋 岸 支 部(AmericanHistoricalAssociation,PacificCoastBranch;現 在 カ
リフォル ニ ア大学 バ ー ク レー 出版 部),PacificHistoricalReview発 刊
出 版:















歴史的背景:米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
暗黒の木曜 日,世 界恐慌始 まる
ニュー ヨー ク証券取引所 の株価暴 落,ウ オール街取引所破綻
全米 にテレタイプ通信網設備
ロン ドン軍 縮 会議(英 米 仏伊 日)
米 国,企 業 倒 産2万6355件,銀 行倒 産1326件,失 業 者1200万 人(日 本32万 人)
全 米 日系 市 民 協会(JapaneseAmericanCitizensLeague;JACL)結 成
満州事変勃発
東京(羽田)空港開港
国際連盟,日 華紛争調査 委員 長 リッ トンの指揮 す る調査 団訪 日(7/32)。 同調査 団報 告書発表
(9/32)
米国経済不況,企 業2万 社が倒産,2万1000人 が 自殺
米国,ボ ーイング247運 航開始
米国 ロサ ンゼル ス ・オ リンピック開催,日 本 も参加



















セ ル ジ ュ ・エ リセー エ フ(SergeElisseef),ハ ーバ ー ド大学 新 設 の極 東 語 学 部(Dept.ofFar
















日本 政 府 は国 際研 究 と日本 理 解 を促 進 す るた め 国際 文化 振 興会 を設 立
日米 両 国 の大 学 生 交 流促 進 のた め 日米 学 生会 議 設 立
TokyoBusinessToday(元Orient稷Economist,ToyoKeizaiInc.,
高木 八尺(YasakaTakagi),「 米 国 諸大 学 にお け る 日本研 究 の 現状 調 査 」
Tokyo)発 刊
(ASurveyofJapa一
neseStudiesintheUniversitiesandCollegesoftheUnitedStates)IPRの た め に調
報 告書 に よ る と日本 語 を理 解 し,研 究 に 日本語 原 書 を利 用で き るア メ リカ 人 は13人 。
ライ シ ャ ワー 兄弟(兄 ロバ ー トは東 京,弟 エ ドウ ィ ン はパ リ極 東 言語 学 院),H.
ンダ の ラ イデ ン大 学),C.フ ァー ズ(京 都 で 日本 語 の 勉 強 中)で あ っ た。 また,
あ る 日本 に関 心 を持 つ 学者,研 究者 の名 簿 の総 数 は107名 で,約2分 の1が 大 学 関係 者
ロバ ー ト ・ライ シャ ワー(RobertReischauer)は ハ ーバ ー ド大学 で 博 士論 文 「日本 にお け る外
国 人 の土 地 所有 」(AlienLandTenureinJapan)を 完成 し,SchoolofPublicandInterna一
査 。 この
この うち
ボ ー トン(オ ラ
この 調査 報 告 に









ハ ーバ ー ド燕 京研 究 所(H:arvard-YenchingInstitute)がHarvardJournalofAsiaticStudies
を創 刊
ビュ ー ・ボ ー トン,ラ イデ ン大 学 で博 士 論 文PeasantUprisingsinJapanoftheTokugawa
Periodを 完成 。1938年 に 『日本亜 細亜 協会 紀 要 』(TransactionsoftheAsiaticSocietyof
Japan)に 発 表









歴 史的背景:米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
ドイツでナチス政権成立




米 国,ダ グ ラスDC3(乗 客21人,時 速160マ イル)初飛行
米 国,ジ ョージ ・ギャラップ,世 論調査研究所設立
米 国,『 ライフ』誌創刊,グ ラフ ・ジャーナ リズム時代始 まる















太平 洋 問題 調査 会(InstituteofPacificRelations;IPR)が ア ジア政 治 研 究 と米 国 の東 ア ジ ア政
策 の検 討 の た めAmerasia(1937-1947)倉i亅 刊






ペ ン シルバ ニ ア大学 に東 洋 学部(DepartmentofOrientalStudies)設 立
EdwinO.Reischauer,ハ ーバ ー ド大学 の教 職 につ く
太 平 洋 問題 調 査会(InstituteofPacificRelations;IPR),日 中戦 争拡 大 を想 定 し,







上 智 大 学,欧 米 の 日 本 研 究 論
DaisetsuSuzuki ,
TheFarEast:AnInternationalSurvey,Boston:





1930-1939年 の 間 に米 国で 日本 に関す る98の 博 士 論 文 が完 成 した
1930年 代 に若 い研 究 者 がHarvard,Columbia,Chicago大 学 を中心 に 育 ち,日 本 研 究 の 中 心
が ヨー ロッパ か ら米 国 へ 移動 を示 す
EdwinO.Reischauer,ハ ーバ ー ド大学 で 博 士 論 文,Ennin'sDairyofHisTravelsinT'ang
China,838-847完 成(Ennin'sTravelsinT'angChina,Ronald,1955)
JohnEmbree,SuyeMura:AJapaneseVillage,U.ofChicagoPress,1939(唯 一 の 戦 前 の
人 類 学者 の著 書;植 村 元 覚訳 『日本 の村 落 社会:須 恵 村 』 関書 院,1955)
ShunzoSakamaki,コ ロ ン ビ ア 夫 学 で 博 士 論 文JapanandtheUnitedStates,1790一









て完 成(大 窪原 二
GovernmentinJapan,RecentTrendsinItsScopeandOperation
Japan'sEmergenceasaModernStateを ハ ーバ ー ド大 学 の博 士 論 文 と し
訳 『日本 にお け る近 代 国家 の成 立 』岩 波 書 店,1953)
(*IPR調 査 シ リー ズ と して刊 行)
LibraryofCongress,Japan:EconomicDevelopmentandForeignPolicy(403)
E.G.Shumpeter,ed.,
cmillan,(雪 山 慶 正,
G.C.Allen,
TheIndustrializationofJapan&Manchukuo,1930-1940,Ma一
三浦 正 訳 『日満 産業 構 造 論 』慶 応 書 房,1942,1943)
JapaneseIndustry:ItsRecentDevelopmentandPresentCondition, Institute
ofPacificRelations,1940
オ レ ゴ ン大 学 に東 ア ジ ア言 語学 科(DepartmentofEastAsianLanguages)設 立
米 国 陸 軍 日本 語 学校(U,S.ArmyJapaneseLanguageSchool/MilitaryIntelligenceService
LanguageSchoo1),ミ ネ ソタ州 フ ォー トスネ リング に設 立












歴史的背景=米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
米 国経済 不況,ニ ューディノレ政策が行 き詰 まり,株 価暴 落
米 国,太 平洋岸反 日労働者大会 開催,日 本製品不買 を決議
米 国,ボ ーイングB17爆 撃機 完成
米 国人 ハ ワー ド ・ヒュ ー ズ,91時 間 で 世 界一 周 飛 行
ドイツ,ポ ーラン ドへ侵入。英仏対独宣戦布告。第2次 世界大戦勃発。米 国は中立を宣言
野村駐米 大使,グ レー駐 日大使 による日米東京会議 開催
米 国,日 米通商条約の廃棄 を通告
米 国,ス ティムソン国務長官を会長 に日本侵略主義不援助委員会結成
米 国でRCA最 初のテレビ放送(ニ ュー ヨーク世紀博覧会開会式)
日本放送協会,国 産テレビ実験放送 に成功
米 国国務省 に外交関係 諸問題 に関す る諮問委員会(AdvisoryCommitteeonProblemsofFor・
eignRelations;ACPFR;政 治,経 済,軍 備制限の3分 科会)設 置(1月)
日米通商航海条約失効(1月),日 米関係 は無条約時代 に突入
米 国政府,戦 後 の国際経済及び政治問題 に関す る各省間検討グループ設置(5月)(国 務,財 務,
商務,農 務,各 省幹部 がメンバ ー)
日独伊三国同盟締結(9月)
米 国国 務 省 に特 別 調査 課(SpecialResearchDivision;SR)設 置。Dr.LeoPasvolsky(ハ ル 国
務 長 官 特 別補 佐 官)が 初 代 課 長(2月)
日ソ 中立 条約 調 印(4/13)






研 究機関,研 究動向の変遷 と文献資料
立
TheFarEasternAssociation(極 東 学 会)が コロ ン ビア大 学 でFarEasternQuarterly(『 季 刊 極
東』)を創刊
米 国教 育評 議 会(AmericanCouncilonEducation),ア ジ ア研 究委 員会(CommitteeonAsia-
ticStudiesinAmericanEducation)を 設 立
ア ジ ア学会(1941年 設立)よ りJournalofAsianStudies(ア ジ ア研 究 の た めの 書籍 雑 誌 目録 と
博 士 論 文 の リス ト も記 載)発 刊
真珠 湾 攻撃 直後 に外交 問題 評議 会(CouncilonForeignRelations)に 対 日政 策研 究 グ ル ー プ が
結成 され た(Prof.Blakeslee座 長,H.ボ ー トン,ロ ック ウ ッ ド,ヤ ー ネノレ提 督 他)
太 平 洋 問題 調 査 会(IPR),太 平 洋戦 争 開始 と と もに,日 本 の侵 略 行 動 はIPRの 精 神 に反 す る
もの と して,米 国 政府 に全 面 的協 力 を発 表。(1)極 東専 門 家 の提 供 斡旋,(2)米 国政 府 の 委託
研 究,(3)米 国軍 教 育 資料 の 作 成,(4)啓 蒙 的 出版 物 の刊 行,を 実 施(IPRAmericanCouncil
のパ ン フ レ ッ ト,KnowYourEnemyJapanは14万 部 印刷 され た)
日米戦争開始 によ り日本専門家 はすべて政府 関係機 関に動員 され,諜 報,戦 術的領域 か ら戦後
政策立案。 また主要大学に増設 された日本語コー スの教 官 に配属 された(国務省:H.ボ ー ト
ン,カ ー ノレF.レ ー マ ー[ミ シガ ン大 学],ク イ ン シー ・ラ イ ト[シ カ ゴ大学]/陸 軍 省 諜 報 部:
エ ドウ ィ ンo .ラ イ シャ ワー[ハ ーバ ー ド大 学]/戦 時精 報 局[OfficeofWarInformation;
OWI]:ル ー ス ・ベ ネ デ ィク ト(1944か ら参 加),オ ー エ ン ・ラ テ ィモ ア[ジ ョン ズ ・ホ プ キ ン ス
大 学],J.K.フ ェ アバ ン ク[ノ ・一バ ー ド大 学],G.テ イ ラー[ワ シ ン トン大 学],W.ホ ラ ン
ド[IPR],ハ ロル ドM.ヴ ィナ ック[シ ン シナ テ ィ大学],ク ロー ドA.バ ス[ス タ ン フ ォー
ド大 学]/外 国経 済 局[FER]:ル パ ー ト・エ マ ソ ン[ハ ーバ ー ド大 学]/戦 略 局[OSS]:ケ
ネ ス ・コー ル グ ロー ブ[ノ ー ス ウエ スタ ン大学],チ ャ ーノレズ ・フ ァー ズ,ト ー マ スA.ビ ッソ
ン,ア ン ド リュウJ.グ ラ ンジ ェ フ,E.M.ハ ー ドンイ,F.ブ レー クモ ア/海 軍 情 報 部
[ONI]:A.ロ ス,W.J.シ ボ ル ト)
米 国 陸軍,ヨ ー ロ ッパ 大 陸 お よ び太平 洋 ・ア ジア地 域 へ の大 規 模 な進 攻 作 戦 に対 応 し,占 領 地
の行 政計 画の た め,バ ー ジニ ア大 学(シ ャー ロ ッ トビル)に 陸軍 軍 政学 校(SchoolofMilitary
Government)を 新 設(5月)。(海 軍 は太 平 洋 諸 島 の一 部 の み を担 当)。 適性 の あ る将 校 を選 抜 し
て,対 戦 国語 の教 育 を含 む軍政 要 員教 育 を行 っ た。
1942年5月 一1946年2月 の 閉校 まで に同校 よ り2905人 卒 業(第1期 生 か ら第7期 生 まで は主 とし
て ヨー ロ ッパ,8期 生[1944年6月 卒 業]以 降 は極 東 向 け要 員。 極 東 関係 教 官:ビ ュー ・ボ ー ト
ン,ハ ン トv一[ミ シガ ン大 学],ガ ブ リエ ル[イ エー ル 大学],フ ァー ンバ ック 及 び,滞 日経
験 の長 いキ リス ト教 宣教 師 ムー ア。 学 生 の ほ とん どが行 政,公 安,法 律学 専 攻)
米 国国 務 省,特 別調 査 部(SR;74名)政 治部 門(54名)に 極 東 班(6名)設 置(8月)。 日本 問題 を主 に'
検 討 。 メ ンバ ー は下 記 の通 り
*GeorgeH.Blakesleeク ラー ク大 学教 授(71歳;国 際 関係;極 東,太 平 洋 問題)が 統 括 。 対
日戦 後 政策 担 当
*HughBortonコ ロン ビ ア大 学助 教 授(39歳;日 本 史)日 本政 治,朝 鮮担 当
JohnW.Maslandス タ ン フ オー ド大 学 助教 授(30歳;政 治 学,国 際 関係)領 土 問題 担 当
CobotCoville外 交 官(勤 務 地 マ ニ ラ,ハwピ ン,東 京,神 戸 他)
*RobertA.Feareryグ ル ー 駐 日大 使個 人 秘 書(24歳)日 本経 済 担 当
*KathrynD.Bartimo(1941年,ク ラー ク大 学Ph.D.取 得 者)研 究 補 佐
(*戦 時 を通 じて1945年 まで 勤 務)
海 軍 省,コ ロ ン ビ ア大 学,プ リン ス トン大 学 に軍 政 コー ス を開 設(8月)。(卒 業 生 数:計1333
名 。極 東 ・太 平 洋 向 けの 卒業 生 はCATS[民 政 訓 練 学校]か らCASA[CivilAffairsStaging
Area;民 政 集 合 基 地;1944年 夏,延 長 教 育 の た めカ リフォル ニ ア州 モ ン トレー に新 設]の 課 程
へ 送 られ陸 軍 に合 流)






歴史的背景=米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
米 国,石 油の対 日輸 出全面禁止(8月)
米 国,大 西洋憲章調 印(8/14)
日本,真 珠湾攻撃。米英 に宣戦布告。太平洋戦争勃発(12/8)
米 国政府,大 統領 と国務長官 の外交政策最 高諮 問機関 「戦後外交政策 に関す る諮問委員会」
(AdvisoryCommitteeonPost-WarForeignPolicy;ACPFP;ACPERを 拡大)を 設置。対






米国,日 系人強制収容(米国大統領令 に も とづ き軍事基地 に指 定 されたカ リフォル ニア,ワ シ
ン トン,オ レゴぞ,ア リゾナ州 に居住 す る日系人約11万 人が敵性国人 として内陸部のカ リフォ
ルニア州 マンザー ナなどの強制収容所 に。 ドイツ系,イ タ リア系は対象外)
米国国務 省特別調査課 に極東班(FarEastemUnit)を 設置。東 アジア,特 に日本専門家 を集
め,対 日政策に重点 を置 いた調査,研 究 を開始(8月)
米国,ボ イス ・オブ ・アメ リカ(VOA)対 外放送 開始









研究機 関,研 究動向の変遷 と文献資料
太 平 洋 問 題 調査 会(IPR)の ケベ ッ ク大 会(12月)に12か 国 の代 表150名 が 参 加,65の 論 文 が提 出
され,日 本 の戦 後 処 理(日 本 軍 の解 体,日 本 の植 民 地 の 回収,朝 鮮 の独 立 の条 件 な ど)も 討議 さ

















ハ ーバ ー ド大学 以 下,主 要 大 学 に民 政 訓 練学 校(CivilAffairsTrainingSchool;CATS)が 新
設,軍 政 学校(SchoolofMilitaryGovernment)の 教 育課 程 の 大 部分 を引 き継 いだ
米 陸軍,ミ シガ ン,ハ ーバ ー ド,シ カ ゴ他 の大 学 で 日本 語 の 研修 プ ログ ラム を設 置
デ ュ ー ク大 学 に財 政 担 当 の軍 政将 校 養 成特 別 課 程(3か 月間)が 設置 さ れた(10月)
ヴ ァー ジニ ア大 学 の 軍政 学 校,最 初 の軍 政 指 令 案 と して 日本 にお け る軍政 方針(天 皇,経 済 財
政 の統 制,そ の他)を ま とめた 小冊 子 を作 成
DraftofDirectiveforMilitaryGovernmentofJapan,Oct,8,1943,NationalArchives;
民政 研 究 編 集委 員 会(EditorialCommitteeonCivilAffairsStudies)が 米 国 国務,陸 軍,海
軍,農 務 各 省,OSS(戦 略 局),FEA(対 外 経 済 局)の 担 当官 で編 成 さ れ,各 主 要 大 学 に置 か れ
た 軍政 学 校 な どの教 育 や陸 軍 後 方 部 隊 の 需要 に応 じ るた め,下 記 の4種 類 の公 式 の教 材,手 引
き書 の作 成 を開始
(1)『 民 事ハ ン ドブ ック」(CivilAffairsHandbook)
OSS調 査 分 析 課執 筆 。U.S.ArmyServiceForceの パ ン フ ン ッ トと して配 布(対 戦 国
別 の地 理,社 会,政 治,行 政,経 済,農 業,商 業,工 業,労 働,運 輸,衛 生,教 育,文
化 の基 本 的 事 実 の集 成 。総 計 数100冊 以 上 刊 行)
日本 関係 だ けで も 『政 府 及 び財 政 』(530ペ ー ジ),『 金 融 と銀 行 』『労働 』『農業 』 その 他,
100冊 以 上 が 刊行 さ れた
(2)『 民 政(情 報)ガ イ ド」(CivilAffairs[Information]GuideorMilitaryGovernment
Guide)
具 体 的 実施 計 画 の参 考 書 シ リー ズ。 占領 政 策 立案 者 の 執筆 多 く,占 領 政 策 の 原型 文 書 と
なっ た
日本 関係 の 文献(CivilAffairsGuidetoJapan;米 国 陸軍 省 パ ン フレ ッ ト31号 系 列)は 約
70冊 の リス トが あ る。 この 他,『 天 皇 と戦 争 』『日本 の6大 都 市 』『日本 の 人 造 肥 料 』『日
本 戦後 の レ ジ スタ ン ス ・グル ー プ 』他,が 作 成,ま た は計 画 さ れた
(3)『 民 事 の研 究 』(CivilAffairsStudies)
(4)雑
米 国海 軍,司 法 省,戦 略局(OSS),対 外 経 済 局(FEA)他,各 機 関独 自 の 日本 に関 す る参 考 文 献





歴史的背景:米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
米国陸軍省 に民事部設置(3月)
米国,日 系人二世 による部隊442が編 成され米国への忠誠 を示す












研 究機関,研 究動向の変遷 と文献資料
海 軍 省 『琉 球 列 島 ノ・ン ドブ ッ ク』(1944),米 国 関 税 委 員 会 「日本 の貿 易 研 究 』 シ リー ズ(1944
-1945年)
,対 外経 済 局 『日本 の予 算 に占 め る軍 事 支 出 の割 合 』 その他,多 数)
国務 省 の組 織 が再 編 成,特 別調 査 課(SR)が 政 治調 査 課(DivisionofPoliticalStudies;PS)と
経 済 調査 課(DivisionofEconomicStudies;ES)に2分 さ れ,ブ レー ク ス リーの 率 い る極 東 班
全 員 が政 治 調 査課(PS)に 配 属
米 国 国務 省 政 治調 査 課(PS)の 極 東班(代 表GeorgeH。Blakeslee;ク ラー ク大 学 教 授;日 本 研
究 主 務者Dr.HughBorton),日 本 占領 の範 囲 と期 間,天 皇 制,領 土 問 題 な ど,政 治,経 済,
各 分 野 に わ た る長期 的 な 日本 占領 政策 の基 本 案ペ ー パ ー を作 成 し,戦 後 外 交政 策 に関 す る諮 問
委 員会(ACPFP)の 分 科 会 に提 出
GeneralPrinciplesApplicabletothePost-WarSettlementwithJapan,July28,1943,T
一357(Blakesleeが 起 案 作 成)
国務 省,部 局 間地 域 委 員会(Inter-DivisionalAreaCommittee)の 一 つ と極 東 地 域 委員 会(The
FarEastAreaCommittee;FEAC;ブ ンー ク ス リー 座 長,ボ ー トン幹 事)を 設置 。 こ こで 討 議,
承 認 され た政 策 文書 が対 日 占領 政 策 の 原型 とな る(10月)
日本 語教 育 のた めの陸 軍 専 門訓 練 課程 が ミシガ ン大 学,ハ ーバ ー ド大 学,シ カ ゴ大 学 な どに設
立











Affairs,3&6,1943)(大 窪 原 二 訳 『日本 の 兵 士 と農 民 』 岩 波 書 店,1958)
NipponTimesWeekly(1943-1956)刊 行
国務 省 の 人事 異 動で グル ー(元 駐 日大使),極 東 局長 に就 任(5月)。 次 長 ヴ ァ ラン タ イ ン(戦 前 の
日本 課 長),特 別補 佐 官 ドー マ ン(元 駐 日大 使 館参 事),日 本課 長 アー ルA.デ イ コー バ ー,課
員 フ ラ ンクS.ウ イ リア ム ズ,ロ バ ー トA.フ ィア リー(い ず れ も元 駐 日大 使館 員)な ど 日本 派
(知 日派;JapanCrowd)を 集 め,い ず れ も極 東地 域 委 員会(FEAC)の メ ンバ ー を兼 ね,政 治 調
査 課(TS)の ブ レー ク ス リー,ボ ー トン ら と共 に 日本 専 門家 と して対 日政 策 を作 成 。 グル ー 局
長 は 「日本 専 門 家 で な い と対 日指 令,対 日政 策 は起 草 出来 ない」 と主 張(MorgenthauDiary,
Vo!l,p.73;GrewMemorandum,June25,1945)
米 国国 務省,戦 後計 画委 員 会(PostwarProgramsCommittee;PWC)設 置 。 国務 省SR極 東
班 の 日本 占領 政 策 案 がACPFPを 通 じてPWCに 提 出
米 国戦 略爆 撃 調 査 団 を結 成 。学 者,専 門 家 を集 め,日 本 の政 治,経 済,軍 事,国 民 生 活 全 般 を





米 国社会 科 学 研 究評 議 会(SocialScienceResearchCouncil;SSRC)に 世 界地 域 研 究 委 員会
(CommitteeonWorldAreaResearch)設 立








歴史的背景=米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
米国,サ イパ ン島に上陸(6/15)
日本軍,サ イパ ン守備隊玉砕全滅(7/8)
米国,モ ーゲ ンソー ・プ ラン公表(9/2)
米軍,フ ィリピン進攻(10/20)
米軍爆撃機B29東 京初空襲(11/24)
グルー(元駐 日大使),米 国国務次官 に就任(12/19)
太平洋問題調査会(IPR)ホ ッ トスプ リング大会開催(12月)











UniversitiesandColleges),182の 研 究 所 が ア ジ アの み の研 究課 程 を設 けて い る こ とを報 告
イエ ー ル大 学 に極東 研 究 課程(FarEasternStudiesProgram)設 置





















ワシ ン トン大 学 に極 東 ・ロ シア研 究 所(FarEasternandRussianInstitute)設 立
RuthBenedict,TheChrysanthemumandtheSword:PatternsofJapaneseCulture,








「日本 に関 す るア メ リカ協 議 会 」(AmericanCouncilonJapan)が 結 成 さ れた 。会 長 はHarry
F.Kem(SCAPの 日本 政 策 へ の批 判 か ら出 た一種 の 日本 ロ ビー)
カ ー ネギ ー社,全 米 の大 学 の地 域 研 究機 関 に助 成 金 を開始
ミシガ ン大 学 に 日本 研 究所(CenterforJapaneseStudies)設 立
ノ・一バ ー ド大学 に東 ア ジア地 域 研究 過 程(EastAsiaRegionalStudiesProgram)設 立
コル ゲー ト大学 に ア ジア研 究 課程(AsianStudiesProgram)設 置


























歴史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷










連合軍最 高司令官マ ッカーサー元帥 日本到着(8/30)
日本,降 伏文書調印(9/2)
日本陸,海 軍の解体
連合 国最高司令部(SCAP=GHQ),東 京に移駐。連合軍,日 本占領開始(9/8)
司令部 に科 学経済局設置(9/15)




米国政府,極 東諮 問委員会 を極東委員会 に改組(12/27)
米国繊維調査団来 日(1-3月)
マッカーサー元帥,日 本国新憲法案の起草 をホイッ トニー民政 局長に指示(2/3),ホ イ ットニ
ーよ り日本政府 にSCAPの 憲法草稿 を手渡す(2/13)
日本政府 の憲法改正案公表
米国教育使節団来 日(3/5)
日本の財閥解体 に関するエ ドワーズ調査 団来 日(1-3月),エ ドワーズ報告書作成(3月)
昭和天皇の新 日本建設に関す る詔書(天 皇の人間宣言)(1/1)
極東国際軍事裁判が東京で開始(5/3)
米 国食料調査 団来 日(5/5-7)
日本国憲法公布(GHQ草 案)(11/3)
経済 団体連合会(経 団連)創立(8月),日 本商工会議所設立(11月)
パ ンアメ リカ ン航空,東 京航路開業
米国,ト ルーマ ン ・ドク トク リン(反ソ,反 共,自 由主義)発表(3/12)
米国,極 東委員会,対 日貿易政策16原 則 を採択(7/24)
米国,国 家安全保障法成立,国 防省新 設(7/26)
米国中央情報局(CIA)を 議会 が承認
米国,世 界 の製品の2分 の1を 供給(鋼鉄57%,電 気製品43%,石 油62%,自 動車75%)
パ ンアメ リカン航空,世 界一周(1700ド ル)航路 を開業
第1回 エカ フェ(国連アジア極東経済 委員会;EconomicCommissionforAsiaandtheFar
East;ECAFE)会 議開催
日本,証 券取 引法公布(3/28),財 政法公布(3/31),独 占禁止法公布(4/14)
日本 国新憲法施行(5/3)
マーシャル ・プランの公表(6/5)











研究機関,研 究動向の変遷 と文献 資料
極 東協 会(TheFarEasternAssociation)学 術 団 体 とな る
NationalResearchCouncilが ア ジァ 人類 学 委 員会 を設 置











1940-1949年 間 に米 国 で 日本 に関 す る155の 博士 論 文 が 完成
コ ロ ンビ ア大 学 に東 ア ジ ア研 究 所(EastAsianInstitute)設 立 。 初代 所 長 は ジ ョー ジ ・サ ン ソ ム
(GeorgeSansom/英 国 人)
カ リフォル ニ ア大 学 バ ー ク ンー 校 に東 ア ジア研 究 所(lnstituteofEastAsiaticStudies)設 立










ChitoshiYanaga(YaleU.),JapanSincePerry,MeGraw-Hill,1949(近 代 日本 に 関 す る最
初 の 教 科 書)
極 東学 会(TheFarEasternAssociation),モ ノグ ラ フシ リー ズ刊 行 開 始.
ミ シガ ン大学 日本 研 究所,岡 山 市 に調 査所 を設 置(TheUniversityofMichiganCenterfor
JapaneseStudies,OkayamaFieldResearchStation)。 岡 山県 吉 備郡 高松 町新 庄 上 新 池 の学















米 国 政治 科 学 学会(AmericanPoliticalAssociation)に よ る極 東委 員 会(FarEasternCommit-
tee;HaroldQuigeley会 長)設 置
ミシガ ン大 学 日本 研 究 セ ンタ ー,OccasionalPaper(1951-1969)発 刊























歴史的背景=米 国社会,経 済,日 米 関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
財閥同族支配力排除法公布(1/7)
対 日経済政策 にかんす るマ ッコイ声明(1/21)
ドレーパー=ジ ョンス トン使節団来 日(3/20-4/2)
ジョンス トン報告書発表(5/18)
米 国国際金融問題 に関す る国家諮 問委員'会(NAC),ヤ ング報告書を承認(6/28)
米国 日系人の戦時 中の強制立退 き損害賠償 請求法成立
SCAP,日 本政府 に経済安定10原 則 を交付(7/15)
円 レー ト政策 に関す るヤング使節団来 日(5/20)
極東国際軍事裁判判決(11/12)






ドッジ米公使経済安定9原 則実行 に関する声明(ド ッジライ ン)発表
シャープ税制使節団来 日(8/26),第1次 シャープ勧告発表(9/15)
1$ニ360円 の単一為替 レー トを設定(4/23)
国鉄,特 急平和号復活,東 京一大阪間1日1往 復
米韓相互防衛援助協定調印(1/26)
米大統領,水 爆開発指令(1/31)
米 国,赤 狩 りのマッカシー旋風 は じまる(4/29)
フランス,米 国にインドシナ戦 争援助 を要請(2/27)
中ソ友好同盟条約締結(2/14)
朝鮮戦争勃発(6/25)
中国軍,朝 鮮戦争 に介 入(10/25)
米国大統領,国 家非常事態宣言(12/16)
日本,NHKテ レビ定期実験放送開始
ウォルター=マ ッカラン法成立,日 系 人一世の米 国帰化可能 となる
太平洋安全保障条約締結
トルーマン米大統 領,連 合国占領軍総 司令官マ ッカーサー元帥 を解任,後 任 は リッジウェー中
斗乎(4/11)











E.0.Reischauer,TheUnitedStatesandJapan(林 伸 郎 訳 『ラ イ シ ャ ワ ー の 見 た 日本










経 済 企 画 庁EconomicSurveyofJapan(Annualfrom150/51)刊 行
フル ブ ラ イ ト基 金 運営 のた め合 衆 国 教 育委 員 会 を 日本 に設立
フ ォー ド財 団,米 国 の大 学 の地 域 研 究 の助 成 開始




erers,1720-1830,StanfordU.Press,1952(芳 賀徹 訳 『日本 人 の西 洋 発見 』 中央 公 論 社,
1968)
LangdonWarner ,TheEnduringArtofJapan,HarvardU.Press,1952(寿 岳 文 章 訳 『不 滅











AmericanCouncilonJapan,日 本 占領 終 了後 に解 散
































D.H.Shively,TheLoveSuicideatAmijima,HarvardU .Press,1953(近 松 門 左 衛 門 「心








歴史的背景=米 国社会,経 済,日 米 関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
日米相互安全保障法(MSA)成 立
日米経済協力に関す るマーカ ッ ト声明(5/16)
日本 とのフルブライ ト協定発効
SCAP,日 本郵船 等にニューヨー ク定期航路 を含む海外航路 の開業許可
戦後初 めての民 間航空会社,日 本航空設立
東洋 レーヨン,米 デュポン社か らナイロン生 産技術導入認可 を得 る
協和発酵,明 治製菓,米 メル ク社 か らス トレプ トマ イシン製造技術導入認可を得 る
富士製鉄,米 アーコム社 か らスリップ ミル方式による薄板圧延技術導入認可を得 る
日米 安保条約に基づ く日米行政協定締結(2/28)(在 日米軍 に施設の 自由使用)
琉球政府発足(主席 は比嘉秀平)
日本,警 察予備隊 を改組 し保安隊創設






池田 ・ロバー トソン会談で防衛 力漸増 など共 同声明
ニクソン米副大統領,ア イゼ ンハ ワー大統領 の親善特使 として来 日(戦後最初の国賓)
奄美群 島日本に復帰
日本,防 衛庁設置









研 究機関,研 究動向の変遷 と文献資料
ス ミソニ ア ン研 究所 の プ リア ー ・ギ ャ ラ リー よ りArsOriental(『 東 洋 芸術 』)創刊
駐 日米 国 大使 館,DailySummariesofJapanesePress及 びSummariesofSelectedJapanese







Japan'sDecisiontoSurrender,StanfordU.Press,1954(大 井 篤 訳 「終





JapanQuarterly(朝 日新 聞社)発 刊






























BrewsterHorowitz,trans1.,HomecomingbyOsaragiJiro,Knopf,1955(大 佛 次 郎 『帰
郷 』)
EdwardSeidensticker,SomePreferNettles(谷 崎 潤 一 郎 『蓼 喰 ふ 虫 』)
プ リン ス トン大 学 に東洋 研 究 学科(OrientalStudiesDepartment)設 立
極 東 学 会(TheFarEasternAssociation)が ア ジア学 会(TheAssociationforAsianStudies)
に名 称 を変更
FarEasternQuarterly誌(1941-1956;極 東 学会)がJournalofAsianStudiesEこ 改名 。 東 南 ア

















歴 史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
イン ドシナ休戦協定調印
東南 アジア集団防衛条約調印
米国,最 初 の原子力潜水艦 ノーチ ラス号進水
東京通信工業(1958年 にソニー と改称),米 ウエ スタンエ レク トリック社か らトランジスタ技術
導入認可をえる。
吉 田 ・ア イゼ ンハ ワー,対 日援 助 に関 す る共 同声 明発 表
日本で 初 めて の姉 妹 都 市提 携 が 長崎 市 と米 国 の セ ン トポ ール 市(ミ ネ ソ タ州)の 間で 締結 され た
(ア イゼ ンハ ワー米 大 統領 提 唱 のPeoPle-to-PeopleProgram;市 民 大 使)
米 国,ボ ー イ ング 社 の民 間用 ジェ ッ ト機367-80初 飛 行成 功
国連総会 は日本の加盟可決
カ リフォル ニア州で外国人土地法撤廃
米国空前の繁栄,NYダ ウ521ドル5セ ン ト
日米技術協定調印(MSAに もとつ く防衛生産 のため)
日米問,テ レックス取扱開始









研 究機関,研 究動向の変遷 と文献資料
ChitoshiYanaga,JapanesePeopleandPolitics,1956
翻 訳:
WilliamTheodoreDeBary,FiveWomenWhoLovedLove,Tuttle,1956(西 鶴 『好 色 五 人
女 』)
DonaldKeene,TheSettingSun,Conn.NewDirections,1956(太 宰 治 『斜 陽 』)
MeredithWeatherby,TheSoundofWaves,N.Y.;Knopf,1956(三 島 由紀 夫 『潮 騒 』)
日本 最 初 の東 洋 学者 の 国際会 議 を東 方 研 究 所(外 国 人 の 日本 に関 ず る研 究 を奨 励 す る日本 の政
府 組 織)で 開催
ス タ ン フ ォー ド大学 に東 ア ジア研 究 セ ンタ ー(CenterforEastAsianStudies)設 立


























TheMakiokaSisters(谷 崎 潤 一郎 『細 雪 』)










Chicago=HenryRegnery,1957(夏 目漱 石 「心 』)
,N.Y.Knopf,1957(大 岡 昇 平 『野 火 』)
易 関係 改 善評 議 会(CouncilforImprovedU.A.JapaneseTradeRelations)が 日本 政
府 に よ りワシ ン トン に設 立 。 日本 経 済 研 究所(JapanEconomicInstituteofAmerica)の 前 身
国 防教 育法(NationalDefenseEducationalAct)に よ り,日 本 その 他 の地 域 研 究 のた めの 助成
増 加
フオ ー ド財 団 の助 成 で ア ジ ア学 会 の 中 に近代 日本研 究会 議(TheConferenceofModernJa・
pan)設 置
ア ジ ア研 究合 同 委 員会(JointCommitteeonAsianStudies)が 米 国学 術 団体 協 議 会(ACLS)と
米 国社 会科 学 研 究 評議 会(SSRC)に よ り設立
ニ ユー ヨー ク に ア ジア協 会(AsiaSociety)設 立
カ リフ ォル ニ ア大 学バ ー ク レー 校 に 日本 ・韓 国研 究 セ ンター(CenterforJapaneseandKorean
Studies)設 立

















歴史的背景=米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
米 国,黒 人の投票権 を含 む公民権法成立
日米安全保障委員会 発足
日本,国 連安保理非常任理事 国 となる
岸首相訪米,日 米共同声明発表,日 米新時代 を強調
日米間で6姉 妹都市提携締結(米 国姉妹都市累計:7都 市)(仙 台一 リバーサ イ ド,岡 山一サ ン
ノゼ,三 島一パサディナ,大 阪一サン フランシスコ,以 上カ リフォルニア州,神 戸一 シア トル
[すべ て米 国太平洋岸])
日ソ通商条約調印
ソ連,人 工衛星スプー トニク打 ち上 げ成功
第1回 アジア ・ア フリカ会議開催
米 国,通 信衛星打 ち上 げ
米 国,パ ンアメ リカ ン航空が初 の商業 ジェ ッ ト航路 を開設
日米安保条約改定交渉開始
藤 山 ・ダ レス会談,日 米安保改定で合意
日本の4都 市,米 国 と姉妹都市提携締 結(米 国姉妹都市累計:11都 市)(長 野一 ソー トv一 ク/
ユ タ州,下 田一ニューポー ト/ロ ー ドアイラン ド州,館 山一ベ リンハ ム/ワ シン トン州,甲 府
一デモイ ン/ア イオワ州)
日産 自動車,ダ ッ トサ ンの対米輸出開始
















林 敬 三,川 田寿訳 『日本 の 労使 関 係 』ダ イヤ モ ン ド社,1959)
JamesC.Abegglen,TheJapaneseFactory:AspectsofItsSocialOrganization,Glencoe,
Illinois:FreePress,1958(改 題ManagementandWorker:TheJapaneseSolution,
KodanshaInternational,1973;外 国 人 に よ る 日本 的 経 営研 究 の 草分 け的 存在)
翻訳:
D.Keene,NoLongerHuman,Connecticut:NewDirection,1958(太 宰 治 『人 間失 格 』)
1950-1959年 の間,米 国で 日本 に関す る372の 博 士 論 文 が完 成
カ ンザ ス大 学 に東 ア ジア研 究 セ ンタ ー(CenterforEastAsianStudies)設 立
テキ サ ス大 学 オー ス テ ィン校 に アジ ア研 究 セ ン ター(CenterforAsianStudies)設 立
セ ン ト ・ジ ョー ン ズ大 学 に ア ジ ア研 究 セ ンタ ー(CenterforAsianStudies)設 立





















Press,1959(『 太 平 記 』)
Seidensticker,ThousandCranes,
TheTempleoftheGoldenPavilion,
N.Y.:Knopf,1959(川 端 康 成 『千羽 鶴 』)
N.Y.Knopf,1959(三 島 由紀 夫 『金 閣
ハ ワイ大 学 に東 西 セ ンタ ー を設 立
イエ ール 大 学.に東 ア ジア研 究 協 議会(CouncilonEastAsianStudies)設 置
コー ネル 大 学 に中国 ・日本 研 究 課程(China-JapanProgram)設 置(中 国研 究課 程 は1950年 に設
立)
ピ ツ ツバ ー グ 大学 に ア ジア研 究 課 程(AsianStudiesProgram)設 置
カ ンザ ス大 学 に東 ア ジア研 究 セ ンタ ー(EastAsianStudiesCenter)設 置
J.W.HallandRichardBeardsley,eds.,TwelvesDoorstoJapan,NewYork:McGraw
一Hill
,1965(地 理,人 類 学,歴 史,言 語 学,文 学,視 覚 芸 術,宗 教,哲 学,心 理 学,教 育
















歴史的背景 米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
日米 安保 改定 阻 止 国民 会議 結 成
日米 間10姉 妹都 市提 携 締 結(米 国 姉 妹 都 市 累 計:21都 市)(清 水 一 ス トッ ク トン,名 古 屋 一 ロサ
ンゼ ル ス,立 川 一サ ンバ ー ナデ ィ ノ,以 上 カ リフォル ニア州,広 島一 ホ ノルノレ/ハ ワイ州,札
幌 一 ポー トラ ン ド/オ レ ゴ ン州,北 九州 一 タ コマ/オvゴ ン州 と ノー フォ ー ク/バ ー ジ ニ ア
州,藤 沢 一 マ イア ミビー チ,長 野 一 ク リア ウオ ー ター/フ ロ リダ州,京 都 一 ボ ス トン)
ボー イン グ707,日 本 航路 に就 航
日本 航 空,東 京 一 ホ ノル ルー ロサ ンゼ ル ス線 定期 運 航 開 始
岸首相,ワ シン トンで新 日米安保条約 に署 名,ア イゼンハ ワー米大統領 と共同声明発表
日本,日 米安保改定阻止 のため全学連デモ隊国会突入
新 日米安保条約 自然成立(日 米安全保障条約改定)
日米6姉 妹都 市提携締結(米 国姉妹都市累計:26都 市)(東 京一ニュー ヨーク,豊 田一 デ トロイ
ト,久 慈一 フランクリン/イ ンデ ィアナ州,東 大阪一ブレンデール/カ リフォルニア州,高 山
一デンバー/コ ロラ ド州
,御 殿場一チェ ンバ ースバーグ/ペ ンシルバニア州,山 梨一 アイオワ
州,鶴 岡一ニューブランズウイック/ニ ュー ジャー ジー州)
米国,通 信衛星エ コー打 ち上 げ,米 国大陸横 断中継 に成功
米国国防省,コ ンピュータの国内規格プ ログ ラム言語 にCOBOL制 定










研 究機関,研 究動向の変遷 と文献資料
FloridaPress,1960
NancyWilsonRoss,ed.,TheWorldofZen,RandomHouse,1960
東洋 文 化 研 究所(日 本)に よ り日本 研 究英 文紹 介 誌ActaAsiatica.創 刊
HitotsubashiJournalofEconomics(1960一),HitotsubashiJournalofLawandPolitics
(1960一),HitsotsubashiJournalofSocialStudies(1960一)(一 橋 大 学),JapaneseJoumalof
ReligiousStudies(NanzanInst.forReligionandCulture,Nagoya)な ど英 文 学 術 研 究 雑 誌
が 日本 で 発刊
太 平 洋 問 題 調 査 会 米 国 協 議 会(IPR)解 散 。PacificAffairs誌 はBritishColumbia大 学(Ca一
nada)に 移 転
シカ ゴ大 学 に極 東 研 究 セ ンタ ー(CenterforFarEasternStudies)設 立
シカ ゴ大 学,HistoryofReligions(1961一)発 刊
コーネ ル 大 学 に国 際 問題 研 究 セ ン ター(CenterforInternationalStudies)設 立
イ ンデ ィ アナ大 学 に東 ア ジ ア言語 文 化 研 究科(DepartmentofEastAsianLanguagesand
Cultures)設 置
カ リフ ォノレニ ア大 学バ ー ク レー校 国 際 問題 研 究所(InstituteofInternationalStudies)が
AsianSurvey(1961一)を 創 刊
ハ ーバ ー ド大 学 東 ア ジ ア研 究 セ ン タ ー(EastAsianResearchCenter)がPapersonJapan
















TheKey,N.Y、,Knopf,1961(谷 崎 潤 一 郎 『鍵 』)
J.Bester,IvanMorris,GeoffreySargent,ModernJapaneseStories:
AnAnthology,Rutland,VermontandTokyo;Tuttle,1962(『 現 代 日本 短 編小 説 集 』 志
賀,太 宰 な ど12作 家 の短 編 集)
DonaldKeene,TheOldWoman,TheWifeandtheArcher(1朶 沢 七郎 『楢 山節 考』,宇 野 千
代 『.おはん』,石 川淳 『紫苑物語』)
,MajorPlaysofChikamatsu,ColumbiaU.Press,1961(『 近 松 傑 作 集 』)
JapanSocialistReview(1961一)発 刊
第 一 回 日米 文化 教 育会 議(Japan-U.S.ConferenceonCulturalandEducationalInter-
change)が1961年 の池 田 ・ケネ デ ィ共 同声 明 に基 づ き設立 さ れ た。 日米 の 文 化,教 育,マ ス メ
デ ィア,芸 術,政 治,経 済 の各分 野 の代 表 と政 府機 関代 表 が メ ンバ ー で 隔 年 に 日米 で交 互 に開
催
TheAssociationofTeachersofJapanese(日 本 語教 育 者 学 会)設 立
コ ロン ビ ア大学 バ ー ナ ー ド校 に東洋 研 究 学科(DepartmentofOrientalStudies)設 置
プ リン ス トン大 学 に東 ア ジ ア研 究課 程(EastAsianStudiesProgram)設 置















日米綿製品交渉,対 米輸 出規制枠 を前年比11.2%増 で妥協
日米間で8姉 妹都市提携締結(米 国姉妹都市累計:35都 市)(甲 府一 ロダ イ,芦 屋一モンテベ ロ,
和歌 山一べ一カース フィール ド,島 田一 リッチモ ン ド/カ リフォw._.ア 州,西 宮一 スポケー
ン/ワ シン トン州,那 覇一ホ ノルル/ハ ワイ州,高 松 一セ ン トビー タースバ ーグ/フ ロリダ
州,徳 島一サギ ノー/ミ シガ ン州)
米 国,キ ューバ封鎖
米 国,商 業 用通信衛星会社(コ ムサ ッ ト)設立,通 信衛星 テル スター1号 打 ち上 げ,大 西洋横断
TV宇 宙中継
米 国最初の人工衛星 に ミノルタカメラのハ イマチ ックが採用
日本貿易 自由化
日米 間で9姉 妹都市(内1町)提 携締結(米 国姉妹都 市累計:44市/内1町 村)(多 治見一 テラホ
ー ト/イ ンディアナ州
,市 川 一ガーデナ,福 岡一オークランド,以 上 カ リフォルニア州,富 士









研 究機関,研 究動向の変遷 と文献資料

















1962(升 味 準 之輔 訳 『現 代 日本 の 政 党 と政 治 』岩 波 書 店,1962)
TheirWorldandTheirWork,Doubleday,
1962
ア ジア経 済 研 究所 よ りTheDevelopingEconomies(1962一)発 刊
JapaneseStudiesintheHistoryofScience(1962-1979)発 刊
イ ンデ ィア ナ大学 に東 ア ジア研 究 セ ンタ ー(EastAsianStudiesCenter)設 立






dRoyMacridis eds .,, ModernPoliticalSystem:Asia,(Prentice-Hall,
Japan'sNewMiddleClass,U.ofCalif.Press,1963(佐 々 木 徹 郎 訳 『日本
























AftertheBanquet(三 島 由紀 夫 『宴 の あ と』)
HowardS.Hibbett,SevenJapaneseTales(谷 崎 潤 一 郎,
カー ル トン大 学 に東 ア ジ ア研 究課 程(EastAsianStudiesProgram)置
イ リノイ 大学 に ア ジア研 究 セ ン ター(CenterforAsianStudies)
法 学 研 究 日米 協 会(JapaneseAmericanSocietyforLegalStudies)がU.ofWashingtonLaw











歴史的背景=米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
ワ シン トン州,大 島[東 京 都 一 ヒ ロ/ハ ワイ州],横 須 賀 一 コーパ ス ・ク リス テ ィ/テ キサ ス
州,旭 川 一 ブル ミン トン ・ノー マル/イ リ ノイ州)






米 国,通 信衛星 シンコム1,2号 打 ち上 げ,通 信 衛星 テルスター2号 打 ち上 げ,通 信衛星 リレ
ー1号 の 日米間TV中 継成功
日銀,ニ ューヨークの連邦準備銀行 と通貨協定
米 国,原 子力潜水艦 日本寄港 申 し入 れ
日米間で6姉 妹都市(内1町)提 携締結(米 国姉妹都 市累計:50市/内2町 村)(兵 庫県一 ワシン
トン州,豊 中一サ ンマテオ,日 野一 レッドランズ,四 日市一 ロング ビーチ,以 上カ リフォル ニ
ア州,大 島郡4町[山 口]一 カウアイ郡/ハ ワイ州,小 牧一 ワイアン トッド,沼 津一カ ラマズ
ー
,以 上 ミシガ ン州)
日本原子力研究所,原 子力発電試験 に成功
米国国防省,ト ンキン湾事件発表(米海 軍艦艇 と北ベ トナム海軍魚雷艇の交戦 事件,米 国がベ
トナム戦争介入へ)
米国,入 種差別撤廃 を うたった公民権法成立
ライシャワー米国駐 日大使,東 京で 日本人学生 に刺 され負傷
米 国公民権法,男 女平等雇用立法化









































E.Seidensticker, TheIzuDancer(川 端 康成
TheGossamerYears:
,
『伊 豆 の踊 り子』)
TheDiaryofaNoblemanofHeianJapan,Tuttle,
1964(藤 原 道綱 母 『蜻 蛉 日記 』)
東 京 のEastPublication社 よ り 日本 文 化,芸 術,歴 史 そ の 他 に つ い て の 英 文 誌TheEast
(1964一)発 刊
バ ック ネル 大 学(BucknellUniversity ,PA)に 日本 研 究 セ ン ター(CenterforJapaneseStudi・
es)設 立
ハ ーバ ー ド大 学法 学 部 大学 院(HarvardLawSchool)に 東 ア ジ ア法 研 究 課程(EastAsianLe-
galStudiesProgram)設 置(三 菱 財 団 の助 成)
ニ ュ ー ヨー ク州 立 大 学NewPaltz校 にア ジ ア研 究学 科(Dept .ofAsianStudies)設 立
コル ビー大 学(ColbyCollege ,ME)に 東 ア ジア研 究 課程(EastAsianStudiesProgram)設 置
プ リ ンス トン大 学 出版 シ リー ズ 「日本 の 近代 化」(1965-1971;① ～⑥)の 発 刊 始 ま る(1958年
開始 の近 代 日本研 究 会議 の成 果6冊 の うち第1,第2巻 が刊 行)
①JohnW.Hall,ChangingJapaneseAttitudesTowardModernization,PrincetonU.
PressSerieson"StudiesintheModernizationofJapan ,"1965-1971(細 谷 千 博 編 訳 「日
本 に お け る近 代 化 の 諸 問 題 』 岩 波 書 店,1976)
02WilliamE.Lockwood,ed.,TheState&EconomicEnterpriseinJapan,PrincetonU.
PressSerieson"StudiesintheModernizationofJapan ,"1965-1971(大 来 佐 武 郎 監 訳







歴史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
米国,ATT,国 際電信電話HTC3社 共同出資 の太平洋横断海底電話線敷 設
日本,IMF8条 国 に移行
日本,OECD(経 済協力開発機構)に 加盟
日米 間で5姉 妹都 市(内1町)提 携 締結(米 国姉妹都 市累計:55市/内3町 村)(秦 野一パ サデ
ナ/カ リフォルニア州,八 条町一マ ウイ島/ハ ワイ州,富 田林一ベ ツレヘ ム/ペ ンシルバ ニア
州,岡 谷一マウン トプ レザ ン ト/ミ シガ ン州,善 通寺一エル ドラ ド/ア ーカ ンソー州)
日本,シ ャープ,世 界最初 の トランジスタ電卓 を開発
米 国,人 種,国 籍 による移民制限の撤廃が法律で決定
米 国,宇 宙船 ジェ ミニ3号 打 ち上 げ,4号 宇宙遊泳 に成功
米軍,ベ トナム北爆 開始
米 国財務省,国 際収支 の赤字補嗔 のためIMFか ら3億 ドル引 き出す
日本製造業 生産指数戦前 の6倍,高 度成長期 に入 る
日米 間で7姉 妹都市提携 締結(米 国姉妹都市累計:62市/内3町 村)(長 野県一 ミズー リ州,能
代一 ランゲル/ア ラスカ州,高 知一 フレスノ,貝 塚一カルバー シティ,有 田一デ レノ,以 上 カ
























































DiaryofaMadOldMan(谷 崎 潤 一 郎 『瘋 癲 老 人 日
ア リソ ナ州 立 大学 に ア ジア研 究 セ ン ター(CenterforAsianStudies)
カ リ フォル ニ ア州 立 大 学サ ンデ ィエ ゴ校(SanDiegoStateUniversity)に ア ジ ア研 究 セ ンタ ー
(CenterforAsianStudies)設 立





























歴史的背景:米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
米 軍,カ ンボ ジ ア進 攻
米 国,ベ トナ ム派 兵40万 人 とな る
全米 女 性機 構(NOW),ベ テ ィ ・フ リーダ ン に よ り結 成 。女 性 解 放 運動 盛 ん とな る。
米 国,黒 人運 動 ブ ラ ックパ ワー 宣言
米 国,ボ ー イ ング 社 の ジ ェ ッ ト機747(ジ ャ ン ボ ジェ ッ ト〉就 航
日本,大 学紛 争 は じま る
10月21日,日 本 で 総 評54単 産,大 規 模 なベ トナ ム反戦 統 一 ス ト
日米 聞で7姉 妹 都 市(内2町)提 携 締 結(米 国 姉妹 都 市 累計:69市/内5町 村)(鹿 児 島 一 ジ ョー
ジア州,所 沢 一 デ イケ イ ター/イ リノ イ州,紋 別 一 ニ ュ ー ポー ト/オ レゴ ン州,鳥 羽 一 サ ンタ
バ ーバ ラ,三 木 一 バ イセ リア,以 上 カ リフォル ニ ア州,佐 世 保 一 アル バ カ ー キ/ニ ュー メ キ シ
コ州,本 山町一 アパ ーダ ー ビー/ペ ン シルバ ニ ア州,柏 原一 ケ ン ト/ワ シン トン州)










&StanfordU.Press,1966(『 義 経 記』)
HowardS .Hibbett,HarpofBurma(竹 山道 雄 『ビル マの 竪琴 』)
米 国社 会 科 学 研 究 評 議 会(SSRC)と 米 国 学術 団体 評 議 会(ACLS)の 日本研 究合 同委 員 会(Joint
CommitteeonJapaneseStudies)設 立 。 フォ ー ド財 団 の助 成で 調 査 研 究,会 議 の 運営 を開 始












































JosephYamagiwa,TheOkagami:AJapaneseHistoricalTale(『 大 鏡 』)
RobertBrowerandEarlMiner,FujiwaraTeika'sSuperiorPoemsofOurTime:A
ThirteenthCenturyPoeticTreatiseandPeomSequence ,Calif.:StanfordU.Press(藤
原 定 家 『近 代 秀 歌 』)
DonaldKeene,EssaysinIdleness;TheTsurezuregusaofKenko ,N.Y.:ColumbiaU.
Press(兼 好 法 師 『徒 然 草 』)
MarleighGrayerRyan,Japan'sFirstModernNovel:UkigumoofFutabateiShimei ,New
York;London;ColumbiaU.Press,1967(二 葉 亭 四迷 『浮雲 』)
ペ ンシル バ ニ ア大 学 に 日本 中世 研 究所(中 世 文 学研 究;InstituteforMedievalJapaneseStu-





歴史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
米国,デ トロイ ト,ミ ル ウォーキーで黒人暴動過激化,連 邦軍出動す る
米国,ベ トナム反戦週間,ワ シン トン反戦集会 に5万 人参加
日本GNP自 由世界3位,国 民総所得第2位 とな る
日本の農業就業人 口が初 めて全就業人 口の20%を 割 る
日本航空,世 界一周航路線の営業 開始
日米 間で3姉 妹都市(内1町)提 携締結(累計:姉 妹都 市73/内6町 村)(秩 父一 アンティオー ク,
堺 一バー クレー,以 上 カ リフォルニア州,水 上町一キャニオ ン/コ ロラ ド州)
コロンビァ大学紛争






コ ロ ラ ド大 学 に 東 ア ジ ア 研 究 セ ン タ ー(CenterforEastAsianStudies)設 立
コ ロ ラ ド州 ボ ル ダ ー でTheCommitteeofConcernedAsianScholarsよ りBulletinofCon-
cernedAsianScholars(1968一)創 刊























IvanMorris,ThePillowBookofSeiShonagon(清 少 納 言 『枕 草 子 』)
HelenMcCullough,








SSRCとACLSの 日本 合 同 委 員会 に よ り戦 後 初 め て の全 米 的 な 日本 研 究 の 動 向 調
宰 した ジ ョン ・ホ ール(JohnW.Hal1)イ エ ール 大 学教 授,
を発 表 。報 告 書 『ホ ール 報 告』(TheSSRC-ACLSJointCommitteeonJapaneseStudies,
JapaneseStudiesintheUnitedStates:AReportontheStateoftheField,Current
1968
.ofTokyoPress,1968(『 古事 記 』)
査 実 施 。主
米 国 の 日本研 究の 状 況 の調 査,分 析
ResourcesandFutureNeeds ,
名 の 日本研 究 者 スタ ッフ(専 門分 野 の65%が 人 文科 学系
究(東 ア ジア研 究 を含 む)課 程 は学 部61
wが75校,大 学 院 レベ ル が23校
1960-1969年 の間 に米 国で603本 の 日本 に関す る博 士論 文 が完 成(1950-1959年 間 の約2倍)
マサ チ ュセ ッツ大 学Amherst校 に ア ジ ア研 究 課 程(AsianStudiesProgram)設 置
BulletinofConcemedAsianScholarsがCommitteeofConcernedAsianScholarsに ょ り創
1970)に よれば,1968年 には 全米135の 大 学 お よび研 究 所 に416
;49%が41歳 以下)が お り,日 本 地 域 研

























日米間で6姉 妹都市(内4町)提 携締結(累 計:姉 妹都 市78/内10町 村)(滋 賀県一 ミシガ ン州,
帯広一 スワー ド/ア ラスカ州,積 丹町一 シーサイ ド/オ レゴン州,那 智勝浦町一モン トv一 パ
ーク,明 石一パームスプ リングス,以 上 カ リフォルニア州,春 日町一オーバー トン/ロ ー ドア
イ ラン ド州,大 磯 一デイ トン/オ ノ・イオ州)
ニ ク ソ ン米 国 大統 領 就 任,グ ア ム ・ドク トリン発表
米 国,ア ポ ロ11号 月面 着 陸
ク ラ イ ス ラー社,三 菱 重 工業 自動:車部 門合 併 覚 書調 印
米 国議会 図書 館,オ ン ラ イ ン書 誌 情報(MARC)開 始
日米 間 で10姉 妹 都 市(内2町)提 携 締 結(累 計:姉 妹 都 市88/内12町 村)(日 光一-¥ｰ一 ム ス プ リン
グ ス/カ リ フォル ニ ア州,北 見一 ニ ュ ー ブ ラ ンズ ウイ ック/ニ ュー ジャ ー ジー州,彦 根 一 ア ナ
ーバ ー ,今 津 町 一 グ ロスポ イン トフ ァー ムズ,大 津 一 ラ ン シ ング,以 上 ミシガ ン州,西 脇一 レ























U.ofCalif.Press,1969(『 土 佐 日記 』)
Press,1969(『 和 泉 式 部 日記 』)
ColumbiaU.Press,1969
E.Seidensticker,HouseoftheSleepingBeauties(川 端 康 成 『眠 れ る美 女 』)
EdwinMcClellan,GrassontheWayside(夏 目漱 石 『道 草 』)
E.DaleSaunders,TheRuinedMap,NewYork,Knopf,1969(安 部 公 房 「燃 え尽 き た 地
図 』)
東 京 のPacificResourceCenterよ りAmpo:Japan-AsiaQuarlerlyReview(日 本 の 政 治,経
済,市 民 運 動 等 に関す る文化 交 流 雑 誌,英 文;1969一)創 刊
コネ テ ィカ ッ ト大学 に ア ジア研 究 課程(AsianStudiesProgram)設 置
イエ ール 大 学 東 ア ジ ア研 究 セ ンタ ー,住 友 銀 行 の財 政援 助 に よ り廃 止 を食 い止 め存 続
SocialScienceCitationIndexの 課題 別 索 引 の 日本 及 び 日本 に関 す る項 に364の 出版 物 の レ フ
ア レ ンス が採録 さ れた



































ア ジア経済 研 究所, ASelectedBibliographyontheEconomicDevelopmentofJapan,
1970(1780entries)を 刊 行
ア メ リカ ン大 学 にア ジ ア研 究 セ ン ター(CenterforAsianStudies)設 立
コル ゲ ー ト大 学 に東 ア ジ ア集 中講 座(EastAsiaConcentrationProgram)設 置





歴史的背景:米 国社 会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術 等の発達 と変遷
米国社会,女 性人権 デー(女性解放),ア ー ス ・デー(環境保全),ゲ イ解放運動,リ サ イクル運
動,ポ ル ノ解禁
第1回 米 ソ戦略兵器制限交渉(SALT)開 催
日米新安保条約 自動延長
ソニー,ニ ュー ヨーク証券 に日本初の株式上場
日本,国 勢調査で総 人口1億 突破
日本万国博覧 会大阪で開催,米 国政府館,宇 宙飛行士の持 ち帰った月の石 を展示
日米間で2姉 妹町村提携 締結(累計:90姉 妹都市/内14町 村)(信 楽町一 スター ジス,土 山町一












研究機 関,研 究動向の変遷 と文献資料
ネ ブ ラ ス カ 大 学 オ マ ノ・校 に 国 際 学 科 課 程(InternationalStudiesProgram)開 設(1989:Ja-
paneseLanguageSchool;specialiststaffの み)
カ リ フ ォ ル ニ ア州 サ ン ・マ テ オ に 日米 カ リキ ュ ラ ム ・プ ロ ジ ェ ク ト(JapaneseAmericanCurric-
ulumProject)設 置
ニ ュ ー ヨ ー ク の ジ ャ パ ン ・ソ サ エ テ ィ本 部 と して,ジ ャ パ ン ・ハ ウ ス 開 設































Chushingura;TheTreasuryofLoyalRetainers(『 忠 臣 蔵 』)




コ ー ネ ノレ大 学 に ア ジ ア 言 語 集 中課 程(1年 間;Full-YearAsianLanguageConcentration;
FALCON)設 置
南 カ リフォル ニ ア大 学 に東 ア ジア研 究 セ ン ター(EastAsianStudiesCenter)設 立
ネブ ラ スカ大 学 リンカ ー ン校 に ア ジ ア研究 委 員会(AsianStudiesCommittee)設 立















E.Seidensticker, TheMasterofGo(川 端 康 成 『名 人』)
,AStrangeTaleFromtheEastandOtherStories(永 井 荷 風 『{東 綺 譚 』)
日本 の国 際 交流 基 金(国 際文 化 振興 会 の 後 身)設 立 。 ニ ュー ヨー ク事 務 所 を 国 際文化 振 興 会 よ り
引 き継 ぐ









歴史 的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
ドル と金の交換停止
アポ ロ14号宇宙飛行士,月 面 に33時 間30分 滞在
日本,大 蔵省,外 国為替の変動相場 制採 用
円の切 り上 げ,1$=308円 とな り,円 高が始 まる
日米間で2姉 妹都市提携締結(累 計:92姉 妹都 市/内14町 村)(韮 崎一 フェアフィール ド/カ リ





米国 よ り日本 に沖縄施政権 を返還す る協定が発効。沖縄県 とな る
日本の緊急輸入 により対米 貿易黒字 を縮 小するこ とを日米で合意
日米間で5姉 妹都 市(内2町 村)提 携締 結(累計:97姉 妹都市/内16町 村)(塩 尻一 ミシャワカ/
インデ ィアナ州,千 葉一 ヒュー ス トン/テ キサ ス州,倉 敷一カンザ スシティ/ミ ズー リ州,板
柳町一ヤキマ,篠 山町一 ワラワラ,以 上 ワシン トン州)
訪 日米国人数,32万6540名(前 年度比3.9%増)
イギ リス,ヨ ー ロッパ共同体(EC)加 盟
米 国 ・南北ベ トナム,和 平協定 に調印









研 究機関,研 究動向の変遷 と文献資料
ア イ オ ワ大 学 に ア ジア言 語 文学 科(Dept.ofAsianLanguagesandLiterature)設 置
マ サ チ ュセ ッツ大 学 ボ ス トン校 に東 ア ジア研 究 課程(PrograminEastAsianStudies)設 置
フ ロ リダ 大 学 に ア ジア研 究 課程(AsianStudiesProgram)設 置
ア ンテ イオ ー ク大 学 に ア ジ ア研 究課 程(AsianStudiesProgram)設 置
UniversityofPugetSoundに ア ジ ア研 究課 程(AsianStudiesProgram)設 置
ア メ リカ ・ア ジ ア教 育交 換(AmericanAsianEducationalExchange)がAsianAffairs創 刊



















ChristineGuth,trans.andadapt.,TheArtsofShinto,Weatherhill/Shibundo(影 山 春 樹
『神 道 の 美 術 』)
KyokoMotomochiNakamura,transl.MiraculousStoriesfromtheJapaneseBuddhist
Tradition:TheNihonRyoikioftheMonkKyokai ,HarvardU.Press,1973(『 日 本 霊 異
記 』)
KarenBrazell,TheConfessionsofLadyNijo ,Doubleday-Anchor,1973(『 と は ず が た
り』)
MichaelGallagher,RunawayHorses(三 島 由紀 夫 「豊饒 の 海 』 第2巻 『奔馬 』)
国 際交 流 基 金,ワ シ ン トンD.C.に 事 務 所 開 設 。米 国10大 学 に 日本 研 究 促 進 基 金(通 称 田 中基
金)を 寄 贈
国際 交 流基 金 賞(副 賞,500万 円)創 設 。米 国関 係 で は ニ ュー ヨー クの ジャパ ン ・ソサ エ テ ィ,お
よび セノレジュ ・エ リセー エ フ博 士 が受 賞
ペ ン シルバ ニ ア州立 大 学 にア ジア地 域 研 究委 員 会 設立
ワ シ ン トン大 学(U.ofWashington,Seattle,WA)SocietyforJapaneseStudiesがJournal
ofJapaneseStudies(1974一)を 創 刊
ニ ュー ヨー クで 日本 語 テ レ ビ放 送 開始


















歴史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
ガ ッ ト閣僚会議,東 京で開催(東京 ラウン ドの始 まり)
変動相場制 によ り円が急騰,1$=264円
第4次 中東戦争勃発
オイルシ ョック起 こる(OPEC,原 油公示価格12%引 き上 げ,対 米原油輸 出全面禁止。エク ソ
ンな ど原油価格30%引 き上 げ),世 界的 に省エネ運動起 こる
日米 間で5姉 妹都市(内1町)提 携締 結(累 計:102姉 妹都 市/内17町 村)(山 ノ内町一サ ンバ レ
ー/ア イダ ホ州
,岩 沼一 ナパ,小 野一 リンゼイ,柏 一 コーランス,以 上 カ リフォルニア州,大
阪一 シカゴ)
訪 日米国人数,33万2836名(前 年度比1.9%増)
日本,電 話 ファックスサー ビス開始
日本,コ ンピュータ産業の資本,貿 易,技 術 自由化へ,国 際競争 に突入
米国,ウ オーターゲイ ト事件
ニ ク ソン米 大 統 領 辞任
フ ォー ド米 国大 統領 就 任
OPEC,対 米 石 油 禁輸 解 除
米 国,日 本 とソ ビエ トの鯨乱 獲 を非難
フ ォー ド米 国大 統領,現 役大 統 領 として は初 め ての来E
『ニ ュ ー ヨー ク ・タ イ ム ズ』,イ ン フォ ー メ ー シ ョ ン ・バ ンク 開始
松 下 電器,米 国 の モ トロー ラ社 の テレ ビ事 業 部 買 収
日本,市 況 情 報 セ ンター で株 式 デ ー タベ ー ス,ク イ ックサ ー ビス開始
日米 間で7姉 妹 都 市(内3町 村)提 携 締 結(累 計:109姉 妹 都 市/内20町 村)(蓼 科 町一 オ レゴ ン,
大 阪狭 山一 オ ンタ リオ,以 上 オ レゴ ン州,北 上 一 コン コー ド,串 本町 一 ヘ メ ッ ト,新 宮一 サ ン
タ ク ル ー ズ,以 上 カ リフ ォノレニ ア州,竜 王 町 一 ソノレトセ ン トマ リー/ミ シガ ン州,諏 訪一 セ ン
トル イ ス/ミ ズ ー リ州)









































E.DeleSaundersandCeciliaSegawa,TheTempleofDawn,N.Y.;Knopf(三 島 由 紀 夫
『豊 饒 の海 』 第3巻 『暁 の 寺 』)
E.Seidensticker,TheDecayoftheAngel,N.Y,Knopf(三 島 由紀夫 『豊 饒 の海 』 第4巻
『天 人 五 衰 』)
JapaneseJournalofReligiousStudies(1974一;ContemporaryReligionsinJapan,1960一
1970の 後 身)発 刊
JapanEcho(1974一)発 刊
国 際交 流 基金,AnIntroductoryBibliographyforJapaneseStudies(日 本 の一流 学 者 に よ る
各 分 野 の基 本 的 な文献 目録 つ きの入 門 書 的英 文 の 紹介 シ リー ズ)刊 行 開始
国 際交 流 基金 奨 励 賞(副 賞,300万 円)が 設 置 され る。1974年 度 国 際交 流 基金 賞 は ウ ィ リア ム・フ
ル ブ ラ イ ト米 国 上 院議 員 が受 賞
日本政 府 が米 国政 府 に支 払 っ た米 軍 施 設 の 購 入 費 を基 に 日米 両 政 府 に よ り 日米 友 好 基 金 設 立
(本部 ワ シ ン トンD.C./目 的;1,日 本 に お け る米 国研 究 の 促 進;2,米 国 にお け る 日本
研 究 の促進;3,日 米 芸 術 交 流[日 米 芸術 家交 換 プ ログ ラム];4,米 国 に お け る市 民 レベ
ル の 日本普 及)
ニ ュ ー ヨー ク ・メ トロポ リタ ン美 術館 「日本美 術:バ ー ク ・コ レ ク シ ョンの優 品」 展 お よび 「桃








歴史 的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
第1回 主要先進 国首脳会議(サ ミッ ト),フ ランスのランブイエで開催(三木 首相 出席)
サイゴン陥落,フ ォー ド大統領,ベ トナム戦争終結 を宣言
米国 自治領,北 マ リアナ連邦発足
米国の宇宙船 アポ ロとソ連 の宇宙船 ソユー ズ,共 同飛行実験成功
ボーイング ジェ ッ ト機747,ニ ュー ヨークー東京間13時 間30分,無 着陸飛行
米国,テ レネ ッ ト,VANサ ービス開始
昭和天皇 と皇后訪米(9月 一10月)
日米間で5姉 妹都 市提携締結(累計:114姉 妹都市/内20町 村)(蕨 一エル ドラド郡,磐 田一マ ウ








































E,0 .ラ イ シャ ワ ー博 士,
戦 後2回 目の米 国 にお け る 日本研 究 の 動 向調 査(1974-1975)実 施 。 エ リザ ベ ス とジ ョセ フ ・マ
ッセ イ夫妻(当 時ダ ー トマ ス大学 で 教鞭 を と り,東 京 大 学 客員 研 修 員,1974-1975)が 行 っ た
日米 文 化会 議(CULCON)で 日本 研 究 実態 調 査 の 「Massy報 告 」(Elizabeth&JosephA .
Massy,CULCONReportonJapaneseStudiesatCollegesandUniversitiesintheUnited
Berkeley ,U.ofCalif.Press,1975
国 際 交 流 基 金 賞 を受 賞
StatesintheMid-70's,CULCON日 本 研 究 実態 調 査,1976)に よれ ば,196校(全 米 大 学2000
校 の 約1割)で 日本 研 究 ・教 育 が行 われ,日 本研 究者 は846名 。 日本 語 履修 学 生 数 は約1万 人。
日本 研 究で 学 士 号 を与 え る大 学 は71校 。 修 士 号 お よ び博 士 号 を与 え る大 学 院 は45校 。70年 代 前
半 に新 た に50大 学で 日本 研 究 が始 まっ た(60年 代 の2.5倍)
アー モ ス ト大 学 にア ジ ア研 究学 科(Dept.ofAsianStudies)設 置
ワ シ ン トン ・アン ド ・リー大 学 で 東 ア ジ ア研 究課 程(EastAsianStudiesProgram)設 置
ブ リガ ム ・ヤ ング大 学 にデ イ ビ ッ ドM.ケ ネ デ ィ国際 学 セ ン ター(DavidM.KennedyCenter
forInternationalStudies)設 置
ニ ュ ー ヨー クの ジ ャパ ン ・ハ ウ ス ・ギ ャ ラ リーで 「日本 刀:コ ンプ トン ・コ レク シ ョンの 日本
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根室一 シ トカ/ア ラスカ州)
訪 日米国人数,27万6315名(前 年度比3.4%減)
太平洋横断ケーブル敷設,ン ーザー全 自動超高速新 聞紙面電送設備
米国で電気通信 自由化時代は じまる
ロッキー ド事件起 こる
米国,多 国籍企業小委員会,ロ ッキー ド社の 日本への売 り込み工作 を暴露
田中前首相逮捕
日米間で5姉 妹都市(内2町 村)提携締結(累 計:119姉 妹都市/内22町 村)(高 岡一 フォー トウエ
イン/イ リノイ州,水 戸一アナハイム/カ リフォルニア州,栗 東町一バー ミンガ ム,マ キノ町
一ペ トスキ,以 上 ミシガ ン州,姫 路一 フェニ ックス/ア リゾナ州)






















































TheTaleofGenji,Knopf,1976(『 源 氏 物 語 』)
ADarkNight'sPassing,Tokyo,NewYork:KodanshaInt'1 ,1976(志 賀
WardとJohnW.Hal1が 国 際交 流 基 金賞 を受 賞
マ ウン ト ・ホ リオ ー ク大 学(Mt.HolyokeCollege)に アジ ア研 究課 程(AsianStudiesPro-
gram)設 置















































歴史的背景 米 国社会,経 済,日 米 関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
カーター米大統領就任
新 日米 漁業協定,200カ イリ時代へ
日本,領 海12カ イ リ,漁 業域200カ イ リ暫定法
日本製カラー テvビ 輸出の 自主規制で 日米合意
日米間で5姉 妹都市(内1町)提 携締 結(累計:124姉 妹都市/内23町 村)(四 街道一 リバ ーモ ア/
カ リフォルニア州,黒 部一 メー コン/ジ ョー ジア州,江 別一グ ンシャム,鶴 田町一 フッドリバ
ー
,以 上 オハイオ州,宮 津一デル レ・イ ビーチ/バ ーモ ン ト州)
訪 日米 国人数,34万5272名(前 年度比10.2%増)








岐 典 侍 日記 』)
☆RobertWhiting,TheChrysanthemumandtheBat,1977
カ リフ ォル ニ ア大学 バ ー ク レー校 に東 ア ジ ア研 究 セ ンタ ー(InstituteofEastAsianStudies)
設 立
ラ トガ ー ス大 学 にア ジ ア研 究委 員会(CommitteeonAsianStudies)設 置


























































ノー ス カ ロラ イナ大 学 に東 ア ジ ア研究 課 程(CurriculuminEastAsianStudies)設 置
1970-1979年 間 に米 国 で 日本 に関 す る1900の 博 士論 文 が 完成
G.RaymondNunn,JapanesePeriodicalsandNewspapersinWesternLanguages,
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カーター米大統領,ド ル防衛宣言
円が急騰,1$=200円 を突破
日米 間で4姉 妹都 市提携締結(累計:128姉 妹都市/内23町 村)(豊 川一 キュパーティノ/カ リフ
ォルニア州,桐 生一 コランバ ス/ジ ョージア州,草 津一ポンティア ック/ミ シガ ン州,東 村山
一 インディペ ンデンス/ミ ズー リ州)
訪 日米 国人数,31万3260名(前 年度比9.2%減)
新東京国際空港(成 田)開港
イラン,反 国王統一戦線,国 王の退 陣を要求 し,国 王国外退去
イラン,ホ メイニ帰国,革 命勢力勝利宣言
イスラム共和 国発足



































































U.ofCalif.Press(『 今 昔 物 語 集 』),1979
書 室,ModernJapaneseLiteratureinTranslation(1868-1978年, 約1500人
約9000項 目,英 文)を 刊 行
在 日合 衆 国教 育 委 員会(USEC/J;フ ル ブ ラ イ ト・プ ログ ラ ム)の 事 業 を継 いで,日 米 両国 政 府 の
同額 出資 で 日米 教 育 委 員会 を設 立。 主 務 官庁 は米 国広 報 庁 と日本 の外 務 ・文部 両 省 。 日米 両 国
間 の教 育,交 流 計 画 を よ り推 進 す るこ とを 目的 に,大 学 院 留 学,人 文 ・社会 科 学 分 野 の研 究 員
の研 究助 成,ジ ャー ナ リス ト,国 際教 育 交流 職 員 の米 国で の研修 な どの プ ログ ラ ム を実施
ハ ワ イ大 学 ヒ ロ校 に 日本研 究 委 員会(JapanStudiesCommittee)設 置
ジ ョ ンズ ・ホ プ キ ン ス大学 に 日米 関係 研 究 を含 む外 交政 策 研 究 所(ForeignPolicyInstitute
withResearchFieldinJapan-U.S.Relations)設 置
ニ ュ ー ヨ ー ク市 に米 日財 団(米 国 の非 営 利 ・非課 税 民 間 団体)設 立 。 日本 の 財 団法 人 日本船 舶 振
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ソ連,ア フガ ン侵攻(米 国報復措置)
第2次 オイノレシ ョック(イラン革命 のため石油価格が暴騰)
米 国,USス チール,13工 場閉鎖,1万3000人 解雇
カーター大統領来 日
東京サ ミッ ト(主要7か 国首脳会議 が東京で)開催
日米 間で7姉 妹都市(内2町 村)提携締結(累計:135姉 妹都市/内25町 村)(掛 川一ユージン/オ
レゴン州,串 木野一サ リナ ス,草 加一カー ソン,以 上 カ リフォルニア州,八 日市一マー クエ ッ
ト/ミ シガン州,川 崎一ボルチモア/ミ ズー リ州,井 川町一タクイラ/ワ シン トン州,阿 蘇一
ラグレンジ/ジ ョージア州)
訪 日米国人数,30万1926名(前 年度比3.7%減)
東洋工業 とフォー ド,三 菱 自動車 とクライスラー資本提携
本 田技研,オ ハ イオ州 に二輪車工場 を設立
日本,富 士通国産 コン"0-_タFACOM日 英,英 日自動翻訳 システム開発
日本,デ ータサービス業連絡懇談会発足
NBCテ レ ビが ジェ イ ム ス ・クラベ ノレの 「将 軍 」 の テ レ ビ ド ラマ版 を5回 連 続 ドラマ と して放
映,全 米 で1億2500万 人 が観 た。 「将 軍 現 象 」 が起 こ る
イ ラ ン ・イ ラ ク戦 争 勃 発
ユ ー ロネ ッ ト開始





研 究機関,研 究動向の変遷 と文献資料
進,日 米 関係 の強 化 と相 互 理解 を促 進 す る人物 交流,啓 蒙活 動 な どの助 成 が 目的
SocialScienceCitationIndexの 課 題 別 索 引の 日本 お よび 日本 関係 事 項(社 会 科 学 の 分 野)の1/
ファ レ ン ス に引用採 録 され た 日本 の出 版物 は662
LinguisticsandLanguageBehaviorAbstractsの 日本 語 に関 す る項 目 は40
日米 友 好 基金,米 国 図 書館 所 蔵 の現 代 日本 の人 文 ・社 会 科 学 の分 野 の逐 次 刊 行物 ・雑 誌 等,4389























































princetonU.Press&TokyoU.Press,1980(『 大 鏡 』)
.McCullough,ATaleofFloweringFortunes: AnnalsofJapanese
AristocraticLifeintheHeianPeriod,StanfordU.Press,1980(『 栄 華 物 語 』)
H.PaulVarley,AChronicleofGodsandKings_JinnoShotokiofKitabatakeChikafusa,
ColumbiaU.Press,1980(『 神 皇 正 統 記』)
年 代
1980
歴史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
米国,テ レメール ・サー ビス開始
日本,半 導体 日米貿易出超,自 動車生産 台数で米 国を抜 き世界一 とな る
富士通,日 本IBMの 国内売上高 を抜 く
日米間で6姉 妹都 市(内3町 村)提 携締 結(累 計:141姉 妹都 市/内28町 村)(佐 呂間町一パ ーマ
ー/ア ラスカ州,深 谷一 プリモ ン ト,美 麻村一メン ドシノ,以 上カ リフォルニア州,大 仁町一
ゲ インズビノレ/ジ ョージア州,茨 木一 ミネアポ リス/ミ ネソタ州,延 岡一メ ドフォー ド/ペ ン
シルバ ニア州)














Japan'sCommissionontheConstitution: TheFinalReport,1980(『 憲法 調 査






NewYork:ColumbiaU。Press,1980(山 崎 正 和
ビュ ー ・ボ ー トン博 士,国 際 交流 基 金 賞 を受 賞
コ ロン ビ ア大学 に 日本法 律 研 究 セ ン ター(CenterforJapaneseLegalStudi駸)設 立
ノー ス カ ロ ライ ナ州 立大 学 に ノー ス カ ロ ライ ナ 日本 セ ン ター(NorthCarolinaJapanCenter)
設 立
スタ ン フ ォー ド大 学 に北東 ア ジア米 国国 際政 策 フ オー ラム(NortheastAsia-UnitedStates
ForumonInternationalPolicy)設 立
デ ュ ー ク大 学 にア ジ ア太平 洋 研 究所(Asian/PacificStudiesInstitute)設 立
「法 隆寺:日 本古 代 仏教 美 術 興 隆期 の寺 院 」(Horuji,TempleoftheExaltedLaw-Early
BuddhistArtfromJapan)展,ニ ュ ー ヨー ク の ジ ャパ ン ・ハ ウス ・ギ ャ ラ リー で 開催
国 際 交流 基 金 と日米 友 好基 金 共 催 日本 研 究 巡 回 セ ミナ ー(歴 史,文 学,政 治,経 済),コ ロ ン ビ





CenterforJapaneseStudies,U.ofMichigan,1981(29collections)(1979-1980年 度 米 国
所 蔵 の 日本 関係 資 料29コ レク シ ョン の調 査報 告 書)
ThaddeusY,Ohta,JapaneseNationalGovernmentPublicationsintheLibraryof

































歴史 的背景:米 国社会,経 済,日 米 関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
イ ラ ン,テ ヘ ラ ンの米 国大 使 館 人 質 解 放
レー ガ ン米 大 統 領就 任
レー ガ ン,米 国 経済 再 建計 画,レ ーガ ミノ ック ス発表
米 国,ス ペ ー ス シャ トIV1号,コ ロ ン ビア打 ち上 げ
米 国,衛 星 通 信CBSサ ー ビ ス始 ま る
米 国 エ ネル ギ ー 省,110万 件 のデ ー タ ベ ー ス,DOCEnergyオ ン ライ ン開 始
日本,乗 用 車 の 対米 輸 出 の 自主 規 制 を開始
第5世 代 コン ピュ ー タ国 際会 議 東 京 で 開催
日本経 済 新 聞 社,「 日経 ニ ー ズ」 デ ー タ ベ ー ス ・サ ー ビ ス開始
日米 間 で13姉 妹都 市(内3町 村)提 携 締 結(累 計:154姉 妹 都 市/内31町 村)(神 奈 川 県 一 メ リー ラ
ン ド州,福 岡県 一ハ ワ イ州,市 川 大 門 町 一 マ スカ テ ィー ン/ア イオ ワ州,東 海 村 一 アイダ ホ ・
フ ォー ル ズ,飯 能一 ブ レア,松 山 一 サ ク ラメ ン ト,伊 勢 原 一 ラ ミラダ,高 石 一 ロ ミタ,津 島 一
ハ ー キ ュ リー ズ,小 田原一 チ ュ ラ ビス タ,以 上 カ リ フォル ニ ア州,半 田一 ミ ドラ ン ド,高 崎 一
バ トル ク リー ク,以 上 ミシガ ン州,米 沢 一 モ ー ゼ ス レー ク,細 江 町一 キ ャマ ス,三 ケ 日町 一 ピ
ータ ー ビル ,三 沢 一 ウエ ナ ッチ,以 上 ワシ ン トン州)





















戦 後3回 目の米 国 にお け る 日本 研 究 の動 向調査 実施(1982-1983)
米 国 の大 学 で 日本 研 究 実 施 校 は197校,日 本 研 究 者1025名(国 際 交 流 基 金SSRC委 託 調 査,
1983)。 プ リン ス トン大 学 マ リウ ス ・ジャ ンセ ン教 授 が 行 っ た
マ カ レス タ ー大 学 に 日本 研 究課 程(JapaneseStudiesProgram)設 置
ノー スイ ー スタ ン大学 に ア ジア研 究 セ ンター(CenterforAsianStudies)設 立
ジ ョー ジ ・ワ シ ン トン大 学 中 国 ソ ビエ ト研 究 所 よ りJoumalofNortheastAsianStudies(第
















































歴史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
アルゼ ンチン と英 国間にフォークラン ド紛争起 こ り,ア ルゼンチン降伏
米 国,ニ ューヨークで国連軍縮会議 に反核の100万 人デモ
米 国,失 業者1030万 人突破
米 国,性 差別 を禁止 した権利 平等修正法施行
米国,初 めての全国紙USToday紙 発行
レーガ ン米大 統 領 来 日
日米 間 で6姉 妹 都 市(内2町 村)提 携 締 結(累 計:160姉 妹 都 市/内33町 村)(熊 本 県 一 モ ン タ ナ
州,日 立 一バ ー ミンガ ム/ア ラバ マ州,大 磯 町 一 ラシ ン/ウ ィス コ ン シン州,安 城 一 ハ ンチ ン
トンビー チ/カ リフ ォル ニ ア州,福 井 一 ニュ ーブ ラン ズ ウ イ ック/ニ ュ ー ジ ャー ジー 州,寝 屋
川 一 ニ ュー ポ ー トニ ュ ー ズ/バ ー ジニ ア州,社 町 一 オ リン ピア/ワ シ ン トン州)




















,PrincetonU.Press(陸 奥 宗 光 『蹇 蹇録 』)
HerDiaryandPoeticMemories:ATranslation












国 際 交流 基 金,ロ サ ンゼ ル ス事 務 所 開設
米 国 プ リン ス トン大 学 教授 マ リウス ・ジ ャ ンセ ン博 士,国 際 交流 基 金 賞 を受 賞
ア メ リカ ・カナダ11大 学連 合 日本研 究 セ ンタ ー,国 際 交流 基 金 奨励 賞 を受 賞
サ ンデ ィエ ゴ州立 大 学(SanDiegoStateUniversity)に 日本研 究 所(JapaneseStudiesInsti-
tute)設 立
ノー ス ウエ スタ ン大 学 に 日米 関係 研 究 セ ンタ ー(CenterfortheStudyofU.S.一JapanRela-
tions)設 立
イ ンデ ィ アナ 大学 ペ ン シル バ ニ ア校(lndianaU.ofPennsylvania)で 国 際 言語 学 セ ン ター(Ce-
nterforInternationalLanguages)設 立
国 際交 流 基 金,米 国 の 日本 研 究 の動 向 を米 国社 会 科 学評 議 会(SocialScienceResearchCoun-
cil;SSRC)に 委 託 調査 の報 告 書 発表
1983年 に国 際 交流 基 金 がSocialScienceResearchCouncil(SSRC)に 委 託 した調査 に よ る と,
1982年 度 に米 国 の大 学 で 日本 研 究 が 行 われ て い るの は197校 。 日本 研 究 者 は1025名 。 その90%






























歴史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
シカゴで米 国最初の黒人市長
米 国で赤外線探査衛星IRAS
米 国で 中曾根首相 とレーガ ン米大統領 による第1回 日米首脳会 談
米 国,日 本 に金融市場 開放 を要 請,日 米金融摩擦起 こる
日米 間で5姉 妹都市(内1町 村)提 携締結(累計:165姉 妹都市/内34町 村)(銚 子一クーズベイ/
オ レゴン州,橋 本一 ロナパーク/カ リフォノレニア州,牟 礼町一エルバー トン/ジ ョージア州,
都 留一ヘ ンダ ーソン/テ ネ シー州,厚 木一ニュー ブ リテン/コ ネチカ ッ ト州)









































太 編 『木 戸 孝 允 日記 』)
MiraculousTalesoftheLotusSutrafromAncientJapan: The
DainihonkokuHokekyogenkiofPriestChingen,U.ofHawaiiPress,1983(『 大 日本 国 法
華経験記』)
ThomasH Rohlich,ATaleofEleventh-CenturyJapan:HamamatsuChunagon
Monogatari,PrincetonU.Press(『 浜 松 中 納 言 物 語 』)
RosetteF
(『と りかへ ば や物
講 談 社 よ り英 語




の 日本 につ い ての 百科 事 典KodanshaEncyclopediaofJapanが 出版 され た
米 国 に歌 舞伎 公 演 団 を派 遣
ドナ ル ド ・キ ー ン米 国 コ ロン ビ ア大学 教 授,国 際交 流基 金 賞 を受 賞
巡 回 展 「将 軍 の時 代 」(ShogunAge/ミ ノル タ主 催)が ロサ ン ゼ ル ス郡 立 美 術 館 お よ びダ ラ ス
美 術 館で 開 催
































歴史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
レーガ ン米 大 統 領再 選
日米 農 産 物交 渉 開 始(牛 肉 ・オ レン ジの輸 入 増)
日米 間で9姉 妹 都 市(内3町 村,1特 別 区)提 携 締 結(累 計:174姉 妹都 市/内37町 村)(天 塩 町 一
ホ ー マ ー/ア ラス カ州,太 田 一バ ーバ ンク,向 日一 サ ラ トガ,岡 崎 一 ニ ュー ポ ー トビー チ,以
上 カ リフ ォル ニ ア州,美 野里 町 一 ア ビ リン/カ ンザ ス州,筑 波一 ケ ンブ リッ ジ,長 岡京 一 アー
リン トン,以 上 マサ チ ュ ー セ ッ ツ州,甲 賀町 一 マー シャル/ミ シガ ン州,東 京都 品川 区 一 ポー
トラ ン ド/メ イン州)






































































1984(『 百 人一 首 』)
Saicho:TheEstablishmentoftheJapaneseTendaiSchool,U. ofCalif
1984
エ ドワー ド ・サ イデ ン ス テ ッカ ー博 士,国 際 交 流 基金 賞 を受 賞
日本 の書跡 展,ニ ュ ー ヨー クの ア ジ ア協 会 ギ ャ ラ リー お よび ジ ャパ ン ・ハ ウ ス ・ギ ャ ラ リーで
開催
ウ イ ス コン シ ン大 学 マデ イ ソン校 に全米 東 ア ジア 言語 地 域研 究 セ ンタ ー(NationalResource
CenterforEastAsianLanguages)設 立













米国,シ カゴーニューヨークー ワシン トン間に光通信網
日本,VAN市 場 自由化
日本,学 術 隋報セ ンター,全 国大学図書館データベース(NACSIS-CAT)の 運用開始























































































コ ロ ン ビア大 学 に ドナル ド ・キー ン 日本 文 化 セ ン タ
歴 史,演 劇 等 の研 究)
コ ロ ン ビア大 学 に新 潮 日本 文学 教 授 職 設
か ら6250万 円 寄付)
UofNewYorkPress,1985(無 住 一 円 『沙 石
NewYorkTimesMagazine,July28,
一 設立(古 典 か ら現 代 にい た る文 学 ,美 術,
置(新 潮 文 学振 興財 団 か ら1億9000万 円,メ ロ ン財 団






歴史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
日本,男 女 雇 用機 会 均等 法 成 立
日米 間で6姉 妹 都 市(内2町 村)提 携 締 結(累 計:180姉 妹都 市/内39町 村)(沖 縄 県 一 ハ ワイ州,
岩 見沢 一 ポ カ テ ロ/ア イダ ホ州,山 内町 一 セバ ス トポー ル,函 南町 一 カ ー マ ン,以 上 カ リフ ォ
ル ニ ア州,別 府一 ボー モ ン ト/テ キサ ス州,日 南一 ポ ー ツマ ス/ニ ュー ジャ ー ジー州,亀 岡 一
ス テ ィル ウオ ー ター/オ ク ラホ マ州,京 都 一 オ ク ラ ホマ州)
訪 日米 国人 数,55万8029名(前 年 度比9.2%増)
レイキャビ ックで米 国ソ連首脳会談,SDIで 対立
米 国,レ ーガ ン大統領,対 イラン ・コン トラ秘密工作 を認 める
米 国,原 油価格1バ レル10ド ルを割 り急落








研 究機関,研 究動向の変遷 と文献資料
ア ジ ア学'会(AAS)会 員5823名 中,日 本 関係 の 研 究 者1021名(17.5%)
日本 語 履修 大 学 生 数 が2万3454名,中 国語 を抜 き6位 とな る("Fal11986LanguageEnroll-
mentSurvey",ModernLanguageAssociationNewsletter,Fall1987)(83年 に1万6127名 で



















★KarelvanWolferen,"TheJapanProblem,"ForeignAffairs,Winterlg86/87(「 ジ ャ パ
ン ・バ ツシング」初出)
北カ リフォルニア ・ジャパ ン ・ソサエ ティ,国 際交流基金賞 を受賞
東京に 日米教 育交流振興財団設立。主務官庁 は 日本 の外務 ・文部両省。 日本 での フノレブ ライ
ト・プ ログ ラム30周 年 にガ リオア ・フルブライ ト同窓会が結成され,同 窓生や企業 か らの募 金
で,米 国か らの留学者を増や し,フ ルブ ライ ト ・プ ログラムを民間の資金で支援増強す るため
に設立 した財 団。助成事業の対象 は,理,農,工 学,人 文 ・社会科学,文 学,教 育,芸 術,国
際関係の各分野の学生,研 究者,ジ ャーナ リス ト,専 門職で,米 国人対象 と日本人対象の2部
門に分かれている
米国 にお ける日本語教 育機関数445(自 治領 を入れ ると466機関),同 教師数1109(同1120),学 習
者数3万6161(同3万6955)と なった(国際交流基金監修 『海外 日本語教育機関一覧』凡 人社,
1987)
コ ロンビア大学 ドナル ド ・キーン日本文化 センターで 日米友好基金 日本文学翻訳賞創設
有沢広 巳記念賞設立。米国大学 出版局協会(AAUP)の 日本研究図書出版促進計 画の要請 に応
えて,東 京大学出版 局初代理事長で第6代 日本学士院長の故有沢広巳博士の呼び掛 けで有沢基























歴史的背景 米国社会,経 済,日 米 関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
日米 半 導体 協 定 締 結
「ジ ャ〉¥ｰン・バ ッ シング 」 とい う言 葉 が 初 め てForeignAffairs誌 冬期 号 で 使 用 さ れ た
日本 の対米 積 極 的構 造 調 整i法案,前 川 レポー ト提 出
米 国,光 ファ イバ ー衛 星 ネ ッ トワー ク ・サ ー ビ ス(MCI)開 始
日立 が 日本 の電 気 メ ーカ ー として初 め て米 国で 現 地生 産
米 国,極 超 音 速 旅 客機 開 発構 想 ニ ュー オ リエ ン ト ・エ ク スプ レ ス計 画 発表
EC,日 本 の科 学技 術 文 献収 集 と情 報 提 供 の た めJapanIntoプ ロジ ェ ク ト開始
日本 テ レ コム,第 二 電電,日 本 高 速 通 信 開業
日米 間で14姉 妹都 市(内4町 村)提 携 締 結(累 計:194姉 妹 都 市/内43町 村)(山 形 県 一 コ ロ ラ ド
州,岩 井 一パ イ ンブ ラ フ/ア ー カ ン ソー州,習 志 野一 タ スカル ー サ,新 宮 一 アニ ス トン,以 上
ア ラバ マ州,北 淡 町一 セ ン トメ リー ス,八 幡 町 一 マ イ ラ ン,以 上 イ リ ノ イ州,川 越 一 セー レ
ム/オ レ ゴン州,出 雲 一 サ ンタ ク ラ ラ,桜 島町 一 リボ ン,船 橋 一 ヘ イ ワー ド,以 上 カ リフォル
ニ ア州 ,諌 早 一 アセ ン ズ/テ ネ シー 州,石 鳥 谷 町 一 ラッ トラン ド/バ ー モ ン ト州,近 江 八幡 一
グ ラン ドラピ ッズ/ミ シガ ン州,伊 勢 崎 一 ス プ リング フ ィール ド/ミ ズ ー リ州,名 護 一 ヒ ロ/
ハ ワ イ州)
訪 日米 国 人数,55万2182名(前 年 度 比1.0%減)




日米 にブ ラック ・マンデー,株 式市場暴落
東証,ニ ュー ヨー クを抜 いて世 界一市場 とな る
米国,航 空業界 の情報分野へ参 入,ユ ナイテ ッド航空,オ ンライン航空情報処理部門 を分社 と
す る
英 国の5大 学が 日本 に分校 をつ くる
日米 間で5姉 妹都市(内1町 村)提携締結(累 計:199姉 妹都市/内44町 村)(三 春町一 ライスレイ
ク/ウ イスコンシン州,御 殿場 一ビーバー トン/オ レゴン州,長 岡一 フォー トワース,熊 本一
サ ンアン トニオ,以 上 テキサ ス州,土 佐清水一 ニューベ ッドフォー ド,フ ェアーヘブン/マ サ
チュセ ッツ州)
訪 日米国人数,55万0261名(前 年度比0.3%減)
米国を訪 れた 日本人数は200万 人を超 えた(221万8481人)
日本,商 用データベース数1795(国 産 が24%)


















米 国 コ ロン ビ ア大学 教 授 ジェ イ ムズ ・モ ー レー博 士,国 際交 流基 金 賞 を受 賞
ア ジ ア学 会(AAS)会 員6608名 中,日 本 関係 研 究 者1190名(18%)



































国 際交流 基 金,米 国で 「大 名 美術 展 」 を開催
サ ン フラ ン シ ス コの ア ジ ア太 平 洋 コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン社(AsiaPacificCommunications,
Inc.)よ り,日 米 企 業,貿 易,投 資,そ の他 産業 問題 の雑 誌,VentureJapan:TheJournalof
GlobalOpportunityを 発 刊
コ ロン ビア大 学 の ドナル ド ・キ ー ン 日本 文化 セ ンタ ー に米 日財 団(TheUnitedStates-Japan
Foundation)の 後援 で 現 代 日本 文 学 翻訳 プ ロジェ ク ト創 設
ミシガ ン州 立 大 学連 合 日本 セ ン ター(初 代 館 長JohnMock;日 本 語 ・日本 文 化 講 座)が 滋 賀県 彦
根 市 に設立 。 ミシガ ン州 ・滋 賀県 姉 妹提 携 の成 果
ス タ ン フォー ド日本 セ ンタ ー(初 代 館 長ThomasRohlen;米 人 学 生 の教 育 と日米 研 究 者 交流 の
た めの 日本 研 究 セ ン ター と技 術 革 新 研 究 セ ンタ ー;StanfordJapanCenter/KyotoCenterfor
JapaneseStudies)が 京 都 市 に設 立
戦 後 第4回 目の米 国 に お け る 日本 研 究 の動 向 調査 実施(1988)。 .国際 交流 基 金 が米 国 ア ジア学 会











歴史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
ゴ ルバ チ ョ フ訪 米,米 ソ首 脳会 談
イ ラン ・イ ラク戦 争 終結
抑留 日系 人補 償 法(1988年 市 民 自由法;JapaneseAmericanReparationAct)成 立 。 第2次 世
界大 戦 中 に 強制 収 容 さ れ た 日系 アメ リカ 人 に対 す る補 償法 。 全 米 日系 市 民 協会 他 の 運 動 を 受
け,米 国 政府 は憲 法 違反 と して正 式 に謝 罪,12.5億 ドル の賠償 金 の 支 払 い を認 めた
日米,牛 肉 ・オ レ ンジ 自 由化 交渉,協 定 成 立
東芝 機 械,コ コ ム違 反で 有 罪判 決 。 米 国 で反 日本 企業 運 動
日米 間で18姉 妹 都 市(内6町 村)提 携 締 結(累 計:217都 市/内50町 村)(坂 戸 一 ドーサ ン/ア ラバ
マ州,中 条 町一 カ ー ボ ンデ ー ル/イ リノイ州,観 音 寺一 ア ップル トン/ウ イ ス コン シ ン州,岐
阜 一 シ ン シナ チ/オ ハ イ オ州,喜 多 一 ウイ ノレビノレ,袋 井 一 ヒル ズボ ロ,以 上 オ レゴ ン州,坂 出
一サ ウサ リー ト
,田 子町 一 ギ ノレロイ,本 渡 一エ ン シニ タ ス,真 岡一 グ レン ドー ラ,川 上村 一 ワ
トソ ン ビル,富 津 一 カー ノレスバ ッ ド,以 上 カ リフ ォル ニ ア州,静 内 町一 レ キ シ ン トン/ケ ン タ
ッキー 州,佐 賀 一 グ レン ズ フォー ル ズ,ウ オ ー リン郡/ニ ュー ヨー ク州,松 任 一 コ ロ ン ビア,
信 楽 町 一 メ キ シ コ,以 上 ミズ ー リ州,碧 南一 エ ドモ ンツ/ワ シン トン州,高 根 町一 ベ リア/ケ
ン タ ッキ ー州)
訪 日米 国 人数,51万6259名(前 年 度 比6.2%減)
ブッシュ米大統領就任
日本の米国侵略 と呼ばれた 日本企業 による米国企業等 の買収が米国マスコ ミに日本叩 きを煽 る





昭和天皇死去,日 本 の年号を平成 と改元





研究機 関,研 究動向の変遷 と文献資料
国 際 交流 基 金 の調 査 報 告書JapaneseStudiesintheUnitedStates:DirectoryofJapan
SpecialistsandJapaneseStudiesInstitutionsintheUnitedStatesandCanada,1989
れば,1224人 の 日本 専 門 家 と306の 日本 研 究機 関 を収 録 。 日本 研 究 所,日 本 研 究 講 座,
究 プ ログ ラ ム を持 つ 高 等教 育 ・研 究機 関 は全米50州 中43州 に分布(東 部13州 が全 米 の30%
12州30%弱,中 西 部10州 が25%,西 部3州 で約3%)。 日本 美術 資 料 は全米71美 術館(大 学 付属
を含 む)・ 図 書 館 が所 蔵 。 図書 館 所蔵 の 日本 研 究資 料 は60大 学 ・研 究機 関 図書 館 が 日本 語 文 献 資
料 を所蔵(8万 冊 以 上14機 関),149機 関が 西欧 語 日本 研 究資 料 を所 蔵(1万 冊 以 上19機 関),『 ア





門 収録 の論 文 は,1980年 に129本 だ っ たが 毎 年増 加,1987年 に は約2倍 近 い226本 に増 加





























































年 代 歴 史的背景 米国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
ア ラ スカ州,蒲 原 町一 シェ ル ビー ビル/イ ンデ ィア ナ州,入 善 町 一 フォ レ ス トグ ロー ブ,栗 沢
町 一 キ ャ ンビー,以 上 オ レゴ ン州,つ くば一 アーバ イ ン,芽 室 町 一 トレー シー,日 南 町 一 ス コ
ッ トバ レ ー,滝 野 町 一 ホ リス タ ー,福 井 一 プ ラ トン,藤 代 町 一 ユ ーバ,以 上 カ リ フォ ノレニ ア
州,宝 塚 一 オー ガ ス タ/ジ ョー ジア州,富 山一fit"一ラ ム/ノ ー スカ ロラ イナ 州,浦 安 一 オ ー ラ
ン ド/フ ロ リダ 州,守 山一 エ イ ド リア ン/ミ シガ ン州,加 西一 プ ノレマ ン/ワ シン トン州)
訪 日米 国 人数,53万1625名(前 年 度 比3.0%増)









研究機関,研 究動 向の変遷 と文献資料
☆SheldonM.Goran,"StateandReligioninImperialJapan,1912-1945,"Journalof
JapaneseStudies,Summer1989
国 際 交 流 基 金,米 国 で 巡 回 現 代 日本 美 術 展,AgainstNatureを 開 催
国際交流基金,日 本語国際センターを浦和市に設立
米 国 の 日本 語 教 育機 関 数387(内 高 等 教 育機 関数136),教 師 数962(同587),学 習 者 数:2万
9611(同1万6818)(国 際交流基金 日本語国際センター1990年 度調査)
「日本2000」 レポー ト。 「日本的パ ラダイム」 につ いての会議(米 国中央情報局/ロ チェスタ
ー工科大学共催)が 日本専門家の学者
,政 府関係者 を集 めて開催 された(非公開)
米国大学群,日 本 に進出
米国で80年 代 か ら18歳人 口の減少,連 邦政府 や州政府 の大学助成金の激減,日 本人留学生確保
の困難 などか ら米国大学の日本進 出が始 まった。一説で は130大学が進出(奥泉栄三郎 「日本進
出米 国大学群」,Mid-AmericanGuide,Chicago,Feb.1990)
米 国 の大 学,33校(う ち15校 が1990年 に設置)が 日本 で 開 校,ま た は開 講(す べ て 日本 の 文部 省
の管 轄 外)。15校 が 私 立,の こ りが州 また は市 立 。 地域 的 に は15校 が 首都 圏,9校 が大 阪 周 辺,
その他 は北海 道,秋 田,新 潟,富 山,広 島 の各 県 に点在 。26校 が米 国 本校 留 学 の準 備 を 目的 と
して い る。(MainichiDailyNews,12/3/90)
安 倍 晋 太 郎 元 外 務 大 臣 が 日本 政 府 特 使 と して 米 国 へ 派 遣 さ れ,日 米 親 善 交 流 基 金(Global
PartnershipFund)の 創 設 を発表
SocialScienceCitationIndexの 課 題 別索 引 の 日本 関係 出 版物 数 は895件(1980年 度622件 か ら
40%の 伸 び 率)












































歴史的背景=米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷




米 国国勢調査 によるとアジア系 アメ リカ人の人口が650万 人にのぼる見通 しを発表
ブ ッシュ米大統領 が海部 日本首相 に電話で イラク制裁 に同調 を要請。 日本政府,石 油の禁輸,
経済協力の凍結な ど経済 制裁 を決定
湾岸戦争(8/2/90-4/11/91)
大産油国クエー トへのイラクの侵攻 に対 しアメ リカ軍 を主軸 に多国籍軍 が反撃。 日本 は90億 ド
ルを拠出するが対応 の遅 さを米 国に強 く非難 され,多 国籍 軍が勝利 をおさめた後,勝 国連合 に
は入 れられなかった。米国下院アスピン軍事委員長,湾 岸危機 に対す る各国の貢献度の6段 階
評価 を公表。 日本 とドイツは 「C」
米 国が湾 岸戦争の戦費 として拠 出の約 束を取 り付 けたのは約500億 ドル(サ ウジアラビア168億
ドル,ク エー ト160億 ドル,日 本109億 ドノレ,ド イツ66億 ドル)
ライシャワー米議会予算局長,湾 岸戦 争の米軍総計費 は350億 ドル と発表。 日独,湾 岸 諸国 の
資金協力は540億 ドル前後の見込み(1991年3月13日)
アマコス ト駐 日米 国大使,湾 岸情勢 を巡 る日本政府 の対応 について 「日本 はリスクをなにも負
わない」 と批判
日米安保 発効30周 年 の日米首脳,今 後 も堅持す ると共同声明
米 国下院,在 日米軍駐留経費問題で円建てで全額 日本政府が負担す るよう決議
米 国通商代表部が貿易障壁年次報告 を公表。 日本 の8分 野34項 目の障壁 を指摘
第3回 日米構造問題協議で,米 国は公共投資の増額,大 型店の規制撤廃 な どを要求
第5回 日米構造問題協議で公共投資総額が海部首相 の政治的決 断によ り10年間430兆 円で決着
米 国で 日米欧5か 国農相会議 開催,コ メの市場開放 阻止のための 日本の食糧安保論 は拒否 され
た
第16回 ヒュース トン ・サ ミッ ト経済宣言で,日 欧米対立 の農業保護 は暫 時削減 と表現 され,日
本苦境 にたつ
政府調達スーパー コンピュータの 日米協議 は日本側 が譲歩 して決着
政府間調達の人工衛星 日米協議 は 日本が市場開放で譲歩 して最終決着
電気通信 日米協議 は 日本が譲歩 して合意,米 側対 日制裁 を見送 る
米国内の 日系製造業 の工場数 は1989年 で1000以 上,そ の従業員数 は20万 人を超 えた(1990年1
月11日,日 本貿易振興会)
日本,通 産省 が対米商乗用車数の 自主規制枠230万 台の継続 を発表
日本,戦 後復興のため世界銀行か らの借款 の返済 完了。米国 に次 ぐ出資国 となる
日本外務省,1990年 度 『ODA(政 府開発援助)臼 書』で国内外の 日本批判 に反論。 日本,ODA
供与実績が89億5800万 ドル,米 国を抜 き世 界最大の援助 国に
日本,1990年 度 「経済 白書』景気が戦後最 高のイザ ナギ景気 に並ぶ可能1生を示す と,日 本型経
営の優位性 を強調
ニューヨー クの円相場 が1$=146円 に(1月)
東京外為市場,1$=130円 台に突入(9月)
1990年 に初 めて訪 日外国人300万 人を超 え(国際観 光振興会調べ),日 本 か らの海外渡航者 は初
めて1000万 人突破(運輸省調べ)。4年 聞で倍増。
















ア ジア学 会(AAS)設 立50周 年,会 員 数7561名 中,日 本 を研 究対 象 にす る会 員 は1660名(22%)
大 学 院 レベ ル の 研 究 に最 小 限度 必 要 なB本 研 究 文献4万 冊 以上 を所蔵 す る図書 館 が21,う ち10
万 冊 以上 所 蔵 す る図書 館 が 全米 で12に 増 加 。 日本 関係 文献 資料 数 の最 高 は米 国議 会 図 書館 所 蔵
81万4065(1991年6月30日 現在;TheNationalPlanningTeamforAcademicJapanese
Librariesの 調 査;別 表 参 照)
Fortune誌(5/91)日 本特 集 を発 行
日米 友好 基 金,カ リ フォル ニ ア大 学 サ ン デ ィエ ゴ校 日本研 究資 料 購 入資 金 助 成打 ち切 りを発 表
("Bashinga`Japan-Basher',"TheLosAngelesTimes,5/10/91)
日米 セ ン ター(TheJapanFoundationCenterforGlobalPartnership)が 「日米 両 国 が 国際 的
責 任 を分 か ちあ い,世 界 に貢 献 す るた め,世 界 的視 野 に基 づ く協 力 と 日米 相互 理 解 の た め両 国
各 界 各層 に お け る対 話 と交流 の促 進 」 を 目的 に国 際交 流基 金 の 中 に設立 され,東 京 とニ ュ ー ヨ
ー ク に事 務 所 が 設 置 さ れた
。 経 費 は 日米 親 善基 金(GlobalPartnershipFund)と して国 際 交 流
基 金 に出資 され た500億 円 の運 用 益 。 中心 に な る事 業 は 「グ ロー バ ル ・パ ー トナ ー シ ップ推 進 の
た めの知 的 交 流 」 と 「地 域 レベ ル ・草 の根 レベ ルで の相互 理 解 の推 進 」
安倍 フェ ロー シ ップ(TheAbeFe110wshipProgram)が 日米 セ ンタ ー設 立 の趣 旨の 象徴 と して
設 置 さ れ た 。 日米 セ ン タ ー,米 国 社 会 科 学 研 究 評 議 会(SSRC)及 び米 国 学 術 団 体 評 議 会
(ACLS)の 共 同運 営 で,日 米 の 専門 家 の相 互 交 流 に よ る政 策研 究 を推 進 す るた め,グ ロー バ ル
な課 題,先 進工 業 国 に共 通 の課 題,日 米 関 係 の緊 密 化 に需要 な課題 につ いて の研 究 を対象 に学
術研 究者 や 専 門 家 に フ ェ ロー シ ップ供 与 を開始
国 際交 流 基 金,海 外 日本 語 セ ンタ ー を ロサ ンゼル ス に開 設
日米 文化 教 育 交流 会 議(CULCON)の 日本 事 務 局 が外 務省 か ら国 際 交流 基 金 に変更(7月)
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安倍晋太郎外務大 臣が 日本政府特 使 として米国へ派遣 され,日 米親善交流基金(GlobalPart-
nershipFund)の 創設 を発表
米国大学群,日 本 に進出
日米間で20姉 妹都市(内11町 村)提携締結(累計:252都 市/内69町 村)(北 海道一 マサチュセッツ
州,千 葉県一ウイスコンシン州,福 井 県一ニュージャー ジー州,埼 玉県一オハ イオ州,富 山県
一オ レゴン州
,清 武町一ウオーキ ン,足 利一 スプ リング フィール ド,以 上イ リノイ州,角 田一
グ リーンフィール ド/イ ンデ ィアナ州,仁 賀保町一 シ ョウニー/ウ イスコンシン州,高 梁一 ト
ロイ,古 川一 ミドル タウン,以 上 オハ イオ州,丸 森町一ヘ メ ッ ト,木 更津一 オー シャ ンサ イ
ド,成 田一サンプwノ,以 上 カ リフォルニア州,平 塚一 ローvン ス/カ ンザス州,田 原町一 ジ
ョージタウン/ケ ンタッキー州,西 川 町一 プ リスコ/コ ロラド州,大 分一オーフティン/テ キ
サ ス州,那 珂町一 オー クリッジ/テ ネ シー州,小 杉町一サ リバ ン郡/ニ ュー ヨーク州,鹿 児 島
一マイア ミ,七 ケ浜町一プ リマス,以 上 フロ リダ州,大 原町一ダノレース/ミ ネソタ州,新 治村
一ハ ンツビル/テ キサ ス州,八 ケ岳3町1村 一マディソン ・カウンティ/ケ ンタッキー州)
NTT多 重記憶方式の記録用新型樹脂 を開発。情報書 き込み速度 を約1億 倍 に
日立製作所が新聞約70年 分 の情報量記憶 可能の世界最大容量の大型磁気デ ィスク装置 を開発
コメコンの解散
米国下院,雇 用上 の人種差別撤廃 など新公民権法案可決
米 国経済雑誌 『フォーブス』発表の世界大企 業(除米 国)で売上 高ベス ト10ト ップ は伊藤忠商
事,以 下8社 の 日本企業が 占める。富豪世界一 は森ビル社長
海部首相,ブ ッシュ米大統領 と会談。世界新 秩序への協調 を確認。米国 はコメ市場 解放 を要
求。 日本は米国の中南米支援基金構想 に協 力を約束
ハ ワイでの太平洋戦 争開戦(真 珠湾)50周 年の記念式典で,宮 沢首相 は 「深 く反省」,ブ ッシュ
大統領 「過去 よ り未来 を」,「日米 は冷戦後 の責任 を共有」 と演説
日本のODA供 与(90年 度)92億3900万 ドルで米国に次 いで2位
日本,対 米輸出乗用車 自主規制,現 行の230万 台枠の継続決定
日本,牛 肉輸入の 自由化始 まる
東京外為市場,円 が急騰,1$=132円(1月)か ら1$=125円 台ヘ
ブラジノレで地球サ ミッ ト開催
日米 間で15姉 妹 都市(内8町 村)提 携締 結(累計:267都 市/内77町 村)(紋 別 町一 フェアバ ンク
ス/ア ラスカ州,南 那須町一メ ノモ ニー/ウ イスコンシン州,鈴 鹿一ベルフォンテン/オ ハ イ
オ州,棚 瀬町一ハ ンフォー ド,神 栖町一ユー リカ,富 士一オーシャンサイ ド,以 上 カ リフォル
ニア州,占 冠村一 アスペ ン/コ ロラ ド州,室 蘭一 ノックスビル,座 間一スマーナ,以 上 テキサ
ス州,榛 名町一グ ランドビュー/ミ ズー リ州,長 野原町一 リビング ス トン/モ ンタナ州,三 芳
村一 ファンデイル/ワ シン トン州)
年間の米国人の日本訪問者数,54万3075名(前 年度比2.1%減)




































安倍 フェ ローシップ をACLSの 協 力の もとにSSRCが 運営 し,(1)グ ローバル な課題,(2)先 進
工業国 に共通 な課題,(3)日 米関係 の緊密化 に重要な課題 につ いて 日米の人文 ・社会科学領域 の
研 究を推進 しよ うとしている。具体的 な研究 の主題 は 日本学術振興会 とSSRCの 委員 の両 国
の学者た ちによ り選定され,日 米共同研究を行 う
国際交流基金,在 米諮 問委員会(AmericanAdvisoryCommittee;AAC)勧 告で米 国の大学 ・
研究機関へ 日本研究助成 として客員教授派遣及 び助成(9名),職 員拡充(22件),研 究 ・会議(18
県),訪 日研修(12件),日 本研究巡回セ ミナー(1件)を 助成。在 日の アメ リカ・カナダ11大 学連
合 日本研究センター,ス タ ンフォー ド日本 センターに 日本研究拠点機関助成 を行った
国際交流基金 日米セ ンター,「知的交流プ ログ ラム」 として 「環境経済 と開発経済 の統合」(未
来資源研究所)な ど33件の政策指向型研究 や 「地域 ンベル ・草の根交流プ ログ ラム」,日 米教 育





コロンビア大学(建築学大学院;東 アジア言語文化学科;法 学部 日本法学図書拡充;東 アジア図
書館 日本研究マイク ロフィルム;日 本思想史教授職設置;日 本美術史特別教授職設置;日 本経済
経営研究所)日 本研究拡充







歴史的背景 米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
中国 ・韓 国,国 交樹 立
ブ ッシ ュ米 大 統領 来 日(1月)
日米 間 に 「言 葉 の戦 争 」(Thewarofthewords)。 日本 の桜 内衆 議 院議 長 の 「ア メ リカ 人労 働
者 は怠 け者」 発 言 が発 端("EmptyRhetoric?,"TheJoumalofCommerce,2/11/92)
米 国 で ジ ャ パ ン ・バ ッ シ ン グ が エ ス カ レ ー ト。"JapanLoathing"(R.J.Samuelson,"The
LoathingofJapan,"WashingtonPost,Feb.19,1992)と な る
米 国連邦政府 の機 関,米 国公民権委員会がアジア系米国人 に対 す る人種 的,民 族的偏見の調査
報告書 を発表。米国政治家た ちの 日本 を叩 く言動が,日 系お よびアジア系米国人への暴力や差
別 を煽 ってい るので,自 制すべ き と,報 告書(2年 間の調査;233ペ ー ジ)を大統領 と議会 に送 っ
た(『毎 日新聞』朝刊,共 同2/29/92)
マ イケル ・クライ トン著,RisingSun,全 米 のベス トセラーに。映画化(文 中に"Japanas
enemy"論)
米 国 の 日系 人組 織,JACL(JapaneseAmericanCitizensLeague)や ア ジ ア系米 国人 団体,
MANAA(MediaActionNetworkforAsianAmericans),映 画 「ライ ジ ング ・サ ン」 が反
日的 で 日本 人 叩 きや ア ジ ア人 排 斥 感情 を高 め る と して反 対 運 動 を起 こす
日本,国 連 平 和維 持 活動(PKO)協 力法 案 成 立
カ ンボ ジ アで 日本(PKO)活 動












研 究機関,研 究動向の変遷 と文献資料
ニュー ヨーク大学(デ ミング教授冠講座設置資金;日 米経営経済研究セ ンター 日本研究拡充)
シカゴ大学東 アジア研 究センター(日 本研究拡 充;東 亜図書館 日本研究マイ クロフィル ム購入
資金)
スタンフォー ド大学 日本研究拡充
カ リフォルニア大学バー クレー校東 アジア研究所 日本研究拡充
オハ イオ州 ボー リンググ リーン州立大学 日本研究施設建設資金
サ ンデ ィエゴ州立大学ゲー トウエーセ ンター 日本研究所建設資金
オレゴン大学図書館拡充建設資金
アーモ ス ト大学ケー リ奨学基金設立資金
モン トレー国際大学東アジア研究 センター 日本研究拡充
アメ リカ大学 出版部協会 日本研究図書促進計画事業
グ アム大学施設整備拡張資金
美術館 その他:
ワシン トン ・ナショナル ・ギャラ リー 日米交流事業/シ カゴ美術館東洋部展示室拡充/メ トロポ
リタ ン美術館 日本武具 甲胄ギャラ リー建設資金
ハ ワイ日本文化セ ンター建設資金
国際交流基金 日米センター,米 国科学財団 と共同で米国科学者 フェ ローシップを創設。米国科
学者10名 が 日本の研 究機関で研究
国際交流基金 日米セ ンターの米 国大学 院生夏期研修プ ログ ラム(科学技術;58名)来 日,2か 月
間 日本語集 中研修 や産業施設の視察
国際交流基金 日米センター,JALEX計 画(JapaneseLanguageExchangeProgram)を 創設。
ロー ラシアン協会(米 国の非営利教育団体)と 共催で,米 国中等教育機 関に日本語教師助手 を派
遣
国際交流基金,日 本 の新刊図書 を紹介するBookNews創 刊
第2回 有 沢 広 巳記念 賞(AAUP/国 際 交 流 基 金)に8点(**1990/1991年 度 出 版参 照)が 選 ば れ
た
ス ミソ ニ ア ンの サ ク ラー ・ギ ャ ラ リー とポ ー トレー ト・ギ ャ ラ リー で そ れ ぞ れ 日本 美 術 展
"AncientJapan"(縄 文 時 代/8 -11/92)及 び"NobleHeritage:FiveCenturiesofPortraits
fromtheHosokawaFamily"(細 川 家所 蔵 品)な ど12件 の海 外 展,「 第 三 エ ロチ カ北 米 公演 」,
「沖 縄古 典 舞 踊 公演 」 な ど6件 の 公 演 が国 際 交流 基 金 の 助成 に よ り米 国 で 開催

































































☆MichaelChrichton,RisingSun,1992(フ ィ ク シ ヨ ン;参 考 文 献 リ ス トにK.Wolferenの 著
作 他 を 明 記)
翻 訳:
ByronK.Marshal1,TheAutobiographyofOsugiSakae,U.ofCalif.Press,1992(『 大 杉
栄 自叙 伝 』)
WayneP,Lammers,TheTaleofMatsura:FujiwaraTeika'sExperimentinFiction,
MichiganMonographSeriesinJapaneseStudies,No.9,U.ofMichigan,1992(藤 原 定 ・
家 『松 浦 宮物 語 』)
米 国 中央 情 報 局(CIA),米 国国 際 交流 文化 広 報 庁(USIA)な どの米 国政 府 機 関 の 日本 に関 す る
ンポ ー トが 毎 月50本 を超 え るな ど,日 本 人 の意 識 を探 るた め広範 囲 に わ た る米 国政 府機 関 の調
査研 究が 盛 行。 例 えば4月 にCIA内 部 レ ポー トと して 「日本 研 究:裏 切 りの原 子 力潜 水 艦:物語
大 ヒ ッ トの 原 因」 が 挙 げ られ る。 これ は16万 部 売 れ た講談 社 発 行,か わ ぐ ち ・か い じ著 『沈 黙
の艦 隊』 を と りあ げ,(1旧 本 の防 衛 関係 者 の 見 方,(2)日 米 共 同 技 術 開発 の 失 敗,(3)漫 画 の異 常
人 気 の背 景,(4)原 子 力潜 水 艦 ヤ マ トの性 能分 析,を 記 述(国 際 コ ミュ ニ ケー シ ョン研 究 所所 長,







歴史的背景:米 国社会,経 済,日 米関係 と交通 ・通信 ・情報技術等の発達 と変遷
ク リン トン米大統領就任
イスラエル,パ レスチナ和平暫定 自治宣言
東京外国為替市場,円 相場 はついに1$=103円 台,戦 後の最高値 を更新(8月)










研究機 関,研 究動向の変遷 と文献資料
カ ー ネー ギ ー 国 際平 和 財 団,日 本政 策 調 査研 究 会(座 長Dr.StephenW.Boswoth,米 日財 団
代 表;ジ ェ ラル ド ・カー チ ス ・コ ロン ビ ア大 教 授 他,政 財 界,シ ン クタ ンク代 表 な ど,32名)を
設 置,日 本 政策 再 考 の 調査 研 究報 告 書 を発表
CarnegieEndowmentforInternationalPeace,RethinkingJapanPolicy:AReportofthe
U.S.一JapanStudyGroup
エ ズ ラF.ヴ ォ ー ゲ ル(EzraF.VogelJapanasNumber1,LessonsforAmerica,1979の 著
者,ハ ーバ ー ド大 学 教 授/元 東 ア ジ ア研 究 所 所 長),米 国 中央 情 報 局(CIA)NationalIntelli-

















☆ リビ ジ ョニ ス トの系 譜
第1回 ア ジア太 平 洋教 育 文 化 交流 会 議(AsiaPacificConferenceforInternationalEduca-
tionalandCulturalExchangeI;APC)が 全米 国 際教 育文 化 交流 団 体連 盟(AllianceforInter-
nationalEducationalandCulturalExchange)とAPC日 本 準 備委 員会 の共 催,外 務,文 部,
自治各 省,国 際交 流基 金 日米 セ ンター,ア ジア財 団 他3団 体 の後 援,8団 体 の協 力 ・協 賛 に よ
り東 京 で 開催 。 日米 教 育 文 化 交流 会 議(CULCON)へ の3報 告 書,(1)「 日米 学 術 交 流 」(9/92;
LiaisonGroup作 成),(2)「 日米 草 の 根 交流 」(12/92;IEA作 成)と,(3)「 米 国の25州 に お け る
日本 関連 活 動 に 関す る調 査 報 告書 総 論 」(12/92;日 本 国 際交 流 セ ン ター 作 成)に つ いて検 討
日米 文化 教 育 交流 会議(CULCON),ワ シ ン トンで 開 催(日 本 側 事務 局 は国 際交 流 基 金)
国 際 交流 基 金 主 催 「現 代 日本 陶 磁 器 展 」(日 本 ク ラ ブ協 力)が ワ シ ン トンD.C.で 開 催(11/21/
93-4/3/94)
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